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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】トナー用添加剤として有用な樹脂粒子の提供。
【解決手段】下記式(Ｉ）で示されるシルセスキオキサン(ａ)を含む付加重合性単量体を
重合させるか、該シルセスキオキサン(ａ)と付加重合性単量体(ｂ)とを共重合体させて得
られる、体積平均粒径１０～５００ｎｍの樹脂粒子。［式中、Ｒ1～Ｒ7は水素、炭素数１
～４０のアルキル、置換または非置換のアリール、および置換または非置換のアリールア
ルキルからなる群からそれぞれ独立して選択される基である；このアルキルにおいて、任
意の水素はフッ素で置き換えられてもよく；そして、Ａ１は付加重合性官能基である。］

【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記式（Ｉ）で示されるシルセスキオキサン（ａ）を含む付加重合性単量体を重合させ
るか、または該シルセスキオキサン（ａ）と付加重合性単量体（ｂ）とを共重合体させて
得られる、体積平均粒径１０～５００ｎｍの樹脂粒子。
【化１】

［式（Ｉ）において、Ｒ1～Ｒ7は水素、炭素数１～４０のアルキル、置換または非置換の
アリール、および置換または非置換のアリールアルキルからなる群からそれぞれ独立して
選択される基である；このアルキルにおいて、任意の水素はフッ素で置き換えられてもよ
く、任意の－ＣＨ２－は－Ｏ－、－ＣＨ＝ＣＨ－、シクロアルキレンまたはシクロアルケ
ニレンで置き換えられてもよい；このアリールアルキル中のアルキレンにおいて、任意の
水素はフッ素で置き換えられてもよく、任意の－ＣＨ２－は－Ｏ－または－ＣＨ＝ＣＨ－
で置き換えられてもよい；そして、Ａ１は付加重合性官能基である。］
【請求項２】
　前記式（Ｉ）においてＲ1～Ｒ7はそれぞれ独立して、任意のメチレンが酸素で置き換え
られていてもよい、炭素数１～２０のフルオロアルキル；少なくとも１つの水素がフッ素
もしくはトリフルオロメチルで置き換えられた、炭素数６～２０のフルオロアリール；ま
たはアリール中の少なくとも１つの水素がフッ素もしくはトリフルオロメチルで置き換え
られた、炭素数７～２０のフルオロアリールアルキルを示すことを特徴とする、請求項１
記載の樹脂粒子。
【請求項３】
　式（Ｉ）におけるＲ1～Ｒ7がそれぞれ独立して、エチル、イソブチル、イソオクチル、
フェニル、シクロペンチル、シクロヘキシル、３,３,３-トリフルオロプロピル、３,３,
４,４,４-ペンタフルオロブチル、３,３,４,４,５,５,６,６,６-ノナフルオロヘキシル、
トリデカフルオロ-１,１,２,２-テトラヒドロオクチル、ヘプタデカフルオロ-１,１,２,
２-テトラヒドロデシル、ヘンイコサフルオロ-１,１,２,２-テトラヒドロドデシル、ペン
タコサフルオロ-１,１,２,２-テトラヒドロテトラデシル、（３-ヘプタフルオロイソプロ
ポキシ）プロピル、ペンタフルオロフェニルプロピル、ペンタフルオロフェニル、または
α,α,α-トリフルオロメチルフェニルを示すことを特徴とする、請求項１または請求項
２記載の樹脂粒子。
【請求項４】
　式（Ｉ）におけるＡ1が、ラジカル重合性官能基を示すことを特徴とする、請求項１～
３のいずれか一項記載の樹脂粒子。
【請求項５】
　式（Ｉ）におけるＡ1が、（メタ）アクリルまたはスチリルを含むことを特徴とする、
請求項１～４のいずれか一項に記載の樹脂粒子。
【請求項６】
　式（Ｉ）におけるＡ1が、下記式（II）または（III）で示されるいずれかであることを
特徴とする、請求項５記載の樹脂粒子。
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【化２】

［式（II）において、Ｙ1が炭素数２～１０のアルキレンを示し、Ｘが水素または炭素数
１～５のアルキルまたは炭素数６～１０のアリールを示し、式（III）において、Ｙ2が単
結合または炭素数１～１０のアルキレンを示す。］
【請求項７】
　式（II）において、Ｙ1が炭素数２～６のアルキレンを示し、Ｘが水素または炭素数１
～３のアルキルを示し、式（III）において、Ｙ2が単結合または炭素数１～６のアルキレ
ンを示す、請求項６記載の樹脂粒子。
【請求項８】
　式（II）において、Ｙ1がプロピレンを示し、Ｘは水素またはメチルを示し、式（III）
において、Ｙ2が単結合またはエチレンを示す、請求項７記載の樹脂粒子。
【請求項９】
　付加重合性単量体（ｂ）が、（メタ）アクリル酸化合物またはスチレン化合物である、
請求項１～８のいずれか一項記載の樹脂粒子。
【請求項１０】
　前記樹脂粒子が、スチレン重合体、アクリル酸エステル重合体、又はメタクリル酸エス
テル重合体を含む架橋樹脂の微粒子であることを特徴とする請求項１～９のいずれか１項
記載の樹脂粒子。
【請求項１１】
　少なくとも結着樹脂と着色剤とを含むトナー材料を有機溶媒に溶解又は分散してトナー
材料の溶解又は分散液を作成する工程と、前記トナー材料の溶解又は分散液を水系媒体中
に添加して乳化乃至分散させて乳化乃至分散液を作成する工程と、前記乳化乃至分散液か
ら有機溶媒を除去する工程とによって製造されるトナーであって、前記乳化乃至分散液を
作成する工程または乳化乃至分散液から有機溶媒を除去する工程において、水系媒体中に
、請求項１～１０のいずれか１項記載の樹脂粒子を含有させたことを特徴とするトナー。
【請求項１２】
　少なくと結着樹脂と着色剤とを含むトナー材料を重合性単量体に溶解又は分散してトナ
ー材料の溶解又は分散液を作成する工程と、前記トナー材料の溶解又は分散液を水系媒体
中に添加して乳化分散させて乳化分散液を作成する工程と、得られた乳化分散液を重合す
る工程とによって製造されるトナーであって、前記乳化分散液を作成する工程または乳化
分散液を重合する工程において、水系媒体中に、請求項１～１０のいずれか１項記載の樹
脂粒子を含有させたことを特徴とするトナー。
【請求項１３】
　少なくとも結着樹脂と着色剤とを含むトナー材料を水系媒体中で分散してトナー材料の
分散液を得る工程と、該分散物を水系媒体中で凝集させる工程と、凝集物を加熱融着させ
る工程によって製造されるトナーであって、前記凝集工程又は加熱融着工程において水系
媒体中に請求項１～１０のいずれか１項記載の樹脂粒子を含有させたことを特徴とするト
ナー。
【請求項１４】
　前記トナーの平均円形度が０．９５０から０．９９０を特徴とする請求項１１～１３の
いずれか１項記載のトナー
【請求項１５】
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　前記トナーの比表面積が０．５ｍ２／ｇから４．０ｍ２／ｇを特徴とする請求項１１～
１４のいずれか１項記載のトナー。
【請求項１６】
　前記結着樹脂がポリエステル系樹脂を含むことを特徴とする請求項１１～１５のいずれ
か１項記載のトナー。
【請求項１７】
　前記トナー材料は、活性水素基含有化合物及び該化合物と反応可能な変性ポリエステル
樹脂を含むことを特徴とする請求項１１～１６のいずれか１項記載のトナー。
【請求項１８】
　電子写真感光体を帯電手段により帯電させる帯電工程と、前記帯電された電子写真感光
体上に露光手段により静電潜像を形成する露光工程と、前記静電潜像を形成された電子写
真感光体上にトナーを含む現像手段によりトナー像を形成する現像工程と、前記電子写真
感光体上に形成されたトナー像を一次転写手段により中間転写体上に転写する一次転写工
程と、前記中間転写体上に転写されたトナー像を二次転写手段により記録材上に転写する
二次転写工程と、前記記録材上に転写されたトナー像を熱及び圧力定着部材を含む定着手
段により記録材上に定着させる定着工程と、前記一次転写手段によりトナー像を中間転写
体上に転写した電子写真感光体の表面に付着している転写残トナーをクリーニング手段に
よりクリーニングするクリーニング工程とを備え、前記現像工程におけるトナーが請求項
１１～１７のいずれか１項記載のトナーであることを特徴とするフルカラー画像形成方法
。
【請求項１９】
　前記二次転写工程において、トナー像の記録材への転写の線速度は３００～１０００ｍ
ｍ／ｓｅｃであり、二次転写手段のニップ部での転写時間は０．５～２０ｍｓｅｃである
ことを特徴とする請求項１８記載のフルカラー画像形成方法。
【請求項２０】
　タンデム方式の電子写真画像形成プロセスを採用したことを特徴とする請求項１８又は
１９記載のフルカラー画像形成方法。
【請求項２１】
　電子写真感光体と、前記電子写真感光体を帯電させる帯電手段と、前記帯電された電子
写真感光体上に静電潜像を形成する露光手段と、前記電子写真感光体上に形成された静電
潜像をトナーによりトナー像とする現像手段と、前記電子写真感光体上に形成されたトナ
ー像を中間転写体を介して又は介さずに記録材上に転写する転写手段と、前記記録材上に
転写されたトナー像を熱及び圧力定着部材により記録材上に定着させる定着手段定着工程
と、前記転写手段によりトナー像を中間転写体又は記録材上に転写した後の電子写真感光
体表面に付着している転写残トナーをクリーニングするクリーニング手段とを備えた画像
形成装置において用いられるプロセスカートリッジであって、少なくとも前記電子写真感
光体、及び請求項１１～１７のいずれか１項記載のトナーを備えた前記現像手段を、一体
に支持して画像形成装置本体に着脱自在としたことを特徴とするプロセスカートリッジ。
【請求項２２】
　前記帯電手段、前記転写手段及び前記クリーニング手段から選ばれる少なくとも一つの
手段をさらに含むことを特徴とする請求項２１記載のプロセスカートリッジ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、樹脂粒子、トナー並びにこれを用いた画像形成方法及びプロセスカートリッ
ジに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、電子写真方式の画像形成技術分野では、高速の画像形成が可能で、しかも画像品
位の高いカラー画像形成装置の開発競争が激化している。このため、フルカラー画像を高
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速で得るために、画像形成方法において複数の電子写真感光体を直列に並べ、それぞれの
電子写真感光体において各色成分ごとの画像を形成し、中間転写体上で重ね合わせて記録
材上へ一括転写するいわゆるタンデム方式が多く採用されてきている（例えば、特許文献
１、特許文献２）。中間転写体を用いた場合には、現像時に電子写真感光体上に地肌汚れ
が発生したときには、直接紙などの記録材に地肌汚れが転移することを防止する効果はあ
るが、中間転写体を用いる方式は、電子写真感光体から中間転写体への転写工程（一次転
写）と、中間転写体から最終画像を得る記録材上への転写工程（二次転写）という２回に
わたる転写工程を経るため転写効率が低下する。
【０００３】
　一方、上記のような問題に加え、より高画質のフルカラー画像形成が要求されており、
高画質化への現像剤設計がなされてきている。高画質化、特にフルカラー画質への要求に
対応するために、トナーとしてはますます小粒径化が進み、潜像を忠実に再現することが
検討されている。この小粒径化に対しては、トナーを所望のトナー形状及び表面構造に制
御することを可能とする手段として、重合法によるトナー製造方法が提案されている。（
例えば、特許文献３、特許文献４）。重合法トナーでは、トナー粒子の粒径制御に加えて
形状制御も可能である。また、これと併せて粒径を小さくすることにより、ドットや細線
の再現性が良くなり、パイルハイト（画像層厚）も低くすることが可能となり、より高画
質化が期待できる。
【０００４】
　しかしながら、小粒径トナーを用いた場合には、トナー粒子と電子写真感光体、又はト
ナー粒子と中間転写体との非静電的付着力が増加するため、転写効率がさらに低下し易い
。このため、高速のフルカラー画像形成装置において小粒径トナーを使用した場合には、
特に二次転写での転写効率の低下が顕著となる。その理由は、トナー小粒径化によりトナ
ー１粒子あたりの中間転写体との非静電的付着力が増加している上に、二次転写では複数
色のトナーが重ねあった状態で存在していることと、高速化に伴い二次転写のニップ部に
おいてトナー粒子が転写電界を受ける時間が短くなるため、より転写されにくい条件とな
るためである。
【０００５】
　上記問題点に対処するためには、二次転写の転写電界をさらに強くすることが考えられ
るが、転写電界を強くしすぎるとかえって転写効率が低下してしまい限界がある。また、
二次転写のニップ部の幅を広くすることでトナー粒子が転写電界を受ける時間を長くする
ことが考えられるが、バイアスローラ等による接触式の電圧印加方式の場合は、ニップ幅
を広くするにはバイアスローラの当接圧力を高くするか、あるいは、バイアスローラのロ
ーラ径を大きくするかの何れかの方法しかない。当接圧力を高くするのは画像品質との関
係から、ローラ径を大きくするのは装置の小型化との関係から、それぞれ限界がある。ま
た、チャージャ等による非接触式の電圧印加方式の場合は、チャージャの数を増やすなど
して二次転写のニップ幅を稼がなければならないため、やはり限界がある。そのため、特
に高速機では、これ以上の転写効率を得るまでニップ幅を拡げることは実質的には不可能
であると言える。
【０００６】
　これに対し、トナー粒子と電子写真感光体、又はトナー粒子と中間転写体との非静電的
付着力を低減する手段として、添加剤の種類や添加量を調整する（特に粒径の大きい添加
剤を添加する）方法が提案されている（例えば、特許文献５、特許文献６）。この方法に
より、トナー粒子は非静電的付着力低減効果を得て転写効率を向上させることが可能とな
るとともに、現像の安定性、クリーニングの向上といった効果も得ることが可能となる。
【特許文献１】特開平０７－２０９９５２号公報
【特許文献２】特開２０００－０７５５５１号公報
【特許文献３】特許第３６４０９１８号公報
【特許文献４】特開平０６－２５０４３９号公報
【特許文献５】特開２００１－０６６８２０号公報
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【特許文献６】特許第３６９２８２９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上述のトナー粒子は、初期的には、画像形成装置の転写効率を向上させることが可能と
なる。しかしながら、画像形成装置の現像装置内でトナーが長期間攪拌等の機械的ストレ
スを受けていると、添加剤がトナー母体中に埋没してしまい、添加剤による付着力低減効
果が発揮されなくなり、画像形成装置の転写効率が低下してしまう。特に高速機の場合、
現像装置内での攪拌が激しいため、この機械的ストレスが大きく、添加剤のトナー母体中
への埋没が加速され易い。このため、比較的早い段階で転写効率の低下に繋がることが想
定される。
【０００８】
　このため、高速機において長期に渡り安定して高い転写効率を維持するためには、機械
的ストレスを受けても添加剤がトナー母体中に埋没することなく表面に存在できるように
トナーの表面性（機械強度）を制御する必要がある。さらに、トナーの表面性（機械強度
）を強く（硬く）しすぎると、定着時にトナーの溶融を阻害したり、ワックス等の離型剤
が含有されたトナーの場合には、定着時の定着ローラに対する離型剤の染み出しが不十分
となり、定着性が悪化してしまうという副作用にも注意が必要である。
【０００９】
　本発明の目的は、上記課題を踏まえ、上記トナーへの添加剤として有用な樹脂粒子を提
供すること、高速のフルカラー画像形成方法において、転写効率を向上させ、各々の転写
時に画像欠陥をなくし長期的に再現性の良い画像を出力するトナーの製造方法、及び前記
トナーを用いたフルカラー画像形成方法、プロセスカートリッジを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題を解決するため本発明者等は、以下の発明を完成させた。
（１）　下記式（Ｉ）で示されるシルセスキオキサン（ａ）を含む付加重合性単量体を重
合させるか、または該シルセスキオキサン（ａ）と付加重合性単量体（ｂ）とを共重合体
させて得られる、体積平均粒径１０～５００ｎｍの樹脂粒子。
【化１】

［式（Ｉ）において、Ｒ1～Ｒ7は水素、炭素数１～４０のアルキル、置換または非置換の
アリール、および置換または非置換のアリールアルキルからなる群からそれぞれ独立して
選択される基である；このアルキルにおいて、任意の水素はフッ素で置き換えられてもよ
く、任意の－ＣＨ２－は－Ｏ－、－ＣＨ＝ＣＨ－、シクロアルキレンまたはシクロアルケ
ニレンで置き換えられてもよい；このアリールアルキル中のアルキレンにおいて、任意の
水素はフッ素で置き換えられてもよく、任意の－ＣＨ２－は－Ｏ－または－ＣＨ＝ＣＨ－
で置き換えられてもよい；そして、Ａ１は付加重合性官能基である。］
（２）前記式（Ｉ）においてＲ1～Ｒ7はそれぞれ独立して、任意のメチレンが酸素で置き
換えられていてもよい、炭素数１～２０のフルオロアルキル；少なくとも１つの水素がフ



(7) JP 2010-77183 A 2010.4.8

10

20

30

40

50

ッ素もしくはトリフルオロメチルで置き換えられた、炭素数６～２０のフルオロアリール
；またはアリール中の少なくとも１つの水素がフッ素もしくはトリフルオロメチルで置き
換えられた、炭素数７～２０のフルオロアリールアルキルを示すことを特徴とする、（１
）記載の樹脂粒子。
（３）式（Ｉ）におけるＲ1～Ｒ7がそれぞれ独立して、エチル、イソブチル、イソオクチ
ル、フェニル、シクロペンチル、シクロヘキシル、３,３,３-トリフルオロプロピル、３,
３,４,４,４-ペンタフルオロブチル、３,３,４,４,５,５,６,６,６-ノナフルオロヘキシ
ル、トリデカフルオロ-１,１,２,２-テトラヒドロオクチル、ヘプタデカフルオロ-１,１,
２,２-テトラヒドロデシル、ヘンイコサフルオロ-１,１,２,２-テトラヒドロドデシル、
ペンタコサフルオロ-１,１,２,２-テトラヒドロテトラデシル、（３-ヘプタフルオロイソ
プロポキシ）プロピル、ペンタフルオロフェニルプロピル、ペンタフルオロフェニル、ま
たはα,α,α-トリフルオロメチルフェニルを示すことを特徴とする、（１）又は（２）
記載の樹脂粒子。
（４）式（Ｉ）におけるＡ1が、ラジカル重合性官能基を示すことを特徴とする、（１）
～（３）のいずれか一項記載の樹脂粒子。
（５）式（Ｉ）におけるＡ1が、（メタ）アクリルまたはスチリルを含むことを特徴とす
る、（１）～（４）のいずれか一項に記載の樹脂粒子。
（６）式（Ｉ）におけるＡ1が、下記式（II）または（III）で示されるいずれかであるこ
とを特徴とする、（５）記載の樹脂粒子。
【化２】

［式（II）において、Ｙ1が炭素数２～１０のアルキレンを示し、Ｘが水素または炭素数
１～５のアルキルまたは炭素数６～１０のアリールを示し、式（III）において、Ｙ2が単
結合または炭素数１～１０のアルキレンを示す。］
（７）式（II）において、Ｙ1が炭素数２～６のアルキレンを示し、Ｘが水素または炭素
数１～３のアルキルを示し、式（III）において、Ｙ2が単結合または炭素数１～６のアル
キレンを示す、（６）記載の樹脂粒子。
（８）式（II）において、Ｙ1がプロピレンを示し、Ｘは水素またはメチルを示し、式（I
II）において、Ｙ2が単結合またはエチレンを示す、（７）記載の樹脂粒子。
（９）付加重合性単量体（ｂ）が、（メタ）アクリル酸化合物またはスチレン化合物であ
る、（１）～（８）のいずれか一項記載の樹脂粒子。
（１０）前記樹脂粒子が、スチレン重合体、アクリル酸エステル重合体、又はメタクリル
酸エステル重合体を含む架橋樹脂の微粒子であることを特徴とする（１）～（９）のいず
れか１項記載の樹脂粒子。
（１１）少なくとも結着樹脂と着色剤とを含むトナー材料を有機溶媒に溶解又は分散して
トナー材料の溶解又は分散液を作成する工程と、前記トナー材料の溶解又は分散液を水系
媒体中に添加して乳化乃至分散させて乳化乃至分散液を作成する工程と、前記乳化乃至分
散液から有機溶媒を除去する工程とによって製造されるトナーであって、前記乳化乃至分
散液を作成する工程または乳化乃至分散液から有機溶媒を除去する工程において、水系媒
体中に、（１）～（１０）のいずれか１項記載の樹脂粒子を含有させたことを特徴とする
トナー。
（１２）少なくと結着樹脂と着色剤とを含むトナー材料を重合性単量体に溶解又は分散し
てトナー材料の溶解又は分散液を作成する工程と、前記トナー材料の溶解又は分散液を水
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系媒体中に添加して乳化分散させて乳化分散液を作成する工程と、得られた乳化分散液を
重合する工程とによって製造されるトナーであって、前記乳化分散液を作成する工程また
は乳化分散液を重合する工程において、水系媒体中に、（１）～（１０）のいずれか１項
記載の樹脂粒子を含有させたことを特徴とするトナー。
（１３）少なくとも結着樹脂と着色剤とを含むトナー材料を水系媒体中で分散してトナー
材料の分散液を得る工程と、該分散物を水系媒体中で凝集させる工程と、凝集物を加熱融
着させる工程によって製造されるトナーであって、前記凝集工程又は加熱融着工程におい
て水系媒体中に（１）～（１０）のいずれか１項記載の樹脂粒子を含有させたことを特徴
とするトナー。
（１４）前記トナーの平均円形度が０．９５０から０．９９０を特徴とする（１１）～（
１３）のいずれか１項記載のトナー。
（１５）前記トナーの比表面積が０．５ ｍ２／ｇから４．０ｍ２／ｇを特徴とする（１
１）～（１４）のいずれか１項記載のトナー。
（１６）前記結着樹脂がポリエステル系樹脂を含むことを特徴とする（１１）～（１５）
のいずれか１項記載のトナー。
（１７）前記トナー材料は、活性水素基含有化合物及び該化合物と反応可能な変性ポリエ
ステル樹脂を含むことを特徴とする（１１）～（１６）のいずれか１項記載のトナー。
（１８）電子写真感光体を帯電手段により帯電させる帯電工程と、前記帯電された電子写
真感光体上に露光手段により静電潜像を形成する露光工程と、前記静電潜像を形成された
電子写真感光体上にトナーを含む現像手段によりトナー像を形成する現像工程と、前記電
子写真感光体上に形成されたトナー像を一次転写手段により中間転写体上に転写する一次
転写工程と、前記中間転写体上に転写されたトナー像を二次転写手段により記録材上に転
写する二次転写工程と、前記記録材上に転写されたトナー像を熱及び圧力定着部材を含む
定着手段により記録材上に定着させる定着工程と、前記一次転写手段によりトナー像を中
間転写体上に転写した電子写真感光体の表面に付着している転写残トナーをクリーニング
手段によりクリーニングするクリーニング工程とを備え、前記現像工程におけるトナーが
（１１）～（１７）のいずれか１項記載のトナーであることを特徴とするフルカラー画像
形成方法。
（１９）前記二次転写工程において、トナー像の記録材への転写の線速度は３００～１０
００ｍｍ／ｓｅｃであり、二次転写手段のニップ部での転写時間は０．５～２０ｍｓｅｃ
であることを特徴とする（１８）記載のフルカラー画像形成方法。
（２０）タンデム方式の電子写真画像形成プロセスを採用したことを特徴とする（１８）
又は（１９）記載のフルカラー画像形成方法。
（２１）電子写真感光体と、前記電子写真感光体を帯電させる帯電手段と、前記帯電され
た電子写真感光体上に静電潜像を形成する露光手段と、前記電子写真感光体上に形成され
た静電潜像をトナーによりトナー像とする現像手段と、前記電子写真感光体上に形成され
たトナー像を中間転写体を介して又は介さずに記録材上に転写する転写手段と、前記記録
材上に転写されたトナー像を熱及び圧力定着部材により記録材上に定着させる定着手段定
着工程と、前記転写手段によりトナー像を中間転写体又は記録材上に転写した後の電子写
真感光体表面に付着している転写残トナーをクリーニングするクリーニング手段とを備え
た画像形成装置において用いられるプロセスカートリッジであって、少なくとも前記電子
写真感光体、及び（１１）～（１７）のいずれか１項記載のトナーを備えた前記現像手段
を、一体に支持して画像形成装置本体に着脱自在としたことを特徴とするプロセスカート
リッジ。
（２２）前記帯電手段、前記転写手段及び前記クリーニング手段から選ばれる少なくとも
一つの手段をさらに含むことを特徴とする（２１）記載のプロセスカートリッジ。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、高速のフルカラー画像形成方法において、転写効率を向上させ、各々
の転写時に画像欠陥をなくし長期的に再現性の良い画像を出力するトナーの製造方法、こ
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れらの性能を付与するために、トナーへ添加する樹脂粒子を提供すること、及び前記トナ
ーを用いたフルカラー画像形成方法、プロセスカートリッジを提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　本発明を実施するための最良の形態を必要に応じて図面を参照にして説明する。なお、
いわゆる当業者は上記に示した本発明の態様について適宜変更・修正をして他の実施形態
をなすことは容易であり、これらの変更・修正は本発明に含まれるものであり、以下の説
明はこの発明の好ましい実施形態における例であって、本発明を限定するものではない。
【００１３】
＜樹脂粒子＞
　本発明の樹脂粒子は、付加重合性官能基を有するシルセスキオキサン（ａ）を含む付加
重合体を重合または付加重合性官能基を有するシルセスキオキサン（ａ）と付加重合性単
量体（ｂ）との共重合体であり、その体積平均粒径は１０～５００ｎｍである。
【００１４】
＜シルセスキオキサン（ａ）＞
【化１】

　式（Ｉ）で示される付加重合性官能基を有するシルセスキオキサン（ａ）は、その分子
構造にシルセスキオキサン骨格を有する。シルセスキオキサンとは、［（Ｒ-ＳｉＯ1.5）

n］で示される（ここで、Ｒは任意の置換基であり、式（Ｉ）においては、Ｒ１、Ｒ２、
Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７、Ａ１を示す）ポリシロキサンの総称である。このシルセ
スキオキサンの構造は、そのＳｉ-Ｏ-Ｓｉ骨格に応じて、一般的にランダム構造、ラダー
構造、カゴ構造に分類される。さらに、カゴ構造はＴ8、Ｔ10、Ｔ12型などに分類される
。その中で、本発明に使用されるシルセスキオキサン（ａ）は、好ましくはＴ8型［（Ｒ-
ＳｉＯ1.5）8］のカゴ構造を有する。
【００１５】
　上記のシルセスキオキサン（ａ）は、少なくとも１つの付加重合性官能基を有すること
を特徴とする。すなわち、シルセスキオキサン［（Ｒ－ＳｉＯ1.5）n］のＲのうちの１つ
が付加重合性官能基Ａ１である。
【００１６】
　上記の付加重合性官能基の例としては、末端オレフィン型または内部オレフィン型のラ
ジカル重合性官能基を有する基；ビニルエーテル、プロペニルエーテルなどのカチオン重
合性官能基を有する基；およびビニルカルボキシル、シアノアクリロイルなどのアニオン
重合性官能基を有する基が含まれるが、好ましくはラジカル重合性官能基が挙げられる。
【００１７】
　上記のラジカル重合性官能基には、ラジカル重合する基であれば特に制限はなく、例え
ばメタクリロイル、アクリロイル、アリル、スチリル、α-メチルスチリル、ビニル、ビ
ニルエーテル、ビニルエステル、アクリルアミド、メタクリルアミド、Ｎ-ビニルアミド
、マレイン酸エステル、フマル酸エステル、Ｎ-置換マレイミドなどが含まれ、中でも（
メタ）アクリルまたはスチリルを含む基が好ましい。ここに（メタ）アクリルとは、アク
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リルおよびメタクリルの総称であり、アクリル及び／又はメタクリルを意味する。以下、
同様とする。
【００１８】
　上記の（メタ）アクリルを有するラジカル重合性官能基の例には、以下の式（II）に示
される基が含まれる。式（II）においてＹ1は、炭素数２～１０のアルキレン、好ま
しくは炭素数２～６のアルキレン、さらに好ましくは炭素数３のアルキレンであるプロピ
レンを示す。またＸは、水素または炭素数１～３のアルキルを示し、好ましくは水素また
はメチルを示す。
【００１９】
　また、上記のスチリルを有するラジカル重合性官能基の例には、以下の式（III）に示
される基が含まれる。式（III）においてＹ2は、単結合または炭素数１～１０のアルキレ
ン、好ましくは単結合または炭素数１～６のアルキレン、より好ましくは単結合または炭
素数２のアルキレンであるエチレンを示す。またビニルは、ベンゼン環のいずれかの炭素
に結合しており、好ましくはＹ2に対してパラ位の炭素に結合している。
【００２０】
【化２】

【００２１】
　前記のシルセスキオキサン（ａ）は、水素、アルキル、置換または非置換のアリールお
よび置換または非置換のアリールアルキルからなる群から、それぞれ独立して選択される
基を有する。
【００２２】
　前記Ｒ１～Ｒ７がアルキルであるとき、その炭素数は１～４０である。好ましい炭素数
は１～３０である。より好ましい炭素数は１～８である。そして、その任意の水素はフッ
素で置き換えられてもよく、任意の－ＣＨ２－は－Ｏ－、－ＣＨ＝ＣＨ－、シクロアルキ
レンまたはシクロアルケニレンで置き換えられてもよい。このようなアルキルの好ましい
例は、炭素数１～３０の非置換のアルキル、炭素数２～３０のアルコキシアルキル、炭素
数１～８のアルキルにおいて１つの－ＣＨ２－がシクロアルキレンで置き換えられた基、
炭素数２～２０のアルケニル、炭素数２～２０のアルケニルオキシアルキル、炭素数２～
２０のアルキルオキシアルケニル、炭素数１～８のアルキルにおいて１つの－ＣＨ２－が
シクロアルケニレンで置き換えられた基、ここに挙げたこれらの基において任意の水素が
フッ素で置き換えられた基などである。シクロアルキレンおよびシクロアルケニレンの好
ましい炭素数は、３～８である。
【００２３】
　前記Ｒ１～Ｒ７が置換または非置換のアリールである場合の例は、任意の水素がハロゲ
ンまたは炭素数１～１０のアルキルで置き換えられてもよいフェニル、および非置換のナ
フチルである。ハロゲンの好ましい例は、フッ素、塩素および臭素である。炭素数１～１
０のアルキルにおいては、任意の水素はフッ素で置き換えられてもよく、任意の－ＣＨ２

－は－Ｏ－、－ＣＨ＝ＣＨ－、またはフェニレンで置き換えられてもよい。即ち、Ｒ１～
Ｒ７が置換または非置換のアリールである場合の好ましい例は、非置換のフェニル、非置
換のナフチル、アルキルフェニル、アルキルオキシフェニル、アルケニルフェニル、炭素
数１～１０のアルキルにおいて任意の－ＣＨ２－がフェニレンで置き換えられた基を置換
基として有するフェニル、これらの基において任意の水素がハロゲンで置き換えられた基
などである。
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【００２４】
　前記Ｒ１～Ｒ７が置換または非置換のアリールアルキルである場合の例を挙げる。アリ
ールアルキルのアルキレンにおいて、任意の水素はフッ素で置き換えられてもよく、任意
の－ＣＨ２－は－Ｏ－または－ＣＨ＝ＣＨ－で置き換えられてもよい。アリールアルキル
の好ましい例はフェニルアルキルである。このとき、アルキレンの好ましい炭素数は１～
１２であり、より好ましい炭素数は１～８である。
【００２５】
　さらに前記Ｒ１～Ｒ７は、少なくとも１つのフルオロアルキル、フルオロアリールアル
キル、又はフルオロアリールを有することが好ましい。すなわち、シルセスキオキサン［
（Ｒ－ＳｉＯ1.5）n］のＲの１つ以上、より好ましくは前記の付加重合性官能基以外のＲ
がすべてフルオロアルキル、フルオロアリールアルキル及び／又はフルオロアリールであ
る。
【００２６】
　上記のフルオロアルキルは、直鎖状または分岐鎖状のいずれでもよい。このフルオロア
ルキルの炭素数は１～２０であり、好ましくは３～１４である。さらに、このフルオロア
ルキルの任意のメチレンが酸素で置き換えられていてもよい。ここでメチレンとは、-Ｃ
Ｈ2-、-ＣＦＨ-または-ＣＦ2-を含む。つまり、「任意のメチレンが酸素で置き換えられ
てもよい」とは、-ＣＨ2-、-ＣＦＨ-または-ＣＦ2-が-Ｏ-で置き換えられてもよいことを
意味する。ただし、フルオロアルキルにおいて、２つの酸素が結合（-Ｏ-Ｏ-）している
ことはない。すなわちフルオロアルキルはエーテル結合を有していてもよい。また、好ま
しいフルオロアルキルにおいては、Ｓｉに隣接するメチレンは酸素で置き換えられること
はなく、Ｓｉとは反対側の末端はＣＦ3である。さらに、－ＣＨ2－または－ＣＦＨ－が酸
素で置き換えられるよりは、－ＣＦ2－が酸素で置き換えられる方が好ましい。かかるフ
ルオロアルキルの好ましい具体例には、３,３,３-トリフルオロプロピル、３,３,４,４,
４-ペンタフルオロブチル、３,３,４,４,５,５,６,６,６-ノナフルオロヘキシル、トリデ
カフルオロ-１,１,２,２-テトラヒドロオクチル、ヘプタデカフルオロ-１,１,２,２-テト
ラヒドロドデシル、ヘンイコサフルオロ-１,１,２,２-テトラヒドロドデシル、ペンタコ
サフルオロ-１,１,２,２-テトラヒドロテトラデシル、（３-ヘプタフルオロイソプロポキ
シ）プロピルなどが含まれる。中でも、パーフルオロアルキルエチルが好ましく例示され
る。
【００２７】
　前記のフルオロアリールアルキルは、フッ素を含有するアリールを含むアルキルであっ
て、その炭素数が７～２０であるのが好ましく、さらに７～１０がより好ましい。含まれ
るフッ素はアリール中の任意の１または２以上の水素が、フッ素またはトリフルオロメチ
ルとして置き換えられたものが好ましい。アリール部分の例にはフェニル、ナフチルなど
のほか、ヘテロアリールも含まれ、アルキル部分の例には、メチル、エチルおよびプロピ
ルなどが含まれる。
【００２８】
　また、前記のフルオロアリールは、アリール中の任意の１または２以上の水素が、フッ
素またはトリフルオロメチルで置き換えられているものであり、その炭素数は６～２０で
あることが好ましく、より好ましくは６である。かかるアリールの例にはフェニル、ナフ
チルなどのほか、ヘテロアリールも含まれる。具体的にはペンタフルオロフェニルなどの
フルオロフェニルや、トリフルオロメチルフェニルが挙げられる。
【００２９】
　シルセスキオキサン（ａ）に含まれる前記のフルオロアルキル、フルオロアリールアル
キル、またはフルオロアリールのうち、好ましい基はフルオロアルキルであり、より好ま
しくはパーフルオロアルキルエチルであり、さらに好ましくは３,３,３-トリフ
ルオロプロピルまたは３,３,４,４,５,５,６,６,６-ノナフルオロヘキシルである。
【００３０】
　前述の通り、好ましいシルセスキオキサン（ａ）は、Ｔ8型の構造を有し、１つの付加



(12) JP 2010-77183 A 2010.4.8

10

20

30

40

50

重合性官能基を有し、かつ１つまたは２つ以上のフルオロアルキル、フルオロアリールア
ルキル及び／又はフルオロアリールを有し、構造式（Ｉ）で表わされる。
【００３１】
　上記の式（Ｉ）において、Ａ1は前述のラジカル重合性官能基であることが好ましく、
Ｒ1～Ｒ7はそれぞれ独立して、前述のフルオロアルキル、フルオロアリールアルキル、ま
たはフルオロアリールであることが好ましい。Ｒ1～Ｒ7は、それぞれ相違する基であって
も、すべて同一の基であってもよい。
【００３２】
　また、上記の式（Ｉ）において、Ｒ1～Ｒ7がフルオロアルキル、フルオロアリールアル
キル、またはフルオロアリール以外の例としては、メタクリルイソブチルＰＯＳＳ（ＭＡ
０７０２、Hybrid Plastics社製）、メタクリルエチルＰＯＳＳ（ＭＡ０７１７、Hybrid 
Plastics社製）、メタクリレートシクロヘキシルＰＯＳＳ（ＭＡ０７０３、Hybrid Plast
ics社製）、メタクリルイソオクチルＰＯＳＳ（ＭＡ０７１９、Hybrid Plastics社製）、
メタクリルフェニルＰＯＳＳ（ＭＡ０７３４、Hybrid Plastics社製）、メタクリルキシ
プロピルヘプタシクロペンチル-Ｔ８-シルセスキオキサン（ＳＩＭ６４８６．６、Gelest
社製）などのシルセスキオキサンも含まれる。
【００３３】
＜付加重合性単量体（ｂ）＞
　樹脂粒子においては、前記のシルセスキオキサン（ａ）に加え、必要に応じて前記付加
重合性単量体（ｂ）も併用することができる。
【００３４】
　前記付加重合性単量体（ｂ）としては、１つの付加重合性二重結合を有する（メタ）ア
クリル酸誘導体及び１つの付加重合性二重結合を有するスチレン誘導体が挙げられる。
　かかる（メタ）アクリル酸化合物の具体例には、メチル（メタ）アクリレート、エチル
（メタ）アクリレート、ｎ－プロピル（メタ）アクリレート、イソプロピル（メタ）アク
リレート、ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチル
（メタ）アクリレート、ｎ－ペンチル（メタ）アクリレート、ｎ－ヘキシル（メタ）アク
リレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、ｎ－ヘプチル（メタ）アクリレート、
ｎ－オクチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ノニル
（メタ）アクリレート、デシル（メタ）アクリレート、ドデシル（メタ）アクリレート、
ステアリル（メタ）アクリレートなどのアルキル（メタ）アクリレート；フェニル（メタ
）アクリレート、トルイル（メタ）アクリレートなどのアリール（メタ）アクリレート；
ベンジル（メタ）アクリレートなどのアリールアルキル（メタ）アクリレート；２-メト
キシエチル（メタ）アクリレート、３-メトキシプロピル（メタ）アクリレート、３-メト
キシブチル（メタ）アクリレートなどのアルコキシアルキル（メタ）アクリレート；（メ
タ）アクリル酸のエチレンオキサイド付加物；などが含まれる。
【００３５】
　さらに、１つの付加重合性二重結合を有する（メタ）アクリル酸化合物の例には、シル
セスキオキサン骨格を有する（メタ）アクリル酸化合物がある。かかるシルセスキオキサ
ン骨格を有する（メタ）アクリル酸化合物の具体例には、３-（３,５,７,９,１１,１３,
１５-ヘプタエチルペンタシクロ［９．５．１．１3,9.１5,15．１7,13］オクタシロキサ
ン-１-イル）プロピル（メタ）アクリレート、３-（３,５,７,９,１１,１３,１５-ヘプタ
イソブチル-ペンタシクロ［９．５．１．１3,9．１5,15．１7,13］オクタシロキサン-１-
イル）プロピル（メタ）アクリレート、３-（３,５,７,９,１１,１３,１５-ヘプタイソオ
クチルペンタシクロ［９．５．１．１3,9．１5,15．１7,13］オクタシロキサン-１-イル
）プロピル（メタ）アクリレート、３-（３,５,７,９,１１,１３,１５-ヘプタシクロペン
チルペンタシクロ［９．５．１．１3,9．１5,15．１7,13］オクタシロキサン-１-イル）
プロピル（メタ）アクリレート、３-（３,５,７,９,１１,１３,１５-ヘプタフェニルペン
タシクロ［９．５．１．１3,9．１5,15．１7,13］オクタシロキサン-１-イル）プロピル
（メタ）アクリレート、３-［（３,５,７,９,１１,１３,１５-ヘプタエチルペンタシクロ
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［９．５．１．１3,9．１5,15．１7,13］オクタシロキサン-１-イルオキシ）ジメチルシ
リル］プロピル（メタ）アクリレート、３-［（３,５,７,９,１１,１３,１５-ヘプタイソ
ブチルペンタシクロ［９．５．１．１3,9．１5,15．１7,13］オクタシロキサン-１-イル
オキシ）ジメチルシリル］プロピル（メタ）アクリレート、３-［（３,５,７,９,１１,１
３,１５-ヘプタイソオクチルペンタシクロ［９．５．１．１3,9．１5,15．１7,13］オク
タシロキサン-１-イルオキシ）ジメチルシリル］プロピル（メタ）アクリレート、３-［
（３,５,７,９,１１,１３,１５-ヘプタシクロペンチルペンタシクロ［９．５．１．１3,9

．１5,15．１7,13］オクタシロキサン-１-イルオキシ）ジメチルシリル］プロピル（メタ
）アクリレート、３-［（３,５,７,９,１１,１３,１５-ヘプタフェニルペンタシクロ［９
．５．１．１3,9．１5,15．１7,13］オクタシロキサン-１-イルオキシ）ジメチルシリル
］プロピル（メタ）アクリレートなどが含まれる。　
【００３６】
　また、前記（メタ）アクリル酸化合物は、フッ素を含んでもよい。
　フッ素原子を有する単量体としては、例えばフルオロアルキル（メタ）アクリレートお
よび含フッ素ポリエーテル化合物を挙げることができる。このようなフッ素原子を有する
付加重合性単量体としては、特開平１０－２５１３５２号公報、特開２００４－０４３６
７１号公報、特開２００４－１５５８４７号公報、特開２００５－０２９７４３号公報、
特開２００６－１１７７４２号公報、特開２００６－２９９０１６号公報および特開２０
０５－３５０５６０号公報等に開示された単量体を挙げることができる。
【００３７】
　フッ素を含んでもよい単量体としては、例えば、２，２，２－トリフルオロエチル（メ
タ）アクリレート、２，２，３，３－テトラフルオロ－ｎ－プロピル（メタ）アクリレー
ト、２，２，３，３－テトラフルオロ－ｔ－ペンチル（メタ）アクリレート、２，２，３
，４，４，４－ヘキサフルオロブチル（メタ）アクリレート、２，２，３，４，４，４－
ヘキサフルオロ－ｔ－ヘキシル（メタ）アクリレート、２，３，４，５，５，５－ヘキサ
フルオロ－２，４－ビス（トリフルオロメチル）ペンチル（メタ）アクリレート、２，２
，３，３，４，４－ヘキサフルオロブチル（メタ）アクリレート、２，２，２，２′，２
′，２′－ヘキサフルオロイソプロピル（メタ）アクリレート、２，２，３，３，４，４
，４－ヘプタフルオロブチル（メタ）アクリレート、２，２，３，３，４，４，５，５－
オクタフルオロペンチル（メタ）アクリレート、２，２，３，３，４，４，５，５，５－
ノナフルオロペンチル（メタ）アクリレート、２，２，３，３，４，４，５，５，６，６
，７，７－ドデカフルオロヘプチル（メタ）アクリレート、３，３，４，４，５，５，６
，６，７，７，８，８－ドデカフルオロオクチル（メタ）アクリレート、３，３，４，４
，５，５，６，６，７，７，８，８，８－トリデカフルオロオクチル（メタ）アクリレー
ト、２，２，３，３，４，４，５，５，６，６，７，７，７－トリデカフルオロヘプチル
（メタ）アクリレート、３，３，４，４，５，５，６，６，７，７，８，８，９，９，１
０，１０－ヘキサデカフルオロデシル（メタ）アクリレート、３，３，４，４，５，５，
６，６，７，７，８，８，９，９，１０，１０，１０－ヘプタデカフルオロデシル（メタ
）アクリレート、３，３，４，４，５，５，６，６，７，７，８，８，９，９，１０，１
０，１１，１１－オクタデカフルオロウンデシル（メタ）アクリレート、３，３，４，４
，５，５，６，６，７，７，８，８，９，９，１０，１０，１１，１１，１１－ノナデカ
フルオロウンデシル（メタ）アクリレート、３，３，４，４，５，５，６，６，７，７，
８，８，９，９，１０，１０，１１，１１，１２，１２－エイコサフルオロドデシル（メ
タ）アクリレートが挙げられる。
　含フッ素ポリエーテル化合物の具体例としては、１Ｈ，１Ｈ－パーフルオロ－３，６－
ジオキサヘプチル（メタ）アクリレート、１Ｈ，１Ｈ－パーフルオロ－３，６－ジオキサ
オクチル（メタ）アクリレート、１Ｈ，１Ｈ－パーフルオロ－３，６－ジオキサデカニル
（メタ）アクリレート、１Ｈ，１Ｈ－パーフルオロ－３，６，９－トリオキサデカニル（
メタ）アクリレート、１Ｈ，１Ｈ－パーフルオロ－３，６，９－トリオキサウンデカニル
（メタ）アクリレート、１Ｈ，１Ｈ－パーフルオロ－３，６，９－トリオキサトリデカニ
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ル（メタ）アクリレート、１Ｈ，１Ｈ－パーフルオロ－３，６，９，１２－テトラオキサ
トリデカニル（メタ）アクリレート、１Ｈ，１Ｈ－パーフルオロ－３，６，９，１２－テ
トラオキサテトラデカニル（メタ）アクリレート、１Ｈ，１Ｈ－パーフルオロ－３，６，
９，１２－テトラオキサヘキサデカニル（メタ）アクリレート、１Ｈ，１Ｈ－パーフルオ
ロ－３，６，９，１２，１５－ペンタオキサヘキサデカニル（メタ）アクリレート、１Ｈ
，１Ｈ－パーフルオロ－３，６，９，１２，１５－ペンタオキサヘプタデカニル（メタ）
アクリレート、１Ｈ，１Ｈ－パーフルオロ－３，６，９，１２，１５－ペンタオキサノナ
デカニル（メタ）アクリレート、１Ｈ，１Ｈ－パーフルオロ－３，６，９，１２，１５，
１８－ヘキサオキサイコサニル（メタ）アクリレート、１Ｈ，１Ｈ－パーフルオロ－３，
６，９，１２，１５，１８－ヘキサオキサドコサニル（メタ）アクリレート、１Ｈ，１Ｈ
－パーフルオロ－３，６，９，１２，１５，１８，２１－ヘプタオキサトリコサニル（メ
タ）アクリレート、１Ｈ，１Ｈ－パーフルオロ－３，６，９，１２，１５，１８，２１－
ヘプタオキサペンタコサニル（メタ）アクリレートを挙げることができる。
【００３８】
　このようなフッ素原子を有する付加重合性単量体は、例えば、水酸基を有するフッ素化
合物と、付加重合性官能基を有する酸ハロゲン化物と反応させて合成することができる。
水酸基を有するフッ素化合物としては、例えば（ＨＯ）Ｃ（ＣＦ3）2ＣＨ3、（ＨＯ）Ｃ
（ＣＦ3）2ＣＨ2ＣＨ3、（ＨＯ）Ｃ（ＣＦ3）2ＣＨ2Ｏ－ＣＨ2－基を有する化合物、（Ｈ
Ｏ）Ｃ（ＣＦ3）2ＣＨ2ＣＨ2Ｏ－ＣＨ3が挙げられる。これらの水酸基を有するフッ素化
合物は、合成して使用することもでき、例えば特開平１０－１４７６３９号公報に合成方
法が記載されている。
　また、フッ素原子を有する付加重合性単量体はExfluor Research Corporationより市販
されており、購入して使用することもできる。
【００３９】
　また、（メタ）アクリル酸化合物である単量体は、架橋性官能基を有する付加重合性単
量体であってもよい。このような、架橋性官能基を有する付加重合性単量体は、１つまた
は２つ以上の付加重合性二重結合を有する化合物であればよく、例えば、ビニル化合物、
ビニリデン化合物、ビニレン化合物のいずれでもよく、具体的には、（メタ）アクリル酸
誘導体またはスチレン誘導体などが例示される。上記の（メタ）アクリル酸誘導体の例に
は、（メタ）アクリル酸および（メタ）アクリル酸エステルの他、（メタ）アクリル酸ア
ミド、（メタ）アクリロニトリルなどが含まれる。 
【００４０】
　前記架橋性官能基は、本発明の重合体と他の成分とを含有する組成物としたときに、こ
の他の成分と架橋することができる官能基から選択することができる。このような単量体
は、１または２以上の架橋性官能基を有していてよい。かかる架橋性官能基の例には、グ
リシジル及びエポキシシクロヘキシル等のエポキシやオキセタニル等の環状エーテルを含
む一価の官能基、イソシアネート、酸無水物、カルボキシル、アミン、ハロゲン化アルキ
ル、チオール、シロキシならびにヒドロキシル等が含まれる。
【００４１】
　架橋性官能基を有する単量体としては、例えば、（メタ）アクリル酸、２-ヒドロキシ
エチル（メタ）アクリレート、２-ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレートなどのヒド
ロキシアルキル（メタ）アクリレート；グリシジル（メタ）アクリレートなどのエポキシ
含有（メタ）アクリレート；３,４-エポキシシクロヘキシルメチル（メタ）アクリレート
などの脂環式エポキシ含有（メタ）アクリレート；３-エチル-３-（メタ）アクリロイル
オキシメチルオキセタンなどのオキセタニル含有（メタ）アクリレート；２-（メタ）ア
クリロイルオキシエチルイソシアネート；γ-（メタクリロイルオキシプロピル）トリメ
トキシシラン；（メタ）アクリレート-２-アミノエチル、２-（２-ブロモプロピオニルオ
キシ）エチル（メタ）アクリレート、２-（２-ブロモイソブチリルオキシ）エチル（メタ
）アクリレート；１-（メタ）アクリロキシ-２-フェニル-２-（２,２,６,６-テトラメチ
ル-１-ピペリジニルオキシ）エタン、１-（４-（（４-（メタ）アクリロキシ）エトキシ
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エチル）フェニルエトキシ）ピペリジン、１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペ
リジル（メタ）アクリレート、２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル（メタ）
アクリレート；が挙げられる。
【００４２】
　スチレン誘導体の例として、１つの付加重合性二重結合を有するスチレン誘導体がある
。
　かかるスチレン化合物の具体例には、スチレン、ビニルトルエン、α-メチルスチレン
、ｐ-クロルスチレンが挙げられる。
【００４３】
　さらに、１つの付加重合性二重結合を有するスチレン化合物の例としては、さらに、シ
ルセスキオキサンを含むスチレン化合物が挙げられる。かかるシルセスキオキサンを含む
スチレン誘導体の例には、１-（４-ビニルフェニル）-３,５,７,９,１１,１３,１５-ヘプ
タエチルペンタシクロ［９．５．１．１3,9．１5,15．１7,13］オクタシロキサン、１-（
４-ビニルフェニル）-３,５,７,９,１１,１３,１５-ヘプタイソブチルペンタシクロ［９
．５．１．１3,9．１5,15．１7,13］オクタシロキサン、１-（４-ビニルフェニル）-３,
５,７,９,１１,１３,１５-ヘプタイソオクチルペンタシクロ［９．５．１．１3,9．１5,1

5．１7,13］オクタシロキサン、１-（４-ビニルフェニル）-３,５,７,９,１１,１３,１５
-ヘプタシクロペンチルペンタシクロ［９．５．１．１3,9．１5,15．１7,13］オクタシロ
キサン、および１-（４-ビニルフェニル）-３,５,７,９,１１,１３,１５-ヘプタフェニル
ペンタシクロ［９．５．１．１3,9．１5,15．１7,13］オクタシロキサンなどの、４-ビニ
ルフェニル基を有するオクタシロキサン（Ｔ8型シルセスキオキサン）；および、３-（３
,５,７,９,１１,１３,１５-ヘプタエチルペンタシクロ［９．５．１．１3,9．１5,15．１
7,13］オクタシロキサン-１-イル）エチルスチレン、３-（３,５,７,９,１１,１３,１５-
ヘプタイソブチルペンタシクロ［９．５．１．１3,9．１5,15．１7,13］オクタシロキサ
ン-１-イル）エチルスチレン、３-（３,５,７,９,１１,１３,１５-ヘプタイソオクチルペ
ンタシクロ［９．５．１．１3,9．１5,15．１7,13］オクタシロキサン-１-イル）エチル
スチレン、３-（３,５,７,９,１１,１３,１５-ヘプタシクロペンチルペンタシクロ［９．
５．１．１3,9．１5,15．１7,13］オクタオクタシロキサン-１-イル）エチルスチレン、
３-（３,５,７,９,１１,１３,１５-ヘプタフェニルペンタシクロ［９．５．１．１3,9．
１5,15．１7,13］オクタシロキサン-１-イル）エチルスチレン、３-（（３,５,７,９,１
１,１３,１５-ヘプタエチルペンタシクロ［９．５．１．１3,9．１5,15．１7,13］オクタ
シロキサン-１-イルオキシ）ジメチルシリル）エチルスチレン、３-（（３,５,７,９,１
１,１３,１５-ヘプタイソブチルペンタシクロ［９．５．１．１3,9．１5,15．１7,13］オ
クタシロキサン-１-イルオキシ）ジメチルシリル）エチルスチレン、３-（（３,５,７,９
,１１,１３,１５-ヘプタイソオクチルペンタシクロ［９．５．１．１3,9．１5,15．１7,1

3］オクタシロキサン-１-イルオキシ）ジメチルシリル）エチルスチレン、３-（（３,５,
７,９,１１,１３,１５-ヘプタシクロペンチルペンタシクロ［９．５．１．１3,9．１5,15

．１7,13］オクタシロキサン-１-イルオキシ）ジメチルシリル）エチルスチレン、および
３-（（３,５,７,９,１１,１３,１５-ヘプタフェニルペンタシクロ［９．５．１．１3,9

．１5,15．１7,13］オクタシロキサン-１-イルオキシ）ジメチルシリル）エチルスチレン
などの、４-ビニルフェニルエチル基を有するオクタシロキサン（Ｔ8型シルセスキオキサ
ン）；などが挙げられる。
【００４４】
　また、スチレン化合物である単量体は、フッ素を含んでもよい。フッ素原子を有する単
量体としては、例えばフルオロスチレンを挙げることができる。このようなフッ素原子を
有する付加重合性単量体としては、特開平１０－２５１３５２号公報、特開２００４－１
５５８４７号公報、および特開２００６－２９９０１６号公報等に開示された単量体を挙
げることができる。
【００４５】
　フッ素を含んでもよい単量体としては、例えば、ｐ－トリフルオロメチルスチレン、ｐ
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－ヘプタフルオロプロピルスチレン、ｐ－ペンタフルオロエチルスチレンなどのフルオロ
アルキルスチレンが挙げられる。
【００４６】
　このようなフッ素原子を有する付加重合性単量体は、（メタ）アクリル酸化合物である
単量体に記載されたように合成することも市場から入手することもできる。
【００４７】
　また、（メタ）アクリル酸化合物である単量体と同様に、スチレン化合物である単量体
は、架橋性官能基を有する付加重合性単量体であってもよい。
【００４８】
　架橋性官能基を有する単量体としては、例えば、ｏ-アミノスチレン、ｐ-スチレンクロ
ロスルホン酸、スチレンスルホン酸およびその塩、ビニルフェニルメチルジチオカルバメ
ート、２-（２-ブロモプロピオニルオキシ）スチレン、２-（２-ブロモイソブチリルオキ
シ）スチレン、１-(２-((４-ビニルフェニル)メトキシ)-１-フェニルエトキシ)-２,２,６
,６-テトラメチルピペリジンが挙げられる。さらに、スチレン誘導体には下記式に示され
る化合物が挙げられる。
【化３】

【００４９】
　さらに、前記付加重合性単量体（ｂ）として、スチレン、（メタ）アクリル酸エステル
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、シロキサン、及びアルキレンオキサイド、例えばエチレンオキサイド、プロピレンオキ
サイドなどから誘導された主鎖を有し、一つの重合性二重結合を有するマクロ単量体も例
示される。
　本発明で好ましく用いられる付加重合性単量体（ｂ）の例には、サイラプレーン　ＦＭ
０７１１（チッソ株式会社製）、サイラプレーン　ＦＭ０７２１（チッソ株式会社製）、
サイラプレーン　ＦＭ０７２５　（チッソ株式会社製）などオルガノポリシロキサンも含
まれる。
【００５０】
　付加重合性単量体（ｂ）の例には、二つの付加重合性二重結合を有する化合物も含まれ
る。二つの付加重合性二重結合を有する化合物の例には、１,３-ブタンジオール=ジ（メ
タ）アクリレート、１,４-ブタンジオール=ジ（メタ）アクリレート、１,６-ヘキサンジ
オール=ジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコール=ジ（メタ）アクリレート、ジ
エチレングリコール=ジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコール=ジ（メタ）アク
リレート、トリエチレングリコール=ジ（メタ）アクリレート、トリプロピレングリコー
ル=ジ（メタ）アクリレート、ヒドロキシピバリン酸エステルネオペンチルグリコール=ジ
（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパン=ジ（メタ）アクリレート、ビス〔（メ
タ）アクリロイルオキシエトキシ〕ビスフェノールＡ、ビス〔（メタ）アクリロイルオキ
シエトキシ〕テトラブロモビスフェノールＡ、ビス〔（メタ）アクロキシポリエトキシ〕
ビスフェノールＡ、１,３-ビス（ヒドロキシエチル）５,５-ジメチルヒダントイン、３-
メチルペンタンジオール=ジ（メタ）アクリレート、ヒドロキシピバリン酸エステルネオ
ペンチルグリコール化合物のジ（メタ）アクリレートおよびビス〔（メタ）アクリロイル
オキシプロピル〕テトラメチルジシロキサン等のジ（メタ）アクリレート系単量体、ジビ
ニルベンゼンが挙げられる。
【００５１】
　付加重合性単量体（ｂ）の例には、付加重合性二重結合を三つ以上有する化合物も含ま
れる。三つの付加重合性二重結合を有する化合物の例には、トリメチロールプロパン=ト
リ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトール=トリ（メタ）アクリレート、ペンタエ
リスリトール=テトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトール=モノヒドロキシペ
ンタ（メタ）アクリレート、トリス（２-ヒドロキシエチルイソシアネート）=トリ（メタ
）アクリレート、トリス（ジエチレングリコール）トリメレート=トリ（メタ）アクリレ
ート、３,７,１４-トリス［（（（メタ）アクリロイルオキシプロピル）ジメチルシロキ
シ）］-１,３,５,７,９,１１,１４-ヘプタエチルトリシクロ［７．３．３．１5,11］ヘプ
タシロキサン、３,７,１４-トリス［（（（メタ）アクリロイルオキシプロピル）ジメチ
ルシロキシ）］-１,３,５,７,９,１１,１４-ヘプタイソブチルトリシクロ［７．３．３．
１5,11］ヘプタシロキサン、３,７,１４-トリス［（（（メタ）アクリロイルオキシプロ
ピル）ジメチルシロキシ）］-１,３,５,７,９,１１,１４-ヘプタイソオクチルトリシクロ
［７．３．３．１5,11］ヘプタシロキサン、３,７,１４-トリス［（（（メタ）アクリロ
イルオキシプロピル）ジメチルシロキシ）］-１,３,５,７,９,１１,１４-ヘプタシクロペ
ンチルトリシクロ［７．３．３．１5,11］ヘプタシロキサン、３,７,１４-トリス［（（
（メタ）アクリロイルオキシプロピル）ジメチルシロキシ）］-１,３,５,７,９,１１,１
４-ヘプタフェニルトリシクロ［７．３．３．１5,11］ヘプタシロキサン、オクタキス（
３-（メタ）アクリロイルオキシプロピルジメチルシロキシ）オクタシルセスキオキサン
およびオクタキス（３-（メタ）アクリロイルオキシプロピル）オクタシルセスキオキサ
ンが挙げられる。
【００５２】
　付加重合性単量体（ｂ）は、好ましくは（メタ）アクリル酸化合物であり、より好まし
くは（メタ）アクリル酸エステルであり、さらに好ましくは（メタ）アクリル酸の、低級
アルキル（例えば炭素数１～３）エステルや、架橋性官能基を有するエステルなどである
。
　なお、上記付加重合性単量体（ｂ）は１種類を単独で用いてもよく、複数種を組み合わ
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せて用いてもよい。複数種を組み合わせて用いる場合には、目的とする共重合体の特定に
応じて各種の組成比を適宜調整して用いることができる。
【００５３】
＜重合方法＞
　前記樹脂粒子の製造方法としては、乳化重合法、懸濁重合法、塊状重合法、塊状－懸濁
重合法、分散重合法、ソープフリー乳化重合法、シード乳化重合法、マイクロエマルショ
ン重合法、ミニエマルション重合法、超臨界ＣＯ2等を用いた重合法を挙げることができ
る。
【００５４】
　具体例としては、前記樹脂粒子は前記シルセスキオキサン（ａ）、および必要に応じて
付加重合性単量体（ｂ）を水系溶媒中で乳化重合することにより調製することができる。
また、使用するモノマーによっては、乳化剤を用いない、ソープフリー重合により調製す
ることもできる。
【００５５】
　乳化重合に用いることができる乳化剤としては、例えば、直鎖または分岐状のアルキル
ベンゼンスルホン酸ナトリウム、アルキル硫酸エステルナトリウム、アルキルエーテル硫
酸エステルナトリウム、アルファスルフォ脂肪酸エステルナトリウム、またはアルファオ
レフィンスルホン酸ナトリウムなどのアニオン界面活性剤；および脂肪酸アルカノールア
ミド、アルキルアミンオキシド、ポリオキシエチレンアルキルエーテルまたはポリオキシ
エチレンノニルフェニルオキシド、ポリオキシエチレンアルキルエーテルまたはポリオキ
シエチレンノニルフェニルエーテルなどのノニオン界面活性剤が挙げられる。
【００５６】
　乳化重合に用いることができる重合開始剤としては、例えば、過酸化水素、過硫酸アン
モニウム、過硫酸カリウム、１-ブチルハイドロパーオキサイド、２,２'-アゾビスイソブ
チロニトリル、２,２'-アゾビス（２,４-ジメチルバレロニトリル）、２,２'-アゾビス（
２-ブチロニトリル）、ジメチル-２,２'-アゾビスイソブチレート、１,１'-アゾビス（シ
クロヘキサン-１-カルボニトリル）２,２'-アゾビス（２-メチルプロピオンアミド）ジヒ
ドロキシクロライド、２,２'-アゾビス［２-（２-イミダゾリン-２-イル）プロパン］ジ
ヒドロキシクロライドがラジカル重合開始剤として挙げられる。
【００５７】
　乳化重合に用いられる溶媒としては、水、または水と水溶性有機溶媒との混合液、その
他を用いることができる。水溶性溶媒の具体例としては、メタノール、エタノール、イソ
プロパノール、ｎ-プロパノールなどのアルコール類、ホルムアミド、ジメチルホルムア
ミドなどのアミド化合物類、ジオキサン、アセトニトリル、ジメチルスルホキシドなどの
極性溶媒を挙げることができる。
【００５８】
　乳化重合反応は、用いられるモノマーおよびラジカル重合開始剤の種類、その他の条件
に応じた温度および反応時間で行うことができる。重合条件としては、例えば、重合反応
温度５０～９０℃、および重合反応時間１～２４時間の条件下で行うことができる。また
、窒素ガスまたはアルゴンガスなどの不活性ガス雰囲気下で行うこともできる。
【００５９】
　前記樹脂粒子の分散処理に使用する分散機としては特に限定されず、例えば、高速回転
するローターを備えた攪拌装置、マイクロ流動化装置、超音波分散機、機械的および加圧
式ホモジナイザーなどが挙げられる。
【００６０】
　前記樹脂粒子はエマルションの形態であってもよい。あるいは粉末形態であってもよい
。粉末形態にする方法としては、例えば上記方法などにより調製される樹脂粒子を乾燥さ
せる方法などが挙げられる。
【００６１】
　本発明のトナーは、少なくとも結着樹脂を含むトナー材料を有機溶媒に溶解又は分散し
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てトナー材料の溶解又は分散液を作成する工程と、前記トナー材料の溶解又は分散液を水
系媒体中に添加して乳化乃至分散させて乳化乃至分散液を作成する工程と、前記乳化乃至
分散液から有機溶媒を除去する工程によって製造されるトナーであって、前記乳化乃至分
散液を作成する工程または乳化乃至分散液から有機溶媒を除去する工程において、水系媒
体中に、シルセスキオキサンを含む付加重合性単量体を重合させて得られる樹脂粒子を添
加することを特徴とするトナーである。好ましくはトナー粒子としての大きさが形成され
てからの乳化乃至分散液を作成する工程の後のタイミングで樹脂粒子を添加すればよい。
【００６２】
　さらに本発明のトナーは、少なくとも結着樹脂、着色剤からなるトナー材料を重合性単
量体に溶解または分散し、該溶解物または分散物を水系媒体中で乳化分散し、得られた乳
化分散液を重合して得られるトナーであって、前記樹脂粒子を乳化分散工程中、または重
合工程中の水系媒体に存在させて得られることを特徴とするトナーである。好ましくはト
ナー粒子としての大きさが形成されてからの該溶解物または分散物を水系媒体中で乳化分
散後のタイミングで樹脂粒子を添加すればよい。
【００６３】
　またさらに本発明のトナーは、少なくとも結着樹脂、着色剤からなるトナー材料を水系
媒体中で分散し、該分散物を水系媒体中で凝集させ、該凝集物を加熱融着させて得られる
トナーであって、前記樹脂粒子を凝集工程中、または加熱融着工程中の水系媒体に存在さ
せて得られることを特徴とするトナーである。好ましくはトナー粒子としての大きさが形
成されてからの該分散物を水系媒体中で凝集させた後のタイミングで樹脂粒子を添加すれ
ばよい。
【００６４】
　前記乳化乃至分散液を作成する工程において、水系媒体中に平均粒径１０～５００ｎｍ
の樹脂粒子を添加する。好ましくは平均粒径５０～２００ｎｍの樹脂粒子を添加する。樹
脂粒子は、好ましくはアクリル系のエマルションとして使用し、特徴的な元素としてＳｉ
を含んでおり、さらにＦを含んでいることが好ましい。樹脂粒子の添加は、トナー材料を
核としたトナー粒子本体の表面に樹脂粒子が付着するように添加すればよく、その添加す
るタイミングは上述に記載した時期であればいずれも可能である。
　図１は本発明のトナーの表面の状態を模式的に示したものであり、トナー１のトナー粒
子本体２の表面には樹脂粒子が付着している。
【００６５】
　上記のようにして得られたトナーはあらかじめ水系媒体中に樹脂粒子よりも粒子径の小
さい分散安定剤として樹脂微粒子を存在させることもできる。得られたトナーには着色剤
及び結着樹脂を中心としたトナー材料を核としたトナー粒子本体の表面に、樹脂微粒子及
び樹脂粒子が付着している。しかし、樹脂微粒子は粒子径が小さいのでトナー粒子本体の
中に埋没したり、トナー粒子本体と樹脂粒子との間に付着したりしている。この為、あま
り微細に観察しなければ、このトナーはトナー粒子本体の表面に樹脂粒子が付着している
ように見える。なお、トナーの平均粒径は、乳化工程における水系媒体の攪拌等の乳化乃
至分散条件により調整される。
【００６６】
　通常、電子写真式の画像形成装置において、小粒径トナーを用いた場合には、トナー粒
子と電子写真感光体、又はトナー粒子と中間転写体との非静電的付着力が増加するため、
より転写効率が低下する。特に、高速機において小粒径トナーを使用した場合には、トナ
ーの小粒径化により中間転写体との非静電的付着力が増加した上に、高速化に伴い転写の
ニップ部、特に二次転写のニップ部においてトナー粒子が転写電界を受ける時間が短くな
るため、二次転写での転写効率の低下が顕著となることが知られている。しかし、本発明
の製造方法で製造されたトナーにおいては、トナー表面に比較的大粒径の微粒子（樹脂粒
子）が付着していることと、この大粒径の微粒子がある程度の硬さを有することで、トナ
ー粒子の非静電的付着力が低減され、高速機のように転写時間が短くなった場合において
も、定着性を阻害することなく十分な転写効率を得ることができる。さらに、大粒径の微
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粒子が十分な硬さを有しているため、高速機のように経時での機械的ストレスの大きい場
合においても、トナー表面に付着した大粒径の微粒子がトナー中に埋没することなく存在
し続けることができるため、長期的にも十分な転写効率を維持することが可能である。同
時にトナー表面に付着させる外添剤の埋没も防止することができる。
【００６７】
　乳化前、もしくは乳化後に樹脂粒子を添加すると、このタイミングではトナー組成物の
液滴に有機溶媒が存在しているため樹脂粒子は液滴表面に付着した後に液滴表面からある
程度進入し、有機溶媒が除去された後にトナー表面に付着固定化されるといった望ましい
形態を実現することができる。
【００６８】
　前述の樹脂微粒子は、トナー表面に付着して融着、融合し、比較的硬い表面を形成する
。したがって付着固定化された樹脂粒子の機械的ストレスによる埋没や移動を防止する効
果がある。また、樹脂微粒子は、極性を持たせることが多く、トナー材料を含む液滴に吸
着し、液滴同士の合一を抑える効果があり、トナーの粒度分布を制御するのに重要である
。さらにトナーの負帯電性を与えることもできる。これらの効果を発揮するために、アニ
オン性の樹脂微粒子は、樹脂粒子より小さくし、平均粒径を５～５０ｎｍとするとよい。
【００６９】
　トナーの粒径は、本発明の目的を達成するために、重量平均粒径が１～６μｍとなるよ
うに制御されることが好ましい。特にトナーの重量平均粒径が２～５μｍであることがよ
り好ましい。１μｍよりも小さい場合には、一次転写及び二次転写においてトナーチリが
発生しやすく、逆に６μｍよりも大きい場合には、ドット再現性が不十分になり、ハーフ
トーン部分の粒状性も悪化して高精細な画像が得られなくなってしまう。
【００７０】
　トナーの表面には、少なくとも体積平均粒径が１０～５００ｎｍの大微粒子（樹脂粒子
）が付着固定化されていることが必要であり、特に５０～２００ｎｍの大粒径微粒子が付
着固体化されていることが好ましい。これによりスペーサ効果によりトナー粒子の非静電
的付着力を低減することができるとともに、高速機のように経時での機械的ストレスの大
きい場合においても微粒子がトナーの表面に埋没することによる非静電的付着力の増加を
抑制することが可能となり、長期に渡り十分な転写効率を維持することができる。特に中
間転写方式での一次転写工程と二次転写工程と二度の転写工程を有す場合に本発明の製造
方法で製造したトナーは非常に有効である。比較的高速の画像形成プロセス（転写線速３
００～１０００ｍｍ／ｓｅｃ、二次ニップ部での転写時間が０．５～２０ｍｓｅｃ）にお
いて特にその効果が大きく発揮できる。これよりも低速の線速や二次転写時間が短いプロ
セスでは本発明と表面に樹脂粒子を配置しないトナーとの差は大きくはない。また、これ
以上の高速機であると転写効率の低下は防ぎきれない傾向がある。
【００７１】
　樹脂粒子の体積平均粒径が１０ｎｍよりも小さい場合には、スペーサ効果が十分に得ら
れないためトナー粒子の非静電的付着力を低減することができず、さらに、高速機のよう
に経時での機械的ストレスの大きい場合には、トナーの表面に樹脂粒子や外添剤が埋没し
やすくなり、長期に渡り十分な転写効率を維持することができない恐れがある。また、樹
脂粒子の一次平均粒径が５００ｎｍよりも大きい場合には、トナーの流動性が悪くなり、
均一転写性を阻害する場合がある。
【００７２】
　一般に、現像機に充填されたトナーは、主に現像機内部での機械的ストレスによってト
ナー表面の樹脂微粒子はトナーの内部に埋め込まれたりトナー粒子本体の表面の凹部に移
動したりして、付着力の低減効果が失われる。また外添剤が同様のストレスにさらされる
ことによってトナー内部に埋没し、トナーの付着力が増大する。
　しかし、本発明の製造方法によるトナーは、樹脂粒子が比較的大きくトナー粒子本体に
埋没しにくい。特に、樹脂粒子がスチレン重合体、アクリル酸エステル重合体、又はメタ
クリル酸エステル重合体を含む架橋樹脂の微粒子であることが好ましい。このような樹脂
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粒子は、架橋されていて比較的硬いため、現像器内での機械的ストレスによってトナー粒
子表面で変形することなく、スペーサ効果も保つため外添剤の埋没も防止し、上述の付着
力維持にはさらに適している。
【００７３】
　結着樹脂は、ポリエステル系樹脂であることが好ましい。結着樹脂は樹脂粒子と非相溶
であることが重要であり、ポリエステル系樹脂は、特に樹脂粒子がスチレン重合体、アク
リル酸エステル重合体、又はメタクリル酸エステル重合体を含む架橋樹脂の微粒子の場合
ほとんど相溶性がない。乳化工程において、乳化前又は乳化後に樹脂粒子が添加された時
にトナー材料の液滴に有機溶媒や重合性単量体が存在しているため樹脂粒子は液滴表面に
付着した後に溶解してしまう場合がある。トナーを構成する樹脂成分がポリエステル樹脂
であり、樹脂粒子がスチレン重合体、アクリル酸エステル重合体、又はメタクリル酸エス
テル重合体を含む架橋樹脂の微粒子である場合、樹脂同士の相溶性が悪いため樹脂粒子は
トナー材料の液滴と相溶せずに付着した状態で存在する。したがって、液滴表面からある
程度進入し、有機溶媒が除去されたり、重合が進行した後にトナー表面に付着固定化され
るといった望ましい形態を実現することができる。
【００７４】
　樹脂粒子はイオン性界面活性剤を含む水系媒体中で凝集体を生成する性質を有してもよ
い。本発明の製造方法において、乳化工程で乳化前又は乳化後に樹脂粒子が添加された時
に、樹脂粒子がトナー材料の液滴に付着せずに独立して安定に存在することは好ましくな
い。イオン性界面活性剤を含む水系媒体中で樹脂粒子が凝集体を作る性質を有することに
よって、乳化時、もしくは乳化後に水相側に存在していた樹脂粒子がトナー材料の粒子表
面に移動し、容易にトナー材料の粒子表面に付着することができる。すなわち、イオン性
界面活性剤を含む水系媒体中では、樹脂粒子が不安定で、通常であれば凝集してしまうと
ころ、トナー材料の粒子があるとトナー材料の液滴との引力が強い場合異種粒子の複合体
が形成される。
【００７５】
　得られた複合体はそのままでも強固な接着力を示すが、乳化後樹脂粒子がトナー材料の
粒子表面に移動し、トナー材料の粒子表面に付着した後に加熱工程を経ることによってよ
り強固にトナー表面に固定化できる。固定化させる温度はトナーに用いた樹脂のガラス転
移点よりも高い温度が好ましい。
【００７６】
　トナー材料は、結着樹脂前駆体として活性水素基含有化合物及び該化合物と反応可能な
変性ポリエステル樹脂を含むことが好ましい。トナー材料の液滴中に活性水素基含有化合
物及び該化合物と反応可能な変性ポリエステル樹脂が含まれることにより、得られるトナ
ーの機械的強度が高まり樹脂粒子や外添剤の埋没を抑制することができる。活性水素基含
有化合物がカチオン性の極性を有す場合には樹脂粒子を静電的に引き寄せることもできる
。またトナーの加熱定着時の流動性を調節でき定着温度幅を広げることもできる。
【００７７】
　樹脂粒子の添加量は、トナー１００重量％に対して０．５～５重量％であることが好ま
しく、特に１～４重量％であることが好ましい。添加される割合が０．５重量％よりも少
ない場合には、スペーサ効果が十分に得られないためトナー粒子の非静電的付着力を低減
することができず、５重量％よりも多い場合には、トナーの流動性が悪くなり、均一転写
性を阻害したり、微粒子がトナーに充分固定化できずに離脱しやすくなり、キャリアや感
光体などに付着し、感光体などを汚染してしまう恐れがある。
【００７８】
　トナーは、ナノインデンテーション法でのトナー１粒子表面の硬さの値が１～３ＧＰａ
、特に１．２～２．６ＧＰａ、かつマイクロインデンテーション法でのトナー１粒子表面
の硬さの値が４０～１２０Ｎ／ｍｍ２、特に６０～１１０Ｎ／ｍｍ２、であることが好ま
しい。ナノインデンテーション法はミクロ的な硬さを測定するためトナー最表面の硬さを
表し、マイクロインデンテーション法はマクロ的な硬さを測定するためトナー全体の硬さ
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を表している。したがって、ナノインデンテーション法でのトナー１粒子表面の硬さの値
は、トナー表面に添加された微粒子の埋没しにくさを表す指標となる。
【００７９】
　ナノインデンテーション法でのトナー１粒子表面の硬さの値が１ＧＰａよりも小さいと
、トナー表面に添加された微粒子が機械的ストレスを受けると埋没しやすい恐れがある。
ナノインデンテーション法でのトナー１粒子表面の硬さの値が３ＧＰａよりも大きいと、
トナーが機械的ストレスを受けてもトナー表面に添加された微粒子は埋没しにくいが、ト
ナー表面が硬すぎるため定着においてトナーが十分に溶融できずに定着性が悪化する恐れ
がある。さらに、ナノインデンテーション法でのトナー１粒子表面の硬さの値が１～３Ｇ
Ｐａであると、トナー１粒子表面の粘着性が適度であるためか弾性が適度であるためかは
定かではないが、大粒径微粒子が添加されていない場合でもトナー粒子の非静電的付着力
が低減される傾向にある。この特性と大粒径微粒子によるスペーサ効果が相まって、トナ
ー粒子の非静電的付着力をより低減することができる。なお、ナノインデンテーション法
でのトナー１粒子表面の硬さの値が１～３ＧＰａ以外だと、大粒径微粒子が添加されてい
ない場合のトナー粒子の非静電的付着力の低減の傾向は見られない。
【００８０】
　また、マイクロインデンテーション法でのトナー１粒子表面の硬さの値は、トナーの定
着での溶融しにくさを表す指標となる。マイクロインデンテーション法でのトナー１粒子
表面の硬さの値が４０Ｎ／ｍｍ２よりも小さいと、トナー１粒子全体としては軟らかいた
め定着性は良好であるが、現像部での攪拌や転写部での転写圧等によりトナーが変形しや
すくなり画像品質が乱れたり、トナー粒子中にＷＡＸなどの離型剤が含有されている場合
は、離型剤が析出してキャリアや感光体などにスペントし汚染してしまう恐れがある。マ
イクロインデンテーション法でのトナー１粒子表面の硬さの値が１２０Ｎ／ｍｍ２よりも
大きいと、トナー１粒子全体としては硬いためトナーが機械的ストレスを受けてもトナー
表面に添加された微粒子は埋没しにくいが、トナー表面が硬すぎるため定着においてトナ
ーが十分に溶融できずに定着性が悪化する恐れがある。
【００８１】
　このように、機械的ストレスによるトナー表面に添加された樹脂粒子や外添剤の埋没と
、定着性の悪化とを抑制するためには、トナーはナノインデンテーション法でのトナー１
粒子表面の硬さの値の範囲と、マイクロインデンテーション法でのトナー１粒子表面の硬
さの値の範囲の双方を満たすように制御されることが好ましい。実際に双方の値の範囲を
満たすためには、トナーは最表面に樹脂粒子によるスペーサ部分を設け、トナー粒子本体
は比較的軟らかくして機能分離を達成させるような構造が好ましい。
【００８２】
　本発明の製造方法によるトナーの平均円形度は、０．９５０～０．９９０であることが
好ましく、０．９５０よりも低い場合には、現像時の画像均一性が悪化したり、電子写真
感光体から中間転写体もしくは中間転写体から記録材へのトナー転写効率が低下し均一転
写が得られなくなる。また、本発明の製造方法によるトナーは、水系媒体中で乳化処理を
して作成されたものであり、特にカラートナーにおける小粒径化や、平均円形度が上記の
範囲の形状を得るために効果的である。
【００８３】
　本発明の製造方法において製造したトナーにおける重量平均粒径（Ｄｗ）と個数平均粒
径（Ｄｎ）との比（Ｄｗ／Ｄｎ）としては、例えば、１．３０以下が好ましく、１．００
～１．３０がより好ましい。重量平均粒径と個数平均粒径との比（Ｄｗ／Ｄｎ）が、１．
００未満であると、二成分現像剤では現像装置における長期の撹拌においてキャリアの表
面にトナーが融着し、キャリアの帯電能力の低下や、クリーニング性の悪化につながり易
い。一成分現像剤では、現像ローラへのトナーのフィルミングや、トナーを薄層化するた
めブレード等の部材へのトナー融着が発生し易くなることがある。また、Ｄｗ／Ｄｎが１
．３０を超えると、高解像で高画質の画像を得ることが難しくなり、現像剤中のトナーの
収支が行われた場合にトナーの粒子径の変動が大きくなることがある。
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【００８４】
　また、トナーの重量平均粒径と個数平均粒径との比（Ｄｗ／Ｄｎ）が、１．００～１．
３０であると、保存安定性、低温定着性、及び耐ホットオフセット性のいずれにも優れた
トナーとなりやすい。特に、フルカラー複写機に使用した場合に画像の光沢性に優れる。
二成分現像剤では長期にわたるトナーの収支が行われても、現像剤中のトナー粒子径の変
動が少なく、現像装置における長期の攪拌においても良好で安定した現像性が得られ、一
成分現像剤ではトナーの収支が行われてもトナーの粒子径の変動が少なくなるとともに、
現像ローラへのトナーのフィルミングやトナーを薄層化するブレード等への部材へのトナ
ーの融着がなく、現像装置の長期使用（攪拌）においても良好で安定した現像性が得られ
、高画質の画像を得ることが可能となる。
【００８５】
　本発明によって製造されたトナーと共に用いるキャリアの粒径は、重量平均粒径が１５
～４０μｍであることが好ましく、１５μｍよりも小さい場合には、転写工程においてキ
ャリアも一緒に転写されてしまうキャリア付着が起こりやすくなり、逆に４０μｍよりも
大きい場合には、キャリア付着は起こりにくいものの、高画像濃度を得るためにトナー濃
度を高くした場合、地汚れが発生しやすくなる恐れがある。また、潜像のドット径が小さ
い場合、ドット再現性のバラツキが大きくなり、ハイライト部の粒状性が悪くなる恐れも
ある。
【００８６】
　本発明のフルカラー画像形成方法は、電子写真感光体を帯電手段により帯電させる帯電
工程と、前記帯電された電子写真感光体上に露光手段により静電潜像を形成する露光工程
と、前記静電潜像を形成された電子写真感光体上にトナーを含む現像手段によりトナー像
を形成する現像工程と、前記電子写真感光体上に形成されたトナー像を一次転写手段によ
り中間転写体上に転写する一次転写工程と、前記中間転写体上に転写されたトナー像を二
次転写手段により記録材上に転写する二次転写工程と、前記記録材上に転写されたトナー
像を熱及び圧力定着部材を含む定着手段により記録材上に定着させる定着工程と、前記一
次転写手段によりトナー像を中間転写体上に転写した電子写真感光体の表面に付着してい
る転写残トナーをクリーニング手段によりクリーニングするクリーニング工程とを備えて
いる。そして、現像工程におけるトナーが上述の本発明のトナーである。このフルカラー
画像形成方法においては、二次転写工程におけるトナー像の記録材への転写の線速度、所
謂印字速度は３００～１０００ｍｍ／ｓｅｃであり、二次転写手段のニップ部での転写時
間は０．５～２０ｍｓｅｃであることが好ましい。
【００８７】
　さらに、本発明のフルカラー画像形成方法は、電子写真感光体、帯電手段、露光手段、
現像手段、一次転写手段、及びクリーニング手段のセットを複数有するタンデム型である
ことが好ましい。電子写真感光体を複数個配備して、各々の回転時に１色ずつ現像するい
わゆるタンデム型では、潜像形成工程と現像・転写工程とが各色毎に行なわれて各色のト
ナー像が形成されるため、単色の画像形成速度とフルカラーの画像形成速度との差が小さ
く、高速印字に対応できる利点を有している。しかし、各色のトナー像を別々の電子写真
感光体に形成し、各色トナー層の積層（色重ね）を行うことによりフルカラー画像を形成
するため、各色のトナー粒子間での帯電性等が異なるなど、特性にばらつきがあると各色
のトナー粒子による現像トナー量に差が生じ、色重ねによる二次色の色相の変化が大きく
なり、色再現性が低下する。
【００８８】
　タンデム型による画像形成方法に使用されるトナーにおいては、各色のバランスを制御
するための現像トナー量を安定化すること（各色のトナー粒子間でばらつきがないこと）
、各色のトナー粒子間で電子写真感光体及び記録材に対する付着性が均一であることが必
要である。この点に関しては、本発明のトナーは好適である。
【００８９】
　帯電手段は、少なくとも交番電圧を重畳した直流電圧を印加するのが好ましい。交番電
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圧を重畳した直流電圧を印加することにより、直流電圧のみを印加する場合に比べて電子
写真感光体の表面電圧を所望の値に安定化させることができるため、より均一帯電させる
ことが可能となる。さらに、帯電手段は、電子写真感光体に帯電部材を接触させ、帯電部
材に電圧を印加することによって帯電を行うのが好ましい。電子写真感光体に帯電部材を
接触させ、帯電部材に電圧を印加して帯電を行うことによって、特に交番電圧を重畳した
直流電圧を印加することで得られる均一帯電性の効果をさらに向上させることが可能とな
る。
【００９０】
　定着手段は、磁性金属から構成されて電磁誘導により加熱される加熱ローラと、加熱ロ
ーラと平行に配置された定着ローラと、加熱ローラと定着ローラとに張り渡され、加熱ロ
ーラにより加熱されるとともにこれらのローラによって回転される無端帯状のトナー加熱
媒体（加熱ベルト）と、加熱ベルトを介して定着ローラに圧接されるとともに、加熱ベル
トに対して順方向に回転して定着ニップ部を形成する加圧ローラとを有することにより、
定着ベルトの温度が短時間で上昇し、かつ安定した温度制御が可能となる。また、表面の
粗い記録材を使用した場合にも、定着時にある程度転写紙の表面に応じた状態で定着ベル
トが作用するため、十分な定着性が得られるようになる。
【００９１】
　定着手段は、オイルレスあるいはオイル微量塗布タイプであることが好ましい。これを
達成するために、トナー粒子中に離型剤（ＷＡＸ）を含有し、さらにそれがトナー粒子中
に微分散しているものを定着することが好ましい。離型剤がトナー粒子中に微量分散して
いるトナーにより、定着時に離型剤が浸み出しやすく、オイルレス定着装置において、あ
るいは微量オイル塗布定着装置でオイル塗布効果が少なくなってきた場合においても、ト
ナーのベルト側への転移を抑制することができる。離型剤がトナー粒子中に分散した状態
で存在するためには、離型剤と結着樹脂とは相溶しないことが好ましい。また、離型剤が
トナー粒子中に微分散するためには、例えばトナー製造時の混練の剪断力を利用する方法
がある。離型剤の分散状態は、トナー粒子の薄膜切片をＴＥＭで観察することにより判断
できる。離型剤の分散径は小さい方が好ましいが、小さすぎると定着時の染み出しが不十
分な場合がある。従って、倍率１万倍で離型剤が確認できれば、離型剤が分散した状態で
存在していると判断する。１万倍で離型剤が確認できない大きさでは、微分散していたと
しても、定着時の染み出しが不十分な場合がある。
【００９２】
［トナーの特性測定方法］
＜重量平均粒径（Ｄｗ）、体積平均粒径（Ｄｖ）、及び個数平均粒径（Ｄｎ）＞
　トナーの重量平均粒径（Ｄｗ）、体積平均粒径（Ｄｖ）、及び個数平均粒径（Ｄｎ）は
、粒度測定器（「マルチサイザーIII」、ベックマンコールター社製）を用い、アパーチ
ャー径１００μｍで測定し、解析ソフト（Ｂｅｃｋｍａｎ　Ｃｏｕｌｔｅｒ　Ｍｕｌｔｉ
ｓｉｚｅｒ　３　Ｖｅｒｓｉｏｎ３．５１）にて解析を行った。具体的にはガラス製１０
０ｍｌビーカーに１０重量％界面活性剤（アルキルベンゼンスルフォン酸塩ネオゲンＳＣ
－Ａ；第一工業製薬性）を０．５ｍｌ添加し、各トナー０．５ｇ添加しミクロスパーテル
でかき混ぜ、次いでイオン交換水８０ｍｌを添加した。得られた分散液を超音波分散器（
Ｗ－１１３ＭＫ－II本多電子社製）で１０分間分散処理した。前記分散液を、前記マルチ
サイザーIIIを用いて、測定用溶液としてアイソトンIII（ベックマンコールター製）を用
いて測定を行った。測定は装置が示す濃度が８±２重量％に成るように前記トナーサンプ
ル分散液を滴下した。本測定法は粒径の測定再現性の点から前記濃度を８±２重量％にす
ることが重要である。この濃度範囲であれば粒径に誤差は生じない。
【００９３】
＜平均円形度＞
　トナーの平均円形度は、平均円形度ＳＲ＝（粒子投影面積と同じ面積の円の周囲長／粒
子投影像の周囲長）×１００％で定義される。フロー式粒子像分析装置（「ＦＰＩＡ－２
１００」；シスメックス社製）を用いて計測し、解析ソフト（ＦＰＩＡ－２１００ Ｄａ
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ｔａ Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ Ｐｒｏｇｒａｍ Ｆｏｒ ＦＰＩＡ Ｖｅｒｓｉｏｎ００－１
０）を用いて解析を行った。具体的には、ガラス製１００ｍｌビーカーに１０ｗｔ％界面
活性剤（アルキルベンゼンスルフォン酸塩ネオゲンＳＣ－Ａ；第一工業製薬性）を０．１
～０．５ｍｌ添加し、各トナー０．１～０．５ｇ添加しミクロスパーテルでかき混ぜ、次
いでイオン交換水８０ｍｌを添加した。得られた分散液を超音波分散器（本多電子社製）
で３分間分散処理した。前記分散液を、前記ＦＰＩＡ－２１００を用いて濃度を５０００
～１５０００個／μｌが得られるまでトナーの形状及び分布を測定した。本測定法は平均
円形度の測定再現性の点から前記分散液濃度が５０００～１５０００個／μｌにすること
が重要である。前記分散液濃度を得るために前記分散液の条件、すなわち添加する界面活
性剤量、トナー量を変更する必要がある。界面活性剤量は前述したトナー粒径の測定と同
様にトナーの疎水性により必要量が異なり、多く添加すると泡によるノイズが発生し、少
ないとトナーを十分にぬらすことができないため、分散が不十分となる。またトナー添加
量は粒径のより異なり、小粒径の場合は少なく、また大粒径の場合は多くする必要があり
、トナー粒径が３～７μｍの場合、トナー量を０．１～０．５ｇ添加することにより分散
液濃度を５０００～１５０００個／μｌにあわせることが可能となる。
【００９４】
＜ナノインデンテーション法＞
　ナノインデンテーション法でのトナー１粒子表面の硬さは、Ｈｙｓｉｔｒｏｎ Ｉｎｃ
．製のＴｒｉｂｏ Ｉｎｄｅｎｔｅｒを使用して測定する。詳細条件は、以下に示す通り
である。
　使用圧子：Ｂｅｒｋｏｖｉｃｈ（三角錐形）
　最大押込み深さ：２０ｎｍ
　上記条件にて、トナー１粒子の表面から圧子を押込み、最大圧入時の圧痕の大きさから
硬さＨ[ＧＰａ]を測定する。なお、実際の測定では、製品形態のトナー１００粒子（１粒
子については、測定箇所を変えてＮ＝１０にて測定し、平均値化。）について測定し、そ
の平均値をナノインデンテーション法でのトナー１粒子の硬さとした。
【００９５】
＜マイクロインデンテーション法＞
　マイクロインデンテーション法でのトナー１粒子表面の硬さは、（株）フィッシャー・
インストルメンツのフィッシャースコープ Ｈ１００（微小硬さ試験システム）を使用し
て測定する。詳細条件は、以下に示す通りである。
　使用圧子：ビッカース圧子
　最大押込み深さ：２μｍ
　最大押込み荷重：９．８ｍＮ
　クリープ時間：５ｓｅｃ
　負荷（除荷）時間：３０ｓｅｃ
　上記条件にて、トナー１粒子の表面からビッカース圧子を押込み、マルテンス硬度[Ｎ
／ｍｍ２]を測定する。なお、実際の測定では、製品形態のトナー１００粒子について測
定し、その平均値をマイクロインデンテーション法でのトナー１粒子表面の硬さとした。
【００９６】
［キャリアの特性測定方法］
＜重量平均粒径＞
　キャリアの重量平均粒径Ｄｗは、個数基準で測定された粒子の粒径分布（個数頻度と粒
径との関係）に基づいて算出されたものである。この場合の重量平均粒径Ｄｗは、式（１
）で表わされる。
　　Ｄｗ＝｛１／Σ（ｎＤ３）｝×｛Σ（ｎＤ４）｝　…　（１）
　式（１）中、Ｄは、各チャネルに存在する粒子の代表粒径（μｍ）を示し、ｎは、各チ
ャネルに存在する粒子の総数を示す。なお、チャネルとは、粒径分布図における粒径範囲
を等分に分割するための長さを示すもので、本発明においては、２μｍを採用した。また
、各チャネルに存在する粒子の代表粒径としては、各チャネルに保存する粒子の粒径の下
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限値を採用した。
【００９７】
　また、キャリア及びキャリアの芯材粒子における個数平均粒径Ｄｐは、個数基準で測定
された粒子の粒径分布に基づいて算出されたものである。この場合の個数平均粒径Ｄｐは
、式（２）で表わされる。
　　Ｄｐ＝（１／ΣＮ）×（ΣｎＤ）　…　（２）
　式（２）中、Ｎは、計測した全粒子数を示し、ｎは、各チャネルに存在する粒子の総数
を示し、Ｄは、各チャネル（２μｍ）に保存する粒子の粒径の下限値を示す。
【００９８】
　本発明において、粒径分布を測定するための粒度分析計としては、マイクロトラック粒
度分析計モデルＨＲＡ９３２０－Ｘ１００（Ｈｏｎｅｗｅｌｌ社製）を用いることができ
る。その測定条件は以下の通りである。
［１］粒径範囲：８～１００μｍ
［２］チャネル長さ（チャネル幅）：２μｍ
［３］チャネル数：４６
［４］屈折率：２．４２
【００９９】
　トナーのＢＥＴ比表面積は、自動比表面積／細孔分布測定装置ＴｒｉＳｔａｒ３０００
（島津製作所製）を用いて測定した。トナー１ｇを専用セルに入れ、ＴｒｉＳｔａｒ用脱
ガス専用ユニット、バキュプレップ０６１（島津製作所製）を用いて、前記専用セルない
の脱気処理を行った。脱気処理は室温下で行い、少なくとも１００ｍｔｏｒｒ以下の減圧
条件下で２０時間行った。脱気処理を行った専用セルは、ＴｒｉＳｔａｒ３０００を用い
て自動でＢＥＴ比表面積を得ることができる。なお、吸着ガスとしてはチッソガスを用い
て行った。
【０１００】
　トナーの飽和帯電量は、Ｖブローオフ装置（リコー創造開発株式会社製）を用いて測定
した。トナーとキャリアを、トナー濃度７重量％の現像剤として、所定の環境（温度、湿
度）に２時間放置した後、上記現像剤を金属ゲージに入れ、回転数２８５ｒｐｍの攪拌装
置で６００秒攪拌混合した６ｇの初期剤から、１ｇの現像剤を計量し、Ｖブローオフ装置
（リコー創造開発株式会社製）シングルモード法によるトナーの帯電量分布を測定する。
ブロー時、目開き６３５メッシュを用いる。ここでのシングルモード法とは、上記記載の
Ｖブローオフ装置（リコー創造開発株式会社製）で、装置マニュアルに従い、シングルモ
ードを選び、測定条件は高さ５ｍｍ、吸い込み１００、２回ブローである。
【０１０１】
　以下、本発明のトナーの製造方法例について具体的に説明する。なお、本発明は、ここ
に例示されるトナーの製造方法に限定されるものではない。
［トナーの製造方法］
　本発明のトナーを製造する方法としては、凝集法、溶解懸濁法及び懸濁重合法等を挙げ
ることができる。以下これらの方法について説明する。
（凝集法）
　水溶性重合開始剤、重合性単量体を水中で界面活性剤を用いて乳化し、例えば通常の乳
化重合もしくは樹脂分散体の製法によりラテックスを合成する。別途着色剤、離型剤等を
水系媒体中分散した分散体を用意し、混合の後にトナーサイズまで凝集させ、加熱融着さ
せることによりトナーを得る。
　本発明のトナーは、少なくとも結着樹脂、着色剤からなるトナー材料を水系媒体中で分
散し、該分散物を水系媒体中で凝集させ、該凝集物を加熱融着させて得られるトナーであ
って、前記樹脂粒子を凝集工程中、または加熱融着工程中の水系媒体に存在させて得られ
ることを特徴とするトナーである。好ましくはトナー粒子としての大きさが形成されてか
らの該分散物を水系媒体中で凝集させた後のタイミングで樹脂粒子を添加すればよい。
　本発明のトナーは、例えば、調製した樹脂粒子分散液を、着色剤粒子分散液及び離型剤
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粒子分散液と混合し、さらに凝集剤を添加しヘテロ凝集を生じさせることによりトナー径
の凝集粒子を形成し、その後、樹脂粒子のガラス転移点以上又は融点以上の温度に加熱し
て前記凝集粒子を融合・合一し洗浄、乾燥することにより得られる。なお、トナー形状は
不定形から球形までのものが好ましく用いられる。また、凝集剤としては界面活性剤の他
、無機塩、２価以上の金属塩を好適に用いることができる。特に金属塩を用いる場合、凝
集性制御及びトナー帯電性の特性において好ましい。
　また前述の凝集工程において本発明の樹脂粒子分散液、着色剤粒子分散液を予め凝集し
、第一の凝集粒子形成後、さらに本発明の樹脂粒子分散液又は別の樹脂粒子分散液を添加
して第一の粒子表面に第二のシェル層を形成することも可能である。
　本発明において、凝集粒子の形成方法としては、特に限定されるものではなく、従来静
電荷像現像とトナーの乳化重合凝集法において用いられている公知の凝集法、例えば、昇
温、ｐＨ変化、塩添加等によってエマルジョンの安定性を低減化させてディスパーザー等
で攪拌する方法が用いられる。更に、凝集処理後、粒子表面からの着色剤の滲出を抑える
等の目的で、熱処理を施す等により粒子表面を架橋せしめてもよい。なお、用いた界面活
性剤等は、必要に応じて、水洗浄、酸洗浄、或いはアルカリ洗浄等によって除去してもよ
い。
　なお、本発明の静電荷像現像トナーの製造方法には、必要に応じて、この種のトナーに
用いられる帯電制御剤を用いてもよく、その場合、帯電制御剤は、前記単量体粒子エマル
ジョンの製造開始時、あるいは重合開始時、又は、前記樹脂粒子の凝集開始等に、水性分
散液等としてもよい。帯電制御剤の添加量は、単量体又は重合体１００重量部に対して、
好ましくは１～２５重量部、さらに好ましくは５～１５重量部である。
【０１０２】
（溶解懸濁法）
　ポリマー懸濁法は、結着樹脂又は結着樹脂前駆体と着色剤とを主成分としたトナー材料
を有機溶媒中に溶解又は分散させて形成した溶解物又は分散物を、必要であれば樹脂微粒
子を含む水系媒体中で乳化乃至分散させて乳化乃至分散液を調製し、造粒し、乳化乃至分
散したトナー材料を含むトナー前駆体に樹脂粒子を付着させることにより所望のトナーを
製造する方法である。好ましくは、活性水素基含有化合物と、該活性水素基含有化合物と
反応可能な重合体とを含むトナー材料の溶解ないし分散液を、水系媒体中に乳化ないし分
散させ、水系媒体中で活性水素基含有化合物と、活性水素基含有化合物と反応可能な重合
体とを反応させた接着性基材を含むトナー前駆体粒子を生成させて、樹脂粒子を付着させ
ることにより所望のトナーを製造する。
　本発明のトナーは、少なくとも結着樹脂を含むトナー材料を有機溶媒に溶解又は分散し
てトナー材料の溶解又は分散液を作成する工程と、前記トナー材料の溶解又は分散液を水
系媒体中に添加して乳化乃至分散させて乳化乃至分散液を作成する工程と、前記乳化乃至
分散液から有機溶媒を除去する工程によって製造されるトナーであって、前記乳化乃至分
散液を作成する工程または有機溶媒を除去する工程において、水系媒体中に、シルセスキ
オキサンを含む付加重合性単量体を重合させて得られる樹脂粒子を添加することを特徴と
するトナーである。好ましくはトナー粒子としての大きさが形成されてからの乳化乃至分
散液を作成する工程の後のタイミングで樹脂粒子を添加すればよい。
【０１０３】
（懸濁重合法）
　懸濁重合法は、先に述べたポリマー懸濁法における結着樹脂の他に油溶性重合開始剤、
重合性単量体中に着色剤、離型剤等を分散し、界面活性剤、その他固体分散剤等が含まれ
る水系媒体中で後に述べる乳化法によって乳化分散し、その後重合反応を行なって粒子化
する方法であるが、この方法によっても樹脂粒子は同様にトナー表面に付着させることが
できる。
　本発明のトナーは、少なくとも結着樹脂、着色剤からなるトナー材料を重合性単量体に
溶解または分散し、該溶解物または分散物を水系媒体中で乳化分散し、得られた乳化分散
液を重合して得られるトナーであって、前記樹脂粒子を乳化分散工程中、または重合工程
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中の水系媒体に存在させて得られる。好ましくはトナー粒子としての大きさが形成されて
からの該溶解物または分散物を水系媒体中で乳化分散後のタイミングで樹脂粒子を添加す
ればよい。
【０１０４】
（トナー材料の溶解ないし分散液）
　トナー材料の溶解ないし分散液は、トナー材料を溶媒に溶解ないし分散させて調製する
。トナー材料としては、トナーを形成可能である限り特に制限はなく、目的に応じて適宜
選択することができ、例えば、結着樹脂もしくは活性水素基含有化合物、該活性水素基含
有化合物と反応可能な重合体（プレポリマー）と着色剤を含み、さらに必要に応じて、離
型剤、帯電制御剤等の上記その他の成分を含んでいてもよい。トナー材料の溶解ないし分
散液は、トナー材料を有機溶媒に溶解ないし重合性単量体に分散させて調製することが好
ましい。なお、有機溶媒は、トナーの造粒時ないし造粒後に除去することが好ましい。
【０１０５】
（有機溶媒）
　トナー材料を溶解ないし分散する有機溶媒としては、トナー材料を溶解ないし分散可能
な溶媒であれば特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、トナーの造
粒時ないし造粒後の除去の容易性の点で沸点が１５０℃未満のものが好ましく、例えば、
トルエン、キシレン、ベンゼン、四塩化炭素、塩化メチレン、１，２－ジクロロエタン、
１，１，２－トリクロロエタン、トリクロロエチレン、クロロホルム、モノクロロベンゼ
ン、ジクロロエチリデン、酢酸メチル、酢酸エチル、メチルエチルケトン、メチルイソブ
チルケトン等を用いることができる。また、エステル系溶剤が好ましく、酢酸エチルが特
に好ましい。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。有機
溶媒の使用量としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、ト
ナー材料１００重量部に対し４０～３００重量部が好ましく、６０～１４０重量部がより
好ましく、８０～１２０重量部がさらに好ましい。なお、トナー材料の溶解ないし分散液
の調製は、有機溶媒中に、活性水素基含有化合物、活性水素基含有化合物と反応可能な重
合体、未変性ポリエステル樹脂、離型剤、着色剤、帯電制御剤、等のトナー材料を、溶解
ないし分散させることにより行うことができる。また、トナー材料の中で、活性水素基含
有化合物と反応可能な重合体（プレポリマー）以外の成分は、後述する水系媒体の調製に
おいて、水系媒体中に添加混合してもよいし、あるいは、トナー材料の溶解ないし分散液
を水系媒体に添加する際に、溶解ないし分散液と共に水系媒体に添加してもよい。
【０１０６】
（水系媒体）
　水系媒体としては、特に制限はなく、公知のものの中から適宜選択することができ、例
えば、水、水と混和可能な溶剤、これらの混合物を用いることができるが、これらの中で
も、水が特に好ましい。水と混和可能な溶剤としては、水と混和可能であれば特に制限は
なく、例えば、アルコール、ジメチルホルムアミド、テトラヒドロフラン、セルソルブ類
、低級ケトン類を用いることができる。アルコールとしては、例えば、メタノール、イソ
プロパノール、エチレングリコールが挙げられる。また、低級ケトン類としては、例えば
、アセトン、メチルエチルケトンが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし
、２種以上を併用してもよい。
【０１０７】
　水系媒体の調製は、例えば、アニオン性界面活性剤の存在下で樹脂微粒子を水系媒体に
分散させることにより行う。アニオン性界面活性剤と樹脂微粒子の水系媒体中への添加量
としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、それぞれ０
．５～１０重量％が好ましい。樹脂粒子は、その後水系媒体に加えられる。樹脂粒子がア
ニオン性界面活性剤と凝集性を有す場合は、水系媒体を乳化前に高速せん断分散機にて分
散させておくことが好ましい。
【０１０８】
（乳化ないし分散）
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　トナー材料の溶解ないし分散液の水系媒体中への乳化ないし分散は、トナー材料の溶解
ないし分散液を水系媒体中で攪拌しながら分散させることが好ましい。分散の方法として
は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、公知の分散機を用
いて行うことができる。分散機としては、低速せん断式分散機、高速せん断式分散機など
が挙げられる。このトナーの製造方法においては、乳化ないし分散の際、活性水素基含有
化合物と、活性水素基含有化合物と反応可能な重合体と、を伸長反応ないし架橋反応させ
ると、接着性基材が生成する。樹脂粒子は乳化中または乳化後に水系媒体に加えてもよい
。高速せん断分散機にて分散させながら行うか乳化後低速攪拌に切り替えて添加するか適
宜トナーへの樹脂粒子の付着性、固定化状況を見ながら行われる。
【０１０９】
（結着樹脂）
　結着樹脂は、紙等の記録材に対し接着性を示し、活性水素基含有化合物と、活性水素基
含有化合物と反応可能な重合体と、を水系媒体中で反応させてなる接着性ポリマーを含む
ことが好ましい。結着樹脂の重量平均分子量としては、特に制限はなく、目的に応じて適
宜選択することができるが、３，０００以上が好ましく、５，０００～１，０００，００
０がより好ましく、７，０００～５００，０００が特に好ましい。何故なら、重量平均分
子量が、３，０００未満であると、耐ホットオフセット性が悪化することがあるからであ
る。
【０１１０】
　結着樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択
することができるが、例えば、３０～７０℃が好ましく、４０～６５℃がより好ましい。
何故なら、ガラス転移温度（Ｔｇ）がこの範囲内であると、トナーの耐熱保存性が悪化す
ることがなく、低温定着性が十分となるからである。本実施形態の電子写真用トナーでは
、架橋反応、伸長反応したポリエステル樹脂が共存しているので、従来のポリエステル系
トナーと比較してガラス転移温度が低くても良好な保存性を示す。
【０１１１】
　ここで、本発明におけるガラス転移点（Ｔｇ）とは、具体的に次のような手順で決定さ
れる。測定装置として島津製作所製ＴＡ－６０ＷＳ、及びＤＳＣ－６０を用い、次に示す
測定条件で測定した。
　測定条件
　　サンプル容器：アルミニウム製サンプルパン（フタあり）
　　サンプル量：５ｍｇ
　　リファレンス：アルミニウム製サンプルパン（アルミナ１０ｍｇ）
　　雰囲気：窒素（流量５０ｍl/min）
　　温度条件
　　　開始温度：２０℃
　　　昇温速度：１０℃/min
　　　終了温度：１５０℃
　　　保持時間：なし
　　　降温温度：１０℃/min
　　　終了温度：２０℃
　　　保持時間：なし
　　　昇温速度：１０℃/min
　　　終了温度：１５０℃
【０１１２】
　測定した結果は前記島津製作所製データ解析ソフト（ＴＡ－６０、バージョン１．５２
）を用いて解析を行った。解析方法は２度目の昇温のＤＳＣ微分曲線であるＤｒＤＳＣ曲
線のもっとも低温側に最大ピークを示す点を中心として±５℃の範囲を指定し、解析ソフ
トのピーク解析機能を用いてピーク温度を求める。次にＤＳＣ曲線で前記ピーク温度＋５
℃、及び－５℃の範囲で解析ソフトのピーク解析機能をもちいてＤＳＣ曲線の最大吸熱温
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度を求める。ここで示された温度がトナーのＴｇに相当する。
【０１１３】
　トナーに含有される結着樹脂としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択するこ
とができるが、ポリエステル系樹脂、などが特に好適である。ポリエステル系樹脂として
は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、例えば、ウレア変性ポ
リエステル系樹脂と未変性ポリエステル樹脂が特に好適なものとして挙げられる。ウレア
変性ポリエステル系樹脂は、活性水素基含有化合物としてのアミン類（Ｂ）と、該活性水
素基含有化合物と反応可能な重合体としてのイソシアネート基含有ポリエステルプレポリ
マー（Ａ）とを水系媒体中で反応させて得られる。ウレア変性ポリエステル系樹脂は、ウ
レア結合のほかに、ウレタン結合を含んでいてもよい。この場合、該ウレア結合と該ウレ
タン結合との含有モル比（ウレア結合／ウレタン結合）としては、特に制限はなく、目的
に応じて適宜選択することができるが、１００／０～１０／９０が好ましく、８０／２０
～２０／８０がより好ましく、６０／４０～３０／７０が特に好ましい。何故なら、ウレ
ア結合が１０未満であると、耐ホットオフセット性が悪化することがあるからである。
【０１１４】
　ウレア変性ポリエステル樹脂と未変性ポリエステル樹脂の好ましい具体例としては、以
下のものが挙げられる。
（１）ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物及びイソフタル酸の重縮合物を
イソホロンジイソシアネートと反応させたポリエステルプレポリマーをイソホロンジアミ
ンでウレア化したものと、ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物及びイソフ
タル酸の重縮合物との混合物
（２）ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物及びイソフタル酸の重縮合物を
イソホロンジイソシアネートと反応させたポリエステルプレポリマーをイソホロンジアミ
ンでウレア化したものと、ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物及びテレフ
タル酸の重縮合物との混合物
【０１１５】
（３）ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物／ビスフェノールＡプロピレン
オキサイド２モル付加物及びテレフタル酸の重縮合物をイソホロンジイソシアネートと反
応させたポリエステルプレポリマーをイソホロンジアミンでウレア化したものと、ビスフ
ェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物／ビスフェノールＡプロピレンオキサイド２
モル付加物及びテレフタル酸の重縮合物との混合物
（４）ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物／ビスフェノールＡプロピレン
オキサイド２モル付加物及びテレフタル酸の重縮合物をイソホロンジイソシアネートと反
応させたポリエステルプレポリマーをイソホロンジアミンでウレア化したものと、ビスフ
ェノールＡプロピレンオキサイド２モル付加物及びテレフタル酸の重縮合物との混合物
【０１１６】
（５）ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物及びテレフタル酸の重縮合物を
イソホロンジイソシアネートと反応させたポリエステルプレポリマーを、ヘキサメチレン
ジアミンでウレア化したものと、ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物及び
テレフタル酸の重縮合物との混合物
（６）ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物及びテレフタル酸の重縮合物を
イソホロンジイソシアネートと反応させたポリエステルプレポリマーをヘキサメチレンジ
アミンでウレア化したものと、ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物／ビス
フェノールＡプロピレンオキサイド２モル付加物及びテレフタル酸の重縮合物との混合物
【０１１７】
（７）ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物及びテレフタル酸の重縮合物を
イソホロンジイソシアネートと反応させたポリエステルプレポリマーをエチレンジアミン
でウレア化したものと、ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物及びテレフタ
ル酸の重縮合物との混合物
（８）ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物及びイソフタル酸の重縮合物を
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ジフェニルメタンジイソシアネートと反応させたポリエステルプレポリマーをヘキサメチ
レンジアミンでウレア化したものと、ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物
及びイソフタル酸の重縮合物との混合物
【０１１８】
（９）ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物／ビスフェノールＡプロピレン
オキサイド２モル付加物及びテレフタル酸／ドデセニルコハク酸無水物の重縮合物をジフ
ェニルメタンジイソシアネートと反応させたポリエステルプレポリマーをヘキサメチレン
ジアミンでウレア化したものと、ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物／ビ
スフェノールＡプロピレンオキサイド２モル付加物及びテレフタル酸の重縮合物との混合
物
（１０）ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物及びイソフタル酸の重縮合物
をトルエンジイソシアネートと反応させたポリエステルプレポリマーをヘキサメチレンジ
アミンでウレア化したものと、ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物及びイ
ソフタル酸の重縮合物との混合物
【０１１９】
　ウレア変性ポリエステル樹脂は、例えば、（１）活性水素基含有化合物と反応可能な重
合体（例えば、イソシアネート基含有ポリエステルプレポリマー（Ａ））を含むトナー材
料の溶解ないし分散液を、活性水素基含有化合物（例えば、アミン類（Ｂ））と共に、水
系媒体中に乳化ないし分散させ、油滴を形成し、該水系媒体中で両者を伸長反応ないし架
橋反応させることにより生成させてもよく、（２）トナー材料の溶解ないし分散液を、予
め活性水素基含有化合物を添加した水系媒体中に乳化ないし分散させ、油滴を形成し、該
水系媒体中で両者を伸長反応ないし架橋反応させることにより生成させてもよい。あるい
は（３）トナー材料の溶解ないし分散液を、水系媒体中に添加混合させた後で、活性水素
基含有化合物を添加し、油滴を形成し、該水系媒体中で粒子界面から両者を伸長反応ない
し架橋反応させることにより生成させてもよい。なお、（３）の場合、生成するトナー表
面に優先的に変性ポリエステル樹脂が生成され、該トナー粒子に濃度勾配を設けることが
可能となる。
【０１２０】
　乳化ないし分散により、結着樹脂を生成させるための反応条件としては、特に制限はな
く、活性水素基含有化合物と反応可能な重合体と活性水素基含有化合物との組み合わせに
応じて適宜選択することができる。なお、反応時間としては、１０分間～４０時間が好ま
しく、２時間～２４時間がより好ましい。
【０１２１】
　水系媒体中において、活性水素基含有化合物と反応可能な重合体（例えば、イソシアネ
ート基含有ポリエステルプレポリマー（Ａ））を含む分散体を安定に形成する方法として
は、例えば、水系媒体中に、活性水素基含有化合物と反応可能な重合体（例えば、イソシ
アネート基含有ポリエステルプレポリマー（Ａ））、着色剤、離型剤、帯電制御剤、未変
性ポリエステル樹脂等のトナー材料を有機溶媒に溶解ないし分散させて調製したトナー材
料の溶解ないし分散液を添加し、せん断力により分散させる方法、等が挙げられる。
【０１２２】
　乳化ないし分散において、水系媒体の使用量としては、トナー材料１００重量部に対し
、５０～２，０００重量部が好ましく、１００～１，０００重量部がより好ましい。使用
量がこの範囲内であると、トナー材料の分散状態が良好であり、所定の粒径のトナー粒子
が得られ、生産コストが適正の範囲内となるからである。
　水系媒体には界面活性剤、樹脂微粒子の他に以下の無機化合物分散剤や高分子系保護コ
ロイドを併用することができる。難水溶性の無機化合物分散剤としては、例えば、リン酸
三カルシウム、炭酸カルシウム、酸化チタン、コロイダルシリカ、ヒドロキシアパタイト
、が挙げられる。
【０１２３】
　高分子系保護コロイドとしては、例えば、酸類、水酸基を含有する（メタ）アクリル系
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単量体、ビニルアルコール又はビニルアルコールとのエーテル類、ビニルアルコールとカ
ルボキシル基を含有する化合物のエステル類、アミド化合物又はこれらのメチロール化合
物、クロライド類、窒素原子若しくはその複素環を有するもの等のホモポリマー又は共重
合体、ポリオキシエチレン系、セルロース類が挙げられる。酸類としては、例えば、アク
リル酸、メタクリル酸、α－シアノアクリル酸、α－シアノメタクリル酸、イタコン酸、
クロトン酸、フマール酸、マレイン酸、無水マレイン酸が挙げられる。水酸基を含有する
（メタ）アクリル系単量体としては、例えば、アクリル酸β－ヒドロキシエチル、メタク
リル酸β－ヒドロキシエチル、アクリル酸β－ヒドロキシプロビル、メタクリル酸β－ヒ
ドロキシプロピル、アクリル酸γ－ヒドロキシプロピル、メタクリル酸γ－ヒドロキシプ
ロピル、アクリル酸３－クロロ２－ヒドロキシプロピル、メタクリル酸３－クロロ－２－
ヒドロキシプロピル、ジエチレングリコールモノアクリル酸エステル、ジエチレングリコ
ールモノメタクリル酸エステル、グリセリンモノアクリル酸エステル、グリセリンモノメ
タクリル酸エステル、Ｎ－メチロールアクリルアミド、Ｎ－メチロールメタクリルアミド
が挙げられる。
【０１２４】
　ビニルアルコール又はビニルアルコールとのエーテル類としては、例えば、ビニルメチ
ルエーテル、ビニルエチルエーテル、ビニルプロピルエーテルが挙げられる。また、ビニ
ルアルコールとカルボキシル基を含有する化合物のエステル類としては、例えば、酢酸ビ
ニル、プロピオン酸ビニル、酪酸ビニルが挙げられる。また、アミド化合物又はこれらの
メチロール化合物としては、例えば、アクリルアミド、メタクリルアミド、ジアセトンア
クリルアミド酸、又はこれらのメチロール化合物が挙げられる。
【０１２５】
　クロライド類としては、例えば、アクリル酸クロライド、メタクリル酸クロライドが挙
げられる。また、窒素原子若しくはその複素環を有するもの等ホモポリマー又は共重合体
としては、例えば、ビニルビリジン、ビニルピロリドン、ビニルイミダゾール、エチレン
イミンが挙げられる。
【０１２６】
　ポリオキシエチレン系としては、例えば、ポリオキシエチレン、ポリオキシプロピレン
、ポリオキシエチレンアルキルアミン、ポリオキシプロピレンアルキルアミン、ポリオキ
シエチレンアルキルアミド、ポリオキシプロピレンアルキルアミド、ポリオキシエチレン
ノニルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンラウリルフェニルエーテル、ポリオキシエ
チレンステアリルフェニルエステル、ポリオキシエチレンノニルフェニルエステルが挙げ
られる。また、セルロース類としては、例えば、メチルセルロース、ヒドロキシエチルセ
ルロース、ヒドロキシプロピルセルロースが挙げられる。
【０１２７】
　リン酸カルシウム塩等の酸、アルカリに溶解可能な分散安定剤を用いた場合は、塩酸等
の酸によりリン酸カルシウム塩を溶解した後、水洗する方法、酵素により分解する方法等
によって、微粒子からリン酸カルシウム塩を除去することが可能となる。
【０１２８】
（有機溶媒の除去）
　乳化ないし分散により得られた乳化スラリーから、有機溶媒を除去する。有機溶媒の除
去は、（１）反応系全体を徐々に昇温させて、油滴中の有機溶媒を完全に蒸発除去する方
法、（２）乳化分散体を乾燥雰囲気中に噴霧して、油滴中の非水溶性有機溶媒を完全に除
去してトナー微粒子を形成し、併せて水系分散剤を蒸発除去する方法、等が挙げられる。
有機溶媒の除去が行われるとトナー粒子が形成される。形成されたトナー粒子に対し、洗
浄、乾燥等を行い、さらにその後、所望により分級等を行う。該分級は、例えば、液中で
サイクロン、デカンター、遠心分離等により、微粒子部分を取り除くことにより行う。な
お、乾燥後に粉体として取得した後に分級操作を行ってもよい。
【０１２９】
　こうして得られたトナー粒子を、着色剤、離型剤、帯電制御剤等の粒子と共に混合した
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り、さらに機械的衝撃力を印加したりすることにより、トナー粒子の表面から離型剤等の
粒子が脱離するのを防止することができる。機械的衝撃力を印加する方法としては、例え
ば、高速で回転する羽根によって混合物に衝撃力を加える方法、高速気流中に混合物を投
入し加速させて粒子同士又は複合化した粒子を適当な衝突板に衝突させる方法が挙げられ
る。この方法に用いる装置としては、例えば、オングミル（ホソカワミクロン株式会社製
）、Ｉ式ミル（日本ニューマチック株式会社製）を改造して粉砕エアー圧カを下げた装置
、ハイブリダイゼイションシステム（奈良機械製作所株式会社製）、クリプトロンシステ
ム（川崎重工業株式会社製）、自動乳鉢が挙げられる。
　トナー本体表面に樹脂粒子が付着固定化した構造を取るには、あらかじめ水系媒体中に
樹脂粒子を存在させておけばよい。もしくは、トナー材料を有機溶媒に溶解または分散し
、このトナー前駆体の溶解または分散液を界面活性剤と必要であれば樹脂微粒子が含まれ
る水系媒体中で乳化乃至分散した後に有機溶媒を除去してトナーを製造する際に、有機溶
媒を除去前または除去している途中、終了後に水系媒体中へ樹脂粒子を添加してもよい。
【０１３０】
［本発明のトナー製造に用いる原料］
（樹脂微粒子）
　本発明で用いられる樹脂微粒子用の樹脂としては、水系媒体中で水性分散液を形成しう
る樹脂であれば特に制限はなく、公知の樹脂の中から目的に応じて適宜選択することがで
きる。樹脂微粒子用の樹脂としては、熱可塑性樹脂であっても熱硬化性樹脂でもよく、例
えば、ビニル樹脂、ポリウレタン樹脂、エポキシ樹脂、ポリエステル樹脂、ポリアミド樹
脂、ポリイミド樹脂、ケイ素樹脂、フェノール樹脂、メラミン樹脂、ユリア樹脂、アニリ
ン樹脂、アイオノマー樹脂、ポリカーボネート樹脂を用いることができる。これらは、１
種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。これらの中でも、微細な球状の
樹脂微粒子の水性分散液が得られ易い点で、ビニル樹脂、ポリウレタン樹脂、エポキシ樹
脂及びポリエステル樹脂から選択される少なくとも１種で形成されるのが好ましい。なお
、ビニル樹脂は、ビニルモノマーを単独重合又は共重合したポリマーであり、例えば、ス
チレン－（メタ）アクリル酸エステル樹脂、スチレン－ブタジエン共重合体、（メタ）ア
クリル酸－アクリル酸エステル重合体、スチレン－アクリロニトリル共重合体、スチレン
－無水マレイン酸共重合体、スチレン－（メタ）アクリル酸共重合体が挙げられる。
【０１３１】
　樹脂中にカルボン酸基、スルホン酸基などのアニオン性基を導入することもできる。粒
子径としては一次粒子の平均粒径として５～５０ｎｍが乳化粒子の粒子径と粒子径分布を
制御するのに重要であり、さらに好ましくは１０～２５ｎｍの粒子径である。なお、粒子
径はＳＥＭ、ＴＥＭ、光散乱法などによって測定できる。好ましくはレーザー散乱測定法
による堀場製作所製ＬＡ－９２０によって、測定レンジに入るように適切な濃度に希釈し
て測定すればよい。粒子径は体積平均径として求められる。
【０１３２】
　樹脂微粒子は、目的に応じて適宜選択した公知の方法に従って重合させることにより得
ることができるが、樹脂微粒子の水性分散液として得ることが好ましい。樹脂微粒子の水
性分散液の調製方法としては、例えば、以下の方法が好適に挙げられる。
（１）ビニル樹脂の場合、ビニルモノマーを出発原料として、懸濁重合法、乳化重合法、
シード重合法及び分散重合法から選択されるいずれかの重合反応により、直接、樹脂微粒
子の水性分散液を製造する方法
（２）ポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂、エポキシ樹脂等の重付加ないし縮合系樹脂
の場合、前駆体（モノマー、オリゴマー等）又はその溶剤溶液を適当な分散剤の存在下、
水性媒体中に分散させた後、加熱、又は硬化剤を添加して硬化させて、樹脂微粒子の水性
分散液を製造する方法
【０１３３】
（３）ポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂、エポキシ樹脂等の重付加ないし縮合系樹脂
の場合、前駆体（モノマー、オリゴマー等）又はその溶剤溶液（液体であることが好まし
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い。加熱により液状化してもよい）中に適当な乳化剤を溶解させた後、水を加えて転相乳
化する方法
（４）予め重合反応（付加重合、開環重合、重付加、付加縮合、縮合重合等いずれの重合
反応様式であってもよい）により調製した樹脂を機械回転式又はジェット式等の微粉砕機
を用いて粉砕し、次いで、分級することによって樹脂微粒子を得た後、適当な分散剤の存
在下、水中に分散させる方法
【０１３４】
（５）予め重合反応（付加重合、開環重合、重付加、付加縮合、縮合重合等いずれの重合
反応様式であってもよい）により調製した樹脂を溶剤に溶解した樹脂溶液を霧状に噴霧す
ることにより樹脂微粒子を得た後、該樹脂微粒子を適当な分散剤の存在下、水中に分散さ
せる方法
（６）予め重合反応（付加重合、開環重合、重付加、付加縮合、縮合重合等いずれの重合
反応様式であってもよい）により調製した樹脂を溶剤に溶解した樹脂溶液に貧溶剤を添加
するか、又は予め溶剤に加熱溶解した樹脂溶液を冷却することにより樹脂微粒子を析出さ
せ、次に溶剤を除去して樹脂微粒子を得た後、樹脂微粒子を適当な分散剤存在下、水中に
分散させる方法
【０１３５】
（７）予め重合反応（付加重合、開環重合、重付加、付加縮合、縮合重合等いずれの重合
反応様式であってもよい）により調製した樹脂を溶剤に溶解した樹脂溶液を、適当な分散
剤存在下、水性媒体中に分散させた後、加熱又は減圧等によって溶剤を除去する方法
（８）予め重合反応（付加重合、開環重合、重付加、付加縮合、縮合重合等いずれの重合
反応様式であってもよい）により調製した樹脂を溶剤に溶解した樹脂溶液中に適当な乳化
剤を溶解させた後、水を加えて転相乳化する方法
【０１３６】
（樹脂粒子の効果）
　樹脂粒子が酢酸エチルに対する膨潤性を有していれば、安定した転写率及び目的の定着
上下限温度が期待できるのみならず、０．９５０～０．９９０の円形度を有し、且つ、Ｂ
ＥＴ比表面積０．５～４．０ｍ2／ｇ程度の滑らかな表面性状を有するクリーニング性に
優れた異形化トナーが作成できる。しかし、膨潤性の程度が大きすぎると、円形度が低く
なり過ぎる傾向があり、また、膨潤性の程度が小さすぎると、ＢＥＴ比表面積が大きく、
転写率の劣るトナーが作成される傾向がある。
【０１３７】
（界面活性剤）
　本発明のトナーの製造で用いられるアニオン性界面活性剤としては、例えば、アルキル
ベンゼンスルホン酸塩、α－オレフィンスルホン酸塩、リン酸エステルが挙げられ、フル
オロアルキル基を有するアニオン性界面活性剤が好適に挙げられる。フルオロアルキル基
を有するアニオン性界面活性剤としては、例えば、炭素数２～１０のフルオロアルキルカ
ルボン酸又はその金属塩、パーフルオロオクタンスルホニルグルタミン酸ジナトリウム、
３－［ω－フルオロアルキル（炭素数６～１１）オキシ］－１－アルキル（炭素数３～４
）スルホン酸ナトリウム、３－［ω－フルオロアルカノイル（炭素数６～８）－Ｎ－エチ
ルアミノ］－１－プロパンスルホン酸ナトリウム、フルオロアルキル（炭素数１１～２０
）カルボン酸又はその金属塩、パーフルオロアルキルカルボン酸（炭素数７～１３）又は
その金属塩、パーフルオロアルキル（炭素数４～１２）スルホン酸又はその金属塩、パー
フルオロオクタンスルホン酸ジエタノールアミド、Ｎ－プロピル－Ｎ－（２－ヒドロキシ
エチル）パーフルオロオクタンスルホンアミド、パーフルオロアルキル（炭素数６～１０
）スルホンアミドプロピルトリメチルアンモニウム塩、パーフルオロアルキル（炭素数６
～１０）－Ｎ－エチルスルホニルグリシン塩、モノパーフルオロアルキル（炭素数６～１
６）エチルリン酸エステルが挙げられる。
【０１３８】
　フルオロアルキル基を有するアニオン性界面活性剤の市販品としては、例えば、サーフ
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ロンＳ－１１１、Ｓ－１１２、Ｓ－１１３（旭硝子社製）；フロラードＦＣ－９３、ＦＣ
－９５、ＦＣ－９８、ＦＣ－１２９（住友３Ｍ社製）；ユニダインＤＳ－１０１、ＤＳ－
１０２（ダイキン工業社製）；メガファックＦ－１１０、Ｆ－１２０、Ｆ－１１３、Ｆ－
１９１、Ｆ－８１２、Ｆ－８３３（大日本インキ社製）；エクトップＥＦ－１０２、１０
３、１０４、１０５、１１２、１２３Ａ、１２３Ｂ、３０６Ａ、５０１、２０１、２０４
（ト－ケムプロダクツ社製）；フタージェントＦ－１００、Ｆ１５０（ネオス社製）が挙
げられる。
　そのほかにカチオン性界面活性剤、ノニオン性界面活性剤も使用可能である。
【０１３９】
（結着樹脂）
　本発明のトナーの製造方法に用いるトナー材料に含まれる結着樹脂としては、特に制限
はなく、ポリエステル系樹脂、シリコーン樹脂、スチレン・アクリル樹脂、スチレン樹脂
、アクリル樹脂、エポキシ樹脂、ジエン系樹脂、フェノール樹脂、テルペン樹脂、クマリ
ン樹脂、アミドイミド樹脂、ブチラール樹脂、ウレタン樹脂、エチレン・酢酸ビニル樹脂
等、公知の結着樹脂を用いることができる。
【０１４０】
　この中でも本発明のトナーの製造方法に用いる結着樹脂としては、定着時にシャープメ
ルトし、画像表面を平滑化できる点で、低分子量化しても十分な可とう性を有しているポ
リエステル系樹脂が好ましく、ポリエステル系樹脂にさらに他の樹脂を組み合わせて用い
てもよい。
　本発明で用いるポリエステル系樹脂とは、下記一般式（１）で表される１種若しくは２
種以上のポリオールと、
　　Ａ－（ＯＨ）ｍ　・・・　（１）
［式中、Ａは炭素数１～２０のアルキル基、アルキレン基、置換基を有していてもよい芳
香族基若しくはヘテロ環芳香族基を表す。ｍは２～４の整数を表す。］
下記一般式（２）で表される１種若しくは２種以上のポリカルボン酸とをポリエステル化
したものである。
　　Ｂ－（ＣＯＯＨ）ｎ　・・・（２）
［式中、Ｂは炭素数１～２０のアルキル基、アルキレン基、置換基を有していてもよい芳
香族基若しくはヘテロ環芳香族基を表す。ｎは２～４の整数を表す。］
【０１４１】
　一般式（１）で表される具体的なポリオールとしては、エチレングリコール、ジエチレ
ングリコール、トリエチレングリコール、１，２－プロピレングリコール、１，３－プロ
ピレングリコール、１，４－ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、１，４－ブテン
ジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，４－シクロヘキ
サンジメタノール、ジプロピレングリコール、ポリエチレングリコール、ポリプロピレン
グリコール、ポリテトラメチレングリコール、ソルビトール、１，２，３，６－ヘキサン
テトロール、１，４－ソルビタン、ペンタエリスリトール、ジペンタエリスリトール、ト
リペンタエリスリトール、１，２，４－ブタントリオール、１，２，５－ペンタントリオ
ール、グリセロール、２－メチルプロパントリオール、２－メチル－１，２，４－ブタン
トリオール、トリメチロールエタン、トリメチロールプロパン、１，３，５－トリヒドロ
キシメチルベンゼン、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＡ酸化エチレン付加物、ビスフ
ェノールＡ酸化プロピレン付加物、水素化ビスフェノールＡ、水素化ビスフェノールＡ酸
化エチレン付加物、水素化ビスフェノールＡ酸化プロピレン付加物等が挙げられる。
【０１４２】
　一般式（２）で表される具体的なポリカルボン酸としては、マレイン酸、フマール酸、
シトラコン酸、イタコン酸、グルタコン酸、フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、コ
ハク酸、アジピン酸、セバチン酸、アゼライン酸、マロン酸、ｎ－ドデセニルコハク酸、
イソオクチルコハク酸、イソドデセニルコハク酸、ｎ－ドデシルコハク酸、イソドデシル
コハク酸、ｎ－オクテニルコハク酸、ｎ－オクチルコハク酸、イソオクテニルコハク酸、
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イソオクチルコハク酸、１，２，４－ベンゼントリカルボン酸、２，５，７－ナフタレン
トリカルボン酸、１，２，４－ナフタレントリカルボン酸、１，２，４－ブタントリカル
ボン酸、１，２，５－ヘキサントリカルボン酸、１，３－ジカルボキシル－２－メチル－
２－メチレンカルボキシプロパン、１，２，４－シクロヘキサントリカルボン酸、テトラ
（メチレンカルボキシル）メタン、１，２，７，８－オクタンテトラカルボン酸、ピロメ
リット酸、エンポール三量体酸等、シクロヘキサンジカルボン酸、シクロヘキセンジカル
ボン酸、ブタンテトラカルボン酸、ジフェニルスルホンテトラカルボン酸、エチレングリ
コールビス（トリメリット酸）等が挙げられる。
【０１４３】
（活性水素基含有化合物）
　本発明のトナー材料中に活性水素基含有化合物及び該化合物と反応可能な変性ポリエス
テル樹脂が含まれることにより、得られるトナーの機械的強度が高まり、樹脂粒子や外添
剤の埋没を抑制することができる。活性水素基含有化合物がカチオン性の極性を有す場合
には、樹脂粒子を静電的に引き寄せることもできる。また、トナーの加熱定着時の流動性
を調節でき定着温度幅を広げることもできる。なお、活性水素基含有化合物及び該化合物
と反応可能な変性ポリエステル樹脂は、結着樹脂前駆体であるとも言える。
【０１４４】
　活性水素基含有化合物は、水系媒体中で、該活性水素基含有化合物と反応可能な重合体
が伸長反応、架橋反応等する際の伸長剤、架橋剤等として作用する。活性水素基含有化合
物としては、活性水素基を有していれば特に制限はなく目的に応じて適宜選択することが
でき、例えば、該活性水素基含有化合物と反応可能な重合体がイソシアネート基含有ポリ
エステルプレポリマー（Ａ）である場合には、イソシアネート基含有ポリエステルプレポ
リマー（Ａ）と伸長反応、架橋反応等の反応により高分子量化可能な点で、アミン類（Ｂ
）が好適である。
【０１４５】
　活性水素基としては、活性水素基を有すれば特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができ、例えば、水酸基（アルコール性水酸基又はフェノール性水酸基）、アミノ
基、カルボキシル基、メルカプト基を用いることができる。これらは、１種単独で使用し
てもよいし、２種以上を併用してもよい。
【０１４６】
　アミン類（Ｂ）としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例
えば、ジアミン（Ｂ１）、３価以上のポリアミン（Ｂ２）、アミノアルコール（Ｂ３）、
アミノメルカプタン（Ｂ４）、アミノ酸（Ｂ５）、Ｂ１～Ｂ５のアミノ基をブロックした
もの（Ｂ６）を用いることができる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上
を併用してもよい。これらの中でも、ジアミン（Ｂ１）、ジアミン（Ｂ１）と少量の３価
以上のポリアミン（Ｂ２）との混合物、が特に好ましい。
【０１４７】
　ジアミン（Ｂ１）としては、例えば、芳香族ジアミン、脂環式ジアミン、脂肪族ジアミ
ンが挙げられる。該芳香族ジアミンとしては、例えば、フェニレンジアミン、ジエチルト
ルエンジアミン、４，４'ジアミノジフェニルメタンが挙げられる。該脂環式ジアミンと
しては、例えば、４，４'－ジアミノ－３，３'ジメチルジシクロヘキシルメタン、ジアミ
ンシクロヘキサン、イソホロンジアミンが挙げられる。該脂肪族ジアミンとしては、例え
ば、エチレンジアミン、テトラメチレンジアミン、ヘキサメチレンジアミンが挙げられる
。
【０１４８】
　３価以上のポリアミン（Ｂ２）としては、例えば、ジエチレントリアミン、トリエチレ
ンテトラミンが挙げられる。また、アミノアルコール（Ｂ３）としては、例えば、エタノ
ールアミン、ヒドロキシエチルアニリンが挙げられる。また、アミノメルカプタン（Ｂ４
）としては、例えば、アミノエチルメルカプタン、アミノプロピルメルカプタン、が挙げ
られる。また、アミノ酸（Ｂ５）としては、例えば、アミノプロピオン酸、アミノカプロ
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ン酸が挙げられる。
【０１４９】
　Ｂ１～Ｂ５のアミノ基をブロックしたもの（Ｂ６）としては、例えば、Ｂ１からＢ５の
いずれかのアミン類とケトン類（アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケト
ン等）から得られるケチミン化合物、オキサゾリゾン化合物が挙げられる。
【０１５０】
　活性水素基含有化合物と活性水素基含有化合物と反応可能な重合体との伸長反応、架橋
反応等を停止させるには、反応停止剤を用いる。反応停止剤を用いると、接着性基材の分
子量等を所望の範囲に制御することができる点で好ましい。該反応停止剤としては、モノ
アミン（ジエチルアミン、ジブチルアミン、ブチルアミン、ラウリルアミン等）、又はこ
れらをブロックしたもの（ケチミン化合物）、などを用いることができる。
【０１５１】
　アミン類（Ｂ）と、イソシアネート基含有ポリエステルプレポリマー（Ａ）との混合比
率としては、イソシアネート基含有プレポリマー（Ａ）中のイソシアネート基［ＮＣＯ］
と、アミン類（Ｂ）中のアミノ基［ＮＨｘ］の混合当量比（［ＮＣＯ］／［ＮＨｘ］）が
、１／３～３／１であることが好ましく、１／２～２／１であることがより好ましく、１
／１．５～１．５／１であることが特に好ましい。何故なら、混合当量比（［ＮＣＯ］／
［ＮＨｘ］）が、１／３以上であると、低温定着性が低下することがなく、３／１以下で
あると、ウレア変性ポリエステル樹脂の分子量が低くなり、耐ホットオフセット性が悪化
することがないからである。
【０１５２】
（活性水素基含有化合物と反応可能な重合体）
　活性水素基含有化合物と反応可能な重合体（以下「プレポリマー」）としては、活性水
素基含有化合物と反応可能な部位を少なくとも有しているものであれば特に制限はなく、
公知の樹脂等の中から適宜選択することができ、例えば、ポリオール樹脂、ポリアクリル
樹脂、ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂、これらの誘導体樹脂を用いることができる。こ
れらの中でも、溶融時の高流動性、透明性の点で、ポリエステル樹脂が特に好ましい。な
お、これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【０１５３】
　プレポリマーにおける活性水素基含有化合物と反応可能な部位としては、特に制限はな
く、公知の置換基等の中から適宜選択することができるが、例えば、イソシアネート基、
エポキシ基、カルボン酸、酸クロリド基が挙げられる。これらは、１種単独で含まれてい
てもよいし、２種以上が含まれていてもよい。これらの中でも、イソシアネート基が特に
好ましい。プレポリマーの中でも、高分子成分の分子量を調節し易く、乾式トナーにおけ
るオイルレス低温定着特性、特に定着用加熱媒体への離型オイル塗布機構のない場合でも
良好な離型性及び定着性を確保できる点で、ウレア結合生成基含有ポリエステル樹脂（Ｒ
ＭＰＥ）が特に好ましい。
【０１５４】
　ウレア結合生成基としては、例えば、イソシアネート基が挙げられる。ウレア結合生成
基含有ポリエステル樹脂（ＲＭＰＥ）における該ウレア結合生成基が該イソシアネート基
である場合、該ポリエステル樹脂（ＲＭＰＥ）としては、イソシアネート基含有ポリエス
テルプレポリマー（Ａ）等が特に好適である。イソシアネート基含有ポリエステルプレポ
リマー（Ａ）としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば
、ポリオール（ＰＯ）とポリカルボン酸（ＰＣ）との重縮合物であり、かつ活性水素基含
有ポリエステル樹脂をポリイソシアネート（ＰＩＣ）と反応させてなるものが挙げられる
。ポリオール（ＰＯ）としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
、例えば、ジオール（ＤＩＯ）、３価以上のポリオール（ＴＯ）、ジオール（ＤＩＯ）と
３価以上のポリオール（ＴＯ）との混合物が挙げられる。これらは、１種単独で使用して
もよいし、２種以上を併用してもよい。これらの中でも、ジオール（ＤＩＯ）単独、又は
ジオール（ＤＩＯ）と少量の３価以上のポリオール（ＴＯ）との混合物、が好ましい。
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【０１５５】
　ジオール（ＤＩＯ）としては、例えば、アルキレングリコール、アルキレンエーテルグ
リコール、脂環式ジオール、脂環式ジオールのアルキレンオキサイド付加物、ビスフェノ
ール類、ビスフェノール類のアルキレンオキサイド付加物が挙げられる。
　アルキレングリコールとしては、炭素数２～１２のものが好ましく、例えば、エチレン
グリコール、１，２－プロピレングリコール、１，３－プロピレングリコール、１，４－
ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオールが挙げられる。アルキレンエーテルグリコー
ルとしては、例えば、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、ジプロピレング
リコール、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリテトラメチレンエ
ーテルグリコールが挙げられる。また、脂環式ジオールとしては、例えば、１，４－シク
ロヘキサンジメタノール、水素添加ビスフェノールＡが挙げられる。また、脂環式ジオー
ルのアルキレンオキサイド付加物としては、例えば、脂環式ジオールに対し、エチレンオ
キサイド、プロピレンオキサイド、ブチレンオキサイド等のアルキレンオキサイドを付加
物としたものが挙げられる。また、ビスフェノール類としては、例えば、ビスフェノール
Ａ、ビスフェノールＦ、ビスフェノールＳが挙げられる。また、ビスフェノール類のアル
キレンオキサイド付加物としては、例えば、ビスフェノール類に対し、エチレンオキサイ
ド、プロピレンオキサイド、ブチレンオキサイド等のアルキレンオキサイドを付加物とし
たものが挙げられる。これらの中でも、炭素数２～１２のアルキレングリコール、ビスフ
ェノール類のアルキレンオキサイド付加物等が好ましく、ビスフェノール類のアルキレン
オキサイド付加物、ビスフェノール類のアルキレンオキサイド付加物と炭素数２～１２の
アルキレングリコールとの混合物が特に好ましい。
【０１５６】
　３価以上のポリオール（ＴＯ）としては、３～８価又はそれ以上のものが好ましく、例
えば、３価以上の多価脂肪族アルコール、３価以上のポリフェノール類、３価以上のポリ
フェノール類のアルキレンオキサイド付加物が挙げられる。また、３価以上の多価脂肪族
アルコールとしては、例えば、グリセリン、トリメチロールエタン、トリメチロールプロ
パン、ペンタエリスリトール、ソルビトールが挙げられる。また、３価以上のポリフェノ
ール類としては、例えば、トリスフェノール体（本州化学工業株式会社製のトリスフェノ
ールＰＡなど）、フェノールノボラック、クレゾールノボラックが挙げられる。また、３
価以上のポリフェノール類のアルキレンオキサイド付加物としては、例えば、３価以上の
ポリフェノール類に対し、エチレンオキサイド、プロピレンオキサイド、ブチレンオキサ
イド等のアルキレンオキサイドを付加物したものが挙げられる。
【０１５７】
　ジオール（ＤＩＯ）と３価以上のポリオール（ＴＯ）との混合物におけるジオール（Ｄ
ＩＯ）と３価以上のポリオール（ＴＯ）との混合質量比（ＤＩＯ：ＴＯ）としては、１０
０：０．０１～１０が好ましく、１００：０．０１～１がより好ましい。
【０１５８】
　ポリカルボン酸（ＰＣ）としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
できるが、例えば、ジカルボン酸（ＤＩＣ）、３価以上のポリカルボン酸（ＴＣ）、ジカ
ルボン酸（ＤＩＣ）と３価以上のポリカルボン酸との混合物が挙げられる。これらは、１
種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。これらの中でも、ジカルボン酸
（ＤＩＣ）単独、又はジカルボン酸（ＤＩＣ）と少量の３価以上のポリカルボン酸（ＴＣ
）との混合物が好ましい。
【０１５９】
　ジカルボン酸（ＤＩＣ）としては、例えば、アルキレンジカルボン酸、アルケニレンジ
カルボン酸、芳香族ジカルボン酸が挙げられる。また、アルキレンジカルボン酸としては
、例えば、コハク酸、アジピン酸、セバシン酸が挙げられる。また、アルケニレンジカル
ボン酸としては、炭素数４～２０のものが好ましく、例えば、マレイン酸、フマール酸が
挙げられる。また、芳香族ジカルボン酸としては、炭素数８～２０のものが好ましく、例
えば、フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、ナフタレンジカルボン酸が挙げられる。
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これらの中でも、炭素数４～２０のアルケニレンジカルボン酸、炭素数８～２０の芳香族
ジカルボン酸が好ましい。
【０１６０】
　３価以上のポリカルボン酸（ＴＣ）としては、３～８価又はそれ以上のものが好ましく
、例えば、芳香族ポリカルボン酸が挙げられる。また、芳香族ポリカルボン酸としては、
炭素数９～２０のものが好ましく、例えば、トリメリット酸、ピロメリット酸が挙げられ
る。
【０１６１】
　ポリカルボン酸（ＰＣ）としては、ジカルボン酸（ＤＩＣ）、３価以上のポリカルボン
酸（ＴＣ）、及び、ジカルボン酸（ＤＩＣ）と３価以上のポリカルボン酸との混合物、か
ら選択されるいずれかの酸無水物又は低級アルキルエステル物を用いることもできる。低
級アルキルエステルとしては、例えば、メチルエステル、エチルエステル、イソプロピル
エステルが挙げられる。
【０１６２】
　ジカルボン酸（ＤＩＣ）と３価以上のポリカルボン酸（ＴＣ）との混合物におけるジカ
ルボン酸（ＤＩＣ）と３価以上のポリカルボン酸（ＴＣ）との混合質量比（ＤＩＣ：ＴＣ
）としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、１００：
０．０１～１０が好ましく、１００：０．０１～１がより好ましい。
【０１６３】
　ポリオール（ＰＯ）とポリカルボン酸（ＰＣ）とを重縮合反応させる際の混合比率とし
ては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、例えば、ポリオール
（ＰＯ）における水酸基［ＯＨ］と、ポリカルボン酸（ＰＣ）におけるカルボキシル基［
ＣＯＯＨ］との当量比（［ＯＨ］／［ＣＯＯＨ］）が、通常、２／１～１／１であるのが
好ましく、１．５／１～１／１であるのがより好ましく、１．３／１～１．０２／１であ
るのが特に好ましい。
【０１６４】
　ポリオール（ＰＯ）のイソシアネート基含有ポリエステルプレポリマー（Ａ）における
含有量としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、例えば、
０．５～４０重量％が好ましく、１～３０重量％がより好ましく、２～２０重量％が特に
好ましい。何故なら、含有量が、０．５重量％以上であると、耐ホットオフセット性が良
好であり、トナーの耐熱保存性と低温定着性とを両立させることが可能であり、４０重量
％以下であると、低温定着性が悪化することがないからである。
【０１６５】
　ポリイソシアネート（ＰＩＣ）としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択する
ことができるが、例えば、脂肪族ポリイソシアネート、脂環式ポリイソシアネート、芳香
族ジイソシアネート、芳香脂肪族ジイソシアネート、イソシアヌレート類、これらのフェ
ノール誘導体、オキシム、カプロラクタム等でブロックしたものが挙げられる。
　脂肪族ポリイソシアネートとしては、例えば、テトラメチレンジイソシアネート、ヘキ
サメチレンジイソシアネート、２，６－ジイソシアナトメチルカプロエート、オクタメチ
レンジイソシアネート、デカメチレンジイソシアネート、ドデカメチレンジイソシアネー
ト、テトラデカメチレンジイソシアネート、トリメチルヘキサンジイソシアネート、テト
ラメチルヘキサンジイソシアネートが挙げられる。また、脂環式ポリイソシアネートとし
ては、例えば、イソホロンジイソシアネート、シクロヘキシルメタンジイソシアネートが
挙げられる。また、芳香族ジイソシアネートとしては、例えば、トリレンジイソシアネー
ト、ジフェニルメタンジイソシアネート、１，５－ナフチレンジイソシアネート、ジフェ
ニレン－４，４'－ジイソシアネート、４，４'－ジイソシアナト－３，３'－ジメチルジ
フェニル、３－メチルジフェニルメタン－４，４'－ジイソシアネート、ジフェニルエー
テル－４，４'－ジイソシアネートが挙げられる。また、芳香脂肪族ジイソシアネートと
しては、例えば、α，α，α'，α'－テトラメチルキシリレンジイソシアネートが挙げら
れる。また、イソシアヌレート類としては、例えば、トリス－イソシアナトアルキル－イ
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ソシアヌレート、トリイソシアナトシクロアルキル－イソシアヌレートが挙げられる。こ
れらは、１種単独でも使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【０１６６】
　ポリイソシアネート（ＰＩＣ）と、活性水素基含有ポリエステル樹脂（例えば水酸基含
有ポリエステル樹脂）とを反応させる際の混合比率としては、ポリイソシアネート（ＰＩ
Ｃ）におけるイソシアネート基［ＮＣＯ］と水酸基含有ポリエステル樹脂における水酸基
［ＯＨ］との混合当量比（［ＮＣＯ］／［ＯＨ］）が、通常、５／１～１／１であるのが
好ましく、４／１～１．２／１でるのがより好ましく、３／１～１．５／１であるのが特
に好ましい。何故なら、イソシアネート基［ＮＣＯ］が、５以下であると、低温定着性が
悪化することがなく、１以上であると、耐オフセット性が悪化することがないからである
。
【０１６７】
　ポリイソシアネート（ＰＩＣ）のイソシアネート基含有ポリエステルプレポリマー（Ａ
）における含有量としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが
、例えば、０．５～４０重量％が好ましく、１～３０重量％がより好ましく、２～２０重
量％がさらに好ましい。何故なら、含有量が、０．５重量％以上であると、耐ホットオフ
セット性が良好であり、耐熱保存性と低温定着性とを両立させることができ、４０重量％
以下であると、低温定着性が悪化することがないからである。
【０１６８】
　イソシアネート基含有ポリエステルプレポリマー（Ａ）の１分子当たりに含まれるイソ
シアネート基の平均数としては、１以上が好ましく、１．２～５がより好ましく、１．５
～４がより好ましい。何故なら、イソシアネート基の平均数が１以上であると、ウレア結
合生成基で変性されているポリエステル樹脂（ＲＭＰＥ）の分子量が低くなり過ぎず、耐
ホットオフセット性が良好となるからである。
【０１６９】
　活性水素基含有化合物と反応可能な重合体の重量平均分子量（Ｍｗ）としては、テトラ
ヒドロフラン（ＴＨＦ）可溶分のＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロマトグラフィ）によ
る分子量分布で、３，０００～４０，０００が好ましく、４，０００～３０，０００がよ
り好ましい。何故なら、重量平均分子量（Ｍｗ）が、３，０００以上であると、耐熱保存
性が良好であり、４０，０００以下であると、低温定着性が良好となるからである。
【０１７０】
　ゲルパーミエーションクロマトグラフィ（ＧＰＣ）による分子量分布の測定は、例えば
、以下のようにして行うことができる。すなわち、まず、４０℃のヒートチャンバー中で
カラムを安定させ、この温度でカラム溶媒としてテトラヒドロフラン（ＴＨＦ）を毎分１
ｍｌの流速で流し、試料濃度を０．０５～０．６重量％に調整した樹脂のテトラヒドロフ
ラン試料溶液を５０～２００μｌ注入して測定する。試料における分子量の測定に当たっ
ては、試料の有する分子量分布を数種の単分散ポリスチレン標準試料により作成された検
量線の対数値とカウント数との関係から算出する。検量線作成用の標準ポリスチレン試料
としては、Ｐｒｅｓｓｕｒｅ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．又は東洋ソーダ工業社製の分子
量が６×１０2、２．１×１０2、４×１０2、１．７５×１０4、１．１×１０5、３．９
×１０5、８．６×１０5、２×１０6、及び４．４８×１０6のものを用い、少なくとも１
０点程度の標準ポリスチレン試料を用いることが好ましい。なお、検出器としてはＲＩ（
屈折率）検出器を用いることができる。
【０１７１】
（その他の成分）
　その他の成分としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例え
ば、着色剤、離型剤、帯電制御剤、無機微粒子、流動性向上剤、クリーニング性向上剤、
磁性材料、金属石鹸が挙げられる。
【０１７２】
（着色剤）
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　本発明に使用するトナー用の着色剤としては、特に制限はなく、公知の染料及び顔料の
中から目的に応じて適宜選択することができ、例えば、カーボンブラック、ニグロシン染
料、鉄黒、ナフトールイエローＳ、ハンザイエロー（１０Ｇ、５Ｇ、Ｇ）、カドミュウム
イエロー、黄色酸化鉄、黄土、黄鉛、チタン黄、ポリアゾイエロー、オイルイエロー、ハ
ンザイエロー（ＧＲ、Ａ、ＲＮ、Ｒ）、ピグメントイエローＬ、ベンジジンイエロー（Ｇ
、ＧＲ）、パーマネントイエロー（ＮＣＧ）、バルカンファストイエロー（５Ｇ、Ｒ）、
タートラジンレーキ、キノリンイエローレーキ、アンスラザンイエローＢＧＬ、イソイン
ドリノンイエロー、ベンガラ、鉛丹、鉛朱、カドミュウムレッド、カドミュウムマーキュ
リレッド、アンチモン朱、パーマネントレッド４Ｒ、パラレッド、ファイセーレッド、パ
ラクロルオルトニトロアニリンレッド、リソールファストスカーレットＧ、ブリリアント
ファストスカーレット、ブリリアントカーンミンＢＳ、パーマネントレッド（Ｆ２Ｒ、Ｆ
４Ｒ、ＦＲＬ、ＦＲＬＬ、Ｆ４ＲＨ）、ファストスカーレットＶＤ、ベルカンファストル
ビンＢ、ブリリアントスカーレットＧ、リソールルビンＧＸ、パーマネントレッドＦ５Ｒ
、ブリリアントカーミン６Ｂ、ポグメントスカーレット３Ｂ、ボルドー５Ｂ、トルイジン
マルーン、パーマネントボルドーＦ２Ｋ、ヘリオボルドーＢＬ、ボルドー１０Ｂ、ボンマ
ルーンライト、ボンマルーンメジアム、エオシンレーキ、ローダミンレーキＢ、ローダミ
ンレーキＹ、アリザリンレーキ、チオインジゴレッドＢ、チオインジゴマルーン、オイル
レッド、キナクリドンレッド、ピラゾロンレッド、ポリアゾレッド、クロームバーミリオ
ン、ベンジジンオレンジ、ペリノンオレンジ、オイルオレンジ、コバルトブルー、セルリ
アンブルー、アルカリブルーレーキ、ピーコックブルーレーキ、ビクトリアブルーレーキ
、無金属フタロシアニンブルー、フタロシアニンブルー、ファストスカイブルー、インダ
ンスレンブルー（ＲＳ、ＢＣ）、インジゴ、群青、紺青、アントラキノンブルー、ファス
トバイオレットＢ、メチルバイオレットレーキ、コバルト紫、マンガン紫、ジオキサンバ
イオレット、アントラキノンバイオレット、クロムグリーン、ジンクグリーン、酸化クロ
ム、ピリジアン、エメラルドグリーン、ピグメントグリーンＢ、ナフトールグリーンＢ、
グリーンゴールド、アシッドグリーンレーキ、マラカイトグリーンレーキ、フタロシアニ
ングリーン、アントラキノングリーン、酸化チタン、亜鉛華、リトボンが挙げられる。こ
れらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【０１７３】
　着色剤のトナーにおける含有量は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
できるが、１～１５重量％が好ましく、３～１０重量％がより好ましい。着色剤の含有量
が、１重量％以上であると、トナーの着色力の低下がなく、１５重量％以下であると、ト
ナー中での顔料の分散不良が起こらず、着色力の低下、及びトナーの電気特性の低下を招
くことがない。
【０１７４】
　着色剤は、樹脂と複合化されたマスターバッチとして使用してもよい。樹脂としては、
特に制限はなく、目的に応じて公知のものの中から適宜選択することができ、例えば、ポ
リエステル、スチレン又はその置換体の重合体、スチレン系共重合体、ポリメチルメタク
リレート、ポリブチルメタクリレート、ポリ塩化ビニル、ポリ酢酸ビニル、ポリエチレン
、ポリプロピレン、エポキシ樹脂、エポキシポリオール樹脂、ポリウレタン、ポリアミド
、ポリビニルブチラール、ポリアクリル酸樹脂、ロジン、変性ロジン、テルペン樹脂、脂
肪族炭化水素樹脂、脂環族炭化水素樹脂、芳香族系石油樹脂、塩素化パラフィン、パラフ
ィンワックスが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用し
てもよい。
【０１７５】
　前記スチレン又はその置換体の重合体としては、例えば、ポリエステル樹脂、ポリスチ
レン、ポリｐ－クロロスチレン、ポリビニルトルエンが挙げられる。前記スチレン系共重
合体としては、例えば、スチレン－ｐ－クロロスチレン共重合体、スチレン－プロピレン
共重合体、スチレン－ビニルトルエン共重合体、スチレン－ビニルナフタリン共重合体、
スチレン－アクリル酸メチル共重合体、スチレン－アクリル酸エチル共重合体、スチレン
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－アクリル酸ブチル共重合体、スチレン－アクリル酸オクチル共重合体、スチレン－メタ
クリル酸メチル共重合体、スチレン－メタクリル酸エチル共重合体、スチレン－メタクリ
ル酸ブチル共重合体、スチレン－α－クロルメタクリル酸メチル共重合体、スチレン－ア
クリロニトリル共重合体、スチレンービニルメチルケトン共重合体、スチレン－ブタジエ
ン共重合体、スチレン－イソプレン共重合体、スチレンーアクリロニトリルーインデン共
重合体、スチレン－マレイン酸共重合体、スチレン－マレイン酸エステル共重合体、が挙
げられる。
【０１７６】
　マスターバッチは、マスターバッチ用樹脂と、着色剤とを高せん断力をかけて混合又は
混練して製造することができる。この際、着色剤と樹脂の相互作用を高めるために、有機
溶媒を添加することが好ましい。また、いわゆるフラッシング法も着色剤のウエットケー
キをそのまま用いることができ、乾燥する必要がない点で好適である。このフラッシング
法は、着色剤の水を含んだ水性ペーストを樹脂と有機溶媒とともに混合又は混練し、着色
剤を樹脂側に移行させて水分及び有機溶媒成分を除去する方法である。前記混合又は混練
には、例えば、三本ロールミル等の高せん断分散装置が好適に用いられる。着色剤は２樹
脂に対する親和性の差を利用することで、第一の樹脂相、第二の樹脂相いずれにも任意に
含有させることができる。着色剤はトナー表面に存在した際にトナーの帯電性能を悪化さ
せることが良く知られている。そのため内層に存在する第一の樹脂相に選択的に着色剤を
含有させることで、トナーの帯電性能（環境安定性、電荷保持能、帯電量等）を向上させ
ることができる。
【０１７７】
（離型剤）
　離型剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、融点が
５０～１２０℃の低融点の離型剤が好ましい。低融点の離型剤は、前記樹脂と分散される
ことにより、離型剤として効果的に定着ローラとトナー界面との間で働き、これによりオ
イルレス（定着ローラにオイルの如き離型剤を塗布しない）でもホットオフセット性が良
好である。
【０１７８】
　離型剤としては、例えば、ロウ類、ワックス類が好適に挙げられる。ロウ類及びワック
ス類としては、例えば、カルナウバワックス、綿ロウ、木ロウ、ライスワックス等の植物
系ワックス；ミツロウ、ラノリン等の動物系ワックス；オゾケライト、セルシン等の鉱物
系ワックス；パラフィン、マイクロクリスタリン、ペトロラタム等の石油ワックス；など
の天然ワックスが挙げられる。また、これら天然ワックスのほか、フィッシャー・トロプ
シュワックス、ポリエチレンワックス等の合成炭化水素ワックス；エステル、ケトン、エ
ーテル等の合成ワックス；が挙げられる。更に、１２－ヒドロキシステアリン酸アミド、
ステアリン酸アミド、無水フタル酸イミド、塩素化炭化水素等の脂肪酸アミド；低分子量
の結晶性高分子樹脂である、ポリ－ｎ－ステアリルメタクリレート、ポリ－ｎ－ラウリル
メタクリレート等のポリアクリレートのホモ重合体あるいは共重合体（例えば、ｎ－ステ
アリルアクリレート－エチルメタクリレートの共重合体等）；側鎖に長いアルキル基を有
する結晶性高分子；などを用いてもよい。これらは１種単独で使用してもよく、２種以上
を併用してもよい。
【０１７９】
　離型剤の融点としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、
５０～１２０℃が好ましく、６０～９０℃がより好ましい。融点が、５０℃以上であると
、ワックスが耐熱保存性に悪影響を与えることがなく、１２０℃以下であると、低温での
定着時にコールドオフセットを起こし難い。離型剤の溶融粘度としては、該ワックスの融
点より２０℃高い温度での測定値として、５～１０００ｃｐｓが好ましく、１０～１００
ｃｐｓがより好ましい。溶融粘度が、５ｃｐｓ以上であると、離型性が良好であり、１，
０００ｃｐｓ以下であると、耐ホットオフセット性、低温定着性への向上効果が得られる
。離型剤の前記トナーにおける含有量としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択
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することができるが、０～４０重量％が好ましく、３～３０重量％がより好ましい。前記
含有量が、４０重量％以下であると、トナーの流動性が良好である。
【０１８０】
　離型剤は２樹脂に対する親和性の差を利用することで、第一の樹脂相、第二の樹脂相い
ずれにも任意に含有させることができる。トナー外層に存在する第二の樹脂相に選択的に
含有させることで、離型剤の染み出しが定着時の短い加熱時間でも充分生じるため、充分
な離型性を得ることができる。また、離型剤を内層に存在する第一の樹脂相に選択的に含
有させることで、感光体、キャリア等の他の部材への離型剤のスペントを抑制させること
ができる。本発明では、離型剤の配置を比較的自由に設計することがあり、各々の画像形
成プロセスに応じて任意の配置を取ることができる。
【０１８１】
（帯電制御剤）
　帯電制御剤としては、特に制限はなく、公知のもの中から目的に応じて適宜選択するこ
とができ、例えば、ニグロシン系染料、トリフェニルメタン系染料、クロム含有金属錯体
染料、モリブデン酸キレート顔料、ローダミン系染料、アルコキシ系アミン、４級アンモ
ニウム塩（フッ素変性４級アンモニウム塩を含む）、アルキルアミド、燐の単体又はその
化合物、タングステンの単体又はその化合物、フッ素系活性剤、サリチル酸の金属塩、サ
リチル酸誘導体の金属塩が挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以
上を併用してもよい。
【０１８２】
　帯電制御剤は、市販品を使用してもよく、該市販品としては、例えば、ニグロシン系染
料のボントロン０３、第四級アンモニウム塩のボントロンＰ－５１、含金属アゾ染料のボ
ントロンＳ－３４、オキシナフトエ酸系金属錯体のＥ－８２、サリチル酸系金属錯体のＥ
－８４、フェノール系縮合物のＥ－８９（以上、オリエント化学工業社製）、第四級アン
モニウム塩モリブデン錯体のＴＰ－３０２、ＴＰ－４１５（以上、保土谷化学工業社製）
、第四級アンモニウム塩のコピーチャージＰＳＹ　ＶＰ２０３８、トリフェニルメタン誘
導体のコピーブルーＰＲ、第四級アンモニウム塩のコピーチャージ　ＮＥＧ　ＶＰ２０３
６、コピーチャージ　ＮＸ　ＶＰ４３４（以上、ヘキスト社製）、ＬＲＡ－９０１、ホウ
素錯体であるＬＲ－１４７（以上、日本カーリット社製）、銅フタロシアニン、ペリレン
、キナクリドン、アゾ系顔料、その他スルホン酸基、カルボキシル基、四級アンモニウム
塩等の官能基を有する高分子系の化合物が挙げられる。
【０１８３】
　帯電制御剤のトナーに対する含有量としては、前記樹脂の種類、添加剤の有無、分散方
法等により異なり、一概に規定することができないが、例えば、結着樹脂１００重量部に
対し、０．１～１０重量部が好ましく、０．２～５重量部がより好ましい。帯電制御剤の
含有量が、０．１重量部以上であると、帯電制御性が得られ、１０重量部以下であると、
トナーの帯電性が大きくなり過ぎることがない。
【０１８４】
（無機微粒子）
　無機微粒子は、トナー粒子に流動性、現像性、帯電性等を付与するための外添剤として
使用する。この無機微粒子としては、特に制限はなく、目的に応じて公知のものの中から
適宜選択することができ、例えば、シリカ、アルミナ、酸化チタン、チタン酸バリウム、
チタン酸マグネシウム、チタン酸カルシウム、チタン酸ストロンチウム、酸化亜鉛、酸化
スズ、ケイ砂、クレー、雲母、ケイ灰石、ケイソウ土、酸化クロム、酸化セリウム、ペン
ガラ、三酸化アンチモン、酸化マグネシウム、酸化ジルコニウム、硫酸バリウム、炭酸バ
リウム、炭酸カルシウム、炭化ケイ素、窒化ケイ素を用いることができる。これらは、１
種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【０１８５】
　本発明で得られた着色粒子の流動性や現像性、帯電性を補助するための無機微粒子とし
ては、８０～５００ｎｍの一次平均粒径を有する大粒径の無機微粒子の他にも、小粒径の
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無機微粒子を好ましく用いることができる。特に、疎水性シリカおよびまたは疎水性酸化
チタンが好ましい。この無機微粒子の一次平均粒径は、５～５０ｎｍであることが好まし
く、特に１０～３０ｎｍであることが好ましい。また、ＢＥＴ法による比表面積は、２０
～５００ｍ２／ｇであることが好ましい。この無機微粒子の使用割合は、トナーの０．０
１～５重量％であることが好ましく、特に０．０１～２．０重量％であることが好ましい
。
【０１８６】
（流動性向上剤）
　流動性向上剤とは、表面処理を行って疎水性を上げ、高湿度下においても流動特性や帯
電特性の悪化を防止する剤のことであり、例えば、シランカップリング剤、シリル化剤、
フッ化アルキル基を有するシランカップリング剤、有機チタネート系カップリング剤、ア
ルミニウム系のカップリング剤、シリコーンオイル、変性シリコーンオイルが挙げられる
。シリカ、酸化チタンは、このような流動性向上剤により表面処理行い、疎水性シリカ、
疎水性酸化チタンとして使用するのが特に好ましい。
【０１８７】
（クリーニング性向上剤）
　クリーニング性向上剤は、感光体や一次転写媒体に残存する転写後の現像剤を除去する
ためにトナーに添加される剤のことであり、例えば、ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸カ
ルシウム、ステアリン酸等の脂肪酸金属塩、ポリメチルメタクリレート微粒子、ポリスチ
レン微粒子等のソープフリー乳化重合により製造されたポリマー微粒子が挙げられる。ポ
リマー微粒子は、比較的粒度分布が狭いものが好ましく、体積平均粒径が０．０１～１μ
ｍのものが好適である。
【０１８８】
（磁性材料）
　磁性材料としては、特に制限はなく、目的に応じて公知のものの中から適宜選択するこ
とができ、例えば、鉄粉、マグネタイト、フェライトを用いることができる。これらの中
でも、色調の点で白色のものが好ましい。
【０１８９】
［フルカラー画像形成方法］
　本発明のフルカラー画像形成方法は、電子写真感光体を帯電手段により帯電させる帯電
工程と、前記帯電された電子写真感光体上に露光手段により静電潜像を形成する露光工程
と、前記静電潜像を形成された電子写真感光体上にトナーを含む現像手段によりトナー像
を形成する現像工程と、前記電子写真感光体上に形成されたトナー像を一次転写手段によ
り中間転写体上に転写する一次転写工程と、前記中間転写体上に転写されたトナー像を二
次転写手段により記録材上に転写する二次転写工程と、前記記録材上に転写されたトナー
像を熱及び圧力定着部材を含む定着手段により記録材上に定着させる定着工程と、前記一
次転写手段によりトナー像を中間転写体上に転写した電子写真感光体の表面に付着してい
る転写残トナーをクリーニング手段によりクリーニングするクリーニング工程とを備えて
いる。そして、現像工程において使用するトナーが、上述の本発明のトナーである。本発
明のフルカラー画像形成方法は、二次転写工程において、トナー像の記録材への転写の線
速度は３００～１０００ｍｍ／ｓｅｃであり、二次転写手段のニップ部での転写時間は０
．５～２０ｍｓｅｃとすることが好ましい。また、本発明のフルカラー画像形成方法は、
タンデム方式の電子写真画像形成プロセスを採用することが好ましい。
【０１９０】
（帯電工程）
　本発明の画像形成方法において使用される帯電装置としては、例えば図２及び図３に示
した接触式の帯電装置を用いることができる。
【０１９１】
＜ローラ式帯電装置＞
　図２に接触式帯電装置の一種であるローラ式帯電装置（５００）の一例の概略構成を示
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した。被帯電体である像担持体としての感光体（５０５）は矢印の方向に所定の速度（プ
ロセススピード）で回転駆動される。この感光体（５０５）に接触させた帯電部材である
帯電ローラ（５０１）は芯金（５０２）とこの芯金（５０２）の外周に同心一体にローラ
上に形成した導電ゴム層（５０３）を基本構成とし、芯金の両端を不図示の軸受け部材な
どで回転自由に保持させるとともに、不図示の加圧手段によって感光ドラムに所定の加圧
力で押圧させており、本図の場合はこの帯電ローラ（５０１）は感光体（５０５）の回転
駆動に従動して回転する。帯電ローラ（５０１）は、直径９ｍｍの芯金上に１００，００
０Ω・ｃｍ程度の中抵抗の導電ゴム層（５０３）を被膜して直径１６ｍｍに形成されてい
る。帯電ローラ（５０１）の芯金（５０２）と図示の電源（５０４）とは電気的に接続さ
れており、電源（５０４）により帯電ローラ（５０１）に対して所定のバイアスが印加さ
れる。これにより感光体（６０５）の周面が所定の極性、電位に一様に帯電処理される。
【０１９２】
＜ファーブラシ式帯電装置＞
　本発明で使われる帯電装置の形状としてはローラ式帯電装置の他にも、磁気ブラシ式帯
電装置、ファーブラシ式帯電装置など、どのような形態をとってもよく、電子写真装置の
仕様や形態にあわせて選択可能である。磁気ブラシ式帯電装置を用いる場合、磁気ブラシ
は例えばＺｎ－Ｃｕフェライト等、各種フェライト粒子を帯電部材として用い、これを支
持させるための非磁性の導電スリーブ、これに内包されるマグネットロールによって構成
される。また、ファーブラシ式帯電装置を用いる場合、例えばファーブラシの材質として
は、カーボン、硫化銅、金属、および金属酸化物により導電処理されたファーを用い、こ
れを金属や他の導電処理された芯金に巻き付けたり張り付けたりすることで帯電装置とす
る。
【０１９３】
　図３に接触式のブラシ式帯電装置（５１０）の一例の概略構成を示した。被帯電体とし
ての像担持体としての感光体（５１５）は矢印の方向に所定の速度（プロセススピード）
で回転駆動される。この感光体（５１５）に対して、ファーブラシによって構成されるフ
ァーブラシローラ（５１１）が、ブラシ部（５１３）の弾性に抗して所定の押圧力をもっ
て所定のニップ幅で接触させてある。
【０１９４】
　本例における接触式帯電装置としてのファーブラシローラ（５１１）は、電極を兼ねる
直径６ｍｍの金属製の芯金（５１２）に、ブラシ部（５１３）としてユニチカ（株）製の
導電性レーヨン繊維ＲＥＣ－Ｂをパイル地にしたテープをスパイラル状に巻き付けて、外
径１４ｍｍ、長手方向長さ２５０ｍｍのロールブラシとしたものである。ブラシ部（５１
３）のブラシは３００デニール／５０フィラメント、１平方ミリメートル当たり１５５本
の密度である。このロールブラシを内径が１２ｍｍのパイプ内に一方向に回転させながら
さし込み、ブラシと、パイプが同心となるように設定し、高温多湿雰囲気中に放置してク
セ付けで斜毛させた。
【０１９５】
　ファーブラシローラ（５１１）の抵抗値は印加電圧１００Ｖにおいて１×１０５Ωであ
る。この抵抗値は、金属製の直径φ３０ｍｍのドラムにファーブラシローラをニップ幅３
ｍｍで当接させ、１００Ｖの電圧を印加したときに流れる電流から換算した。このブラシ
式帯電装置（５１０）の抵抗値は、被帯電体である感光体（５１５）上にピンホール等の
低耐圧欠陥部が生じた場合にもこの部分に過大なリーク電流が流れ込んで帯電ニップ部が
帯電不良になる画像不良を防止するために１０４Ω以上必要であり、感光体（５１５）表
面に十分に電荷を注入させるために１０７Ω以下である必要がある。
【０１９６】
　ブラシの材質としては、ユニチカ（株）製のＲＥＣ－Ｂ以外にも、ＲＥＣ－Ｃ、ＲＥＣ
－Ｍ１、ＲＥＣ－Ｍ１０、さらに東レ（株）製のＳＡ－７、日本蚕毛（株）製のサンダー
ロン、カネボウ製のベルトロン、クラレ（株）のクラカーボ、レーヨンにカーボンを分散
したもの、三菱レーヨン（株）製のローバル等が考えられる。ブラシは一本が３～１０デ
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ニールで、１０～１００フィラメント／束、８０～６００本／ｍｍの密度が好ましい。毛
足は１～１０ｍｍが好ましい。
【０１９７】
　このファーブラシローラ（５１１）は感光体（５１５）の回転方向と逆方向（カウンタ
ー）に所定の周速度（表面の速度）をもって回転駆動され、感光体面に対して速度差を持
って接触する。そしてこのブラシローラ（５１１）に電源（５１４）から所定の帯電電圧
が印加されることで、回転感光体面が所定の極性・電位に一様に接触帯電処理される。
　本例では該ファーブラシローラ（５１１）による感光体（５１５）の接触帯電は直接注
入帯電が支配的となって行なわれ、回転感光体表面はファーブラシローラ（５１１）に対
する印加帯電電圧とほぼ等しい電位に帯電される。
　本発明で使われる帯電部材の形状としてはファーブラシローラ（５１１）の他にも、帯
電ローラ、ファーブラシなど、どのような形態をとってもよく、電子写真装置の仕様や形
態にあわせて選択可能である。帯電ローラを用いる場合、芯金上に１０００００Ω・ｃｍ
程度の中抵抗ゴム層を被膜して用いるのが一般的である。磁気ブラシを用いる場合、磁気
ブラシは例えばＺｎ－Ｃｕフェライト等、各種フェライト粒子を帯電部材として用い、こ
れを支持させるための非磁性の導電スリーブ、これに内包されるマグネットロールによっ
て構成される。
【０１９８】
＜磁気ブラシ式帯電装置＞
　磁気ブラシ式帯電装置の例の概略構成を図３に基づいて説明する。被帯電体、像担持体
としての感光体（５１５）は矢印の方向に所定の速度（プロセススピード）で回転駆動さ
れる。この感光体（５１５）に対して、磁気ブラシによって構成されるブラシローラ（５
１１）が、ブラシ部（５１３）の弾性に抗して所定の押圧力をもって所定のニップ幅で接
触させてある。
【０１９９】
　本例における接触帯電部材としての磁気ブラシとしては、体積平均粒径２５μｍのＺｎ
－Ｃｕフェライト粒子と、体積平均粒径１０μｍのＺｎ－Ｃｕフェライト粒子を、重量比
１：０．０５で混合して、それぞれの平均粒径の位置にピークを有する、平均粒径２５μ
ｍのフェライト粒子を、中抵抗樹脂層でコートした磁性粒子を用いた。接触帯電部材は、
上述で作成された被覆磁性粒子、および、これを支持させるための非磁性の導電スリーブ
、これに内包されるマグネットロールによって構成され、上記被覆磁性粒子をスリーブ上
に、厚さ１ｍｍでコートして、感光体との間に幅約５ｍｍの帯電ニップを形成した。また
、該磁性粒子保持スリーブと感光体との間隙は、約５００μｍとした。さらに、マグネッ
トロールは、スリーブ表面が、感光体表面の周速に対して、その２倍の速さで逆方向に摺
擦するように、回転され、感光体と磁気ブラシとが均一に接触するようにした。
【０２００】
（現像工程）
　本発明において感光体の潜像を現像するに際しては、交互電界を印加することが好まし
い。図４に示した現像器（６００）において、現像時、現像スリーブ（６０１）には、電
源（６０２）により現像バイアスとして、直流電圧に交流電圧を重畳した振動バイアス電
圧が印加される。背景部電位と画像部電位は、上記振動バイアス電位の最大値と最小値の
間に位置している。これによって現像部（６０３）に向きが交互に変化する交互電界が形
成される。この交互電界中で現像剤のトナーとキャリアが激しく振動し、トナー（６０５
）が現像スリーブ（６０１）およびキャリアへの静電的拘束力を振り切って感光体（６０
４）に飛翔し、感光体の潜像に対応して付着する。なお、トナー（６０５）は、上述の本
発明の製造方法で製造されたトナーである。
【０２０１】
　振動バイアス電圧の最大値と最小値の差（ピーク間電圧）は、０．５～５ｋＶが好まし
く、周波数は１～１０ｋＨｚが好ましい。振動バイアス電圧の波形は、矩形波、サイン波
、三角波等が使用できる。振動バイアスの直流電圧成分は、上記したように背景部電位と
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画像部電位の間の値であるが、画像部電位よりも背景部電位に近い値である方が、背景部
電位領域へのかぶりトナーの付着を防止する上で好ましい。
【０２０２】
　振動バイアス電圧の波形が矩形波の場合、デューティ比を５０％以下とすることが望ま
しい。ここでデューティ比とは、振動バイアスの１周期中でトナーが感光体に向かおうと
する時間の割合である。このようにすることにより、トナーが感光体に向かおうとするピ
ーク値とバイアスの時間平均値との差を大きくすることができるので、トナーの運動がさ
らに活発化し、トナーが潜像面の電位分布に忠実に付着してざらつき感や解像力を向上さ
せることができる。またトナーとは逆極性の電荷を有するキャリアが感光体に向かおうと
するピーク値とバイアスの時間平均値との差を小さくすることができるので、キャリアの
運動を沈静化し、潜像の背景部にキャリアが付着する確率を大幅に低減することができる
。
【０２０３】
（定着装置）
　本発明の画像形成方法において使用される定着装置としては、例えば図５に示した定着
装置を用いることができる。図５に示す定着装置は、誘導加熱手段（７６０）の電磁誘導
により加熱される加熱ローラ（７１０）と、加熱ローラ（７１０）と平行に配置された定
着ローラ（７２０）（対向回転体）と、加熱ローラ（７１０）と定着ローラ（７２０）と
に張り渡され、加熱ローラ（７１０）により加熱されるとともに少なくともこれらの何れ
かのローラの回転により矢印Ａ方向に回転する無端帯状の定着ベルト（耐熱性ベルト、ト
ナー加熱媒体）（７３０）と、定着ベルト（７３０）を介して定着ローラ（７２０）に圧
接されるとともに定着ベルト（７３０）に対して順方向に回転する加圧ローラ（７４０）
（加圧回転体）とから構成されている。
【０２０４】
　加熱ローラ（７１０）は、例えば鉄、コバルト、ニッケルまたはこれら金属の合金等の
中空円筒状の磁性金属部材からなり、外径を例えば２０～４０ｍｍ、肉厚を例えば０．３
～１．０ｍｍとして、低熱容量で昇温の早い構成となっている。
　定着ローラ（７２０）（対向回転体）は、例えばステンレススチール等の金属製の芯金
（７２１）と、耐熱性を有するシリコーンゴムをソリッド状または発泡状にして芯金（７
２１）を被覆した弾性部材（７２２）とからなる。そして、加圧ローラ（７４０）からの
押圧力でこの加圧ローラ（７４０）と定着ローラ（７２０）との間に所定幅の接触部を形
成するために外形を２０～４０ｍｍ程度として加熱ローラ（７１０）より大きくしている
。弾性部材（７２２）は、その肉厚を４～６ｍｍ程度としている。この構成により、加熱
ローラ（７１０）の熱容量は定着ローラ（７２０）の熱容量より小さくなるので、加熱ロ
ーラ（７１０）が急激に加熱されてウォームアップ時間が短縮される。
【０２０５】
　加熱ローラ（７１０）と定着ローラ（７２０）とに張り渡された定着ベルト（７３０）
は、誘導加熱手段（７６０）により加熱される加熱ローラ（７１０）との接触部位（Ｗ１
）で加熱される。そして、加熱ローラ（７１０）と定着ローラ（７２０）の回転によって
定着ベルト（７３０）の内面が連続的に加熱され、結果としてベルト全体に渡って加熱さ
れる。
【０２０６】
　図６に定着ベルト（７３０）の層構成を示す。ベルト（７３０）の構成は、内層から表
層に向かって下記４層であり、以下のようにすることができる。
・基体（７３１）：ポリイミド（ＰＩ）樹脂などの樹脂層
・発熱層（７３２）：Ｎｉ，Ａｇ，ＳＵＳ等の導電材料層
・中間層（７３３）：均一定着のための弾性層
・離型層（７３４）：離型効果とオイルレス化のための弗素樹脂材料等の樹脂層
【０２０７】
　離型層（７３４）の厚さとしては、１０μｍから３００μｍ程度が望ましく、特に２０
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０μｍ程度が望ましい。このようにすれば、図５に示すような定着装置（７００）におい
て、記録材（７７０）上に形成されたトナー像（Ｔ）を定着ベルト（７３０）の表層部が
十分に包み込むため、トナー像（Ｔ）を均一に加熱溶融することが可能になる。離型層（
７３４）の厚さ、即ち表面離型層は経時耐磨耗性を確保するためには最低１０μｍは必要
である。また、離型層（７３４）の厚さが３００μｍよりも大きい場合には、定着ベルト
（７３０）の熱容量が大きくなってウォームアップにかかる時間が長くなる。さらに、ト
ナー像定着工程において定着ベルト（７３０）の表面温度が低下しにくくなって、定着部
出口における融解したトナーの凝集効果が得られず、定着ベルト（７３０）の離型性が低
下してトナー像（Ｔ）のトナーが定着ベルト（７３０）に付着し、いわゆるホットオフセ
ットが発生する。なお、定着ベルト（７３０）の基体として、上記金属からなる発熱層（
７３２）としてもよいが、フッ素系樹脂、ポリイミド樹脂、ポリアミド樹脂、ポリアミド
イミド樹脂、ＰＥＥＫ樹脂、ＰＥＳ樹脂、ＰＰＳ樹脂などの耐熱性を有する樹脂層を用い
てもよい。
【０２０８】
　加圧ローラ（７４０）は、例えば銅またはアルミ等の熱伝導性の高い金属製の円筒部材
からなる芯金（７４１）と、この芯金（７４１）の表面に設けられた耐熱性およびトナー
離型性の高い弾性部材（７４２）とから構成されている。芯金（７４１）には上記金属以
外にＳＵＳを使用してもよい。加圧ローラ（７４０）は定着ベルト（７３０）を介して定
着ローラ（７２０）を押圧して定着ニップ部（Ｎ）を形成しているが、本実施の形態では
、加圧ローラ（７４０）の硬度を定着ローラ（７２０）に比べて硬くすることによって、
加圧ローラ（７４０）が定着ローラ（７２０）（及び定着ベルト（７３０））へ食い込む
形となり、この食い込みにより、記録材（７７０）は加圧ローラ（７４０）表面の円周形
状に沿うため、記録材（７７０）が定着ベルト（７３０）表面から離れやすくなる効果を
持たせている。この加圧ローラ（７４０）の外径は定着ローラ（７２０）と同じ２０～４
０ｍｍ程度であるが、肉圧は０．５～２．０ｍｍ程度で定着ローラ（７２０）より薄く構
成されている。
【０２０９】
　電磁誘導により加熱ローラ（７１０）を加熱する誘導加熱手段（７６０）は、図５に示
すように、磁界発生手段である励磁コイル（７６１）と、この励磁コイル（７６１）が巻
き回されたコイルガイド板（７６２）とを有している。コイルガイド板（７６２）は加熱
ローラ（７１０）の外周面に近接配置された半円筒形状をしており、励磁コイル（７６１
）は長い一本の励磁コイル線材をこのコイルガイド板（７６２）に沿って加熱ローラ（７
１０）の軸方向に交互に巻き付けたものである。なお、励磁コイル（７６１）は、発振回
路が周波数可変の駆動電源（図示せず）に接続されている。励磁コイル（７６１）の外側
には、フェライト等の強磁性体よりなる半円筒形状の励磁コイルコア（７６３）が、励磁
コイルコア支持部材（７６４）に固定されて励磁コイル（７６１）に近接配置されている
。
【０２１０】
［プロセスカートリッジ］
　本発明のプロセスカートリッジは、電子写真感光体と、前記電子写真感光体を帯電させ
る帯電手段と、前記帯電された電子写真感光体上に静電潜像を形成する露光手段と、前記
電子写真感光体上に形成された静電潜像をトナーによりトナー像とする現像手段と、前記
電子写真感光体上に形成されたトナー像を中間転写体を介して又は介さずに記録材上に転
写する転写手段と、前記記録材上に転写されたトナー像を熱及び圧力定着部材により記録
材上に定着させる定着手段と、前記転写手段によりトナー像を中間転写体又は記録材上に
転写した後の電子写真感光体表面に付着している転写残トナーをクリーニングするクリー
ニング手段とを備えた画像形成装置における各手段のうち、少なくとも電子写真感光体、
及び現像手段を含む上記手段を一体に支持して画像形成装置本体に着脱自在としたもので
ある。そして、現像手段には、上述の本発明の製造方法によって製造したトナーを備えて
いる。現像手段及び帯電手段としては、上述の現像装置及び帯電装置が好適に使用できる
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。
【０２１１】
　本発明のプロセスカートリッジの例を図７に示す。図７に示したプロセスカートリッジ
（８００）は、感光体（８０１）、帯電手段（８０２）、現像手段（８０３）、クリーニ
ング手段（８０６）を備えている。このプロセスカートリッジ（８００）の動作を説明す
ると、感光体（８０１）が所定の周速度で回転駆動される。感光体（８０１）は回転過程
において、帯電手段（８０２）によりその周面に正または負の所定電位の均一帯電を受け
、次いで、スリット露光やレーザービーム走査露光等の不図示の像露光手段からの画像露
光光を受け、こうして感光体（８０１）の周面に静電潜像が順次形成され、形成された静
電潜像は、次いで現像手段（８０２）によりトナー像化され、現像されたトナー像は、給
紙部から感光体（８０１）と不図示の転写手段との間に感光体（８０１）の回転と同期さ
れて給送された記録材に、転写手段により順次転写されていく。像転写を受けた記録材は
感光体面から分離されて不図示の像定着手段へ導入されて像定着され、複写物（コピー）
として装置外へプリントアウトされる。像転写後の感光体（８０１）の表面は、クリーニ
ング手段（８０６）によって転写残りトナーの除去を受けて清浄面化され、更除電された
後、繰り返し画像形成に使用される。
【０２１２】
（フルカラー画像形成方法）
　本発明のフルカラー画像形成方法において使用されるフルカラー画像形成装置としては
、例えば図８、図９に示したタンデム方式の画像形成装置（１００）を用いることができ
る。図８において、画像形成装置（１００）は電子写真方式によるカラー画像形成を行な
うための画像書込部（１２０Ｂｋ，１２０Ｃ，１２０Ｍ，１２０Ｙ）、画像形成部（１３
０Ｂｋ，１３０Ｃ，１３０Ｍ，１３０Ｙ）、給紙部（１４０）から主に構成されている。
画像信号を元に、画像処理部（図示せず）で画像処理を行い、画像形成用の黒（Ｂｋ），
シアン（Ｃ），マゼンタ（Ｍ），イエロー（Ｙ）の各色信号に変換し、画像書込部（１２
０Ｂｋ，１２０Ｃ，１２０Ｍ，１２０Ｙ）に送信する。画像書込部（１２０Ｂｋ，１２０
Ｃ，１２０Ｍ，１２０Ｙ）は、例えば、レーザ光源、回転多面鏡等の偏向器、走査結像光
学系及びミラー群（いずれも図示せず）からなるレーザ走査光学系であり、上記の各色信
号に対応した４つの書込光路を有し、画像形成部（１３０Ｂｋ，１３０Ｃ，１３０Ｍ，１
３０Ｙ）に各色信号に応じた画像書込を行なう。
【０２１３】
　画像形成部（１３０Ｂｋ，１３０Ｃ，１３０Ｍ，１３０Ｙ）は、黒，シアン，マゼンタ
，イエロー用の各感光体（２１０Ｂｋ，２１０Ｃ，２１０Ｍ，２１０Ｙ）を備え、これら
の各色用の感光体（２１０Ｂｋ，２１０Ｃ，２１０Ｍ，２１０Ｙ）には通常ＯＰＣ感光体
が用いられる。各感光体（２１０Ｂｋ，２１０Ｃ，２１０Ｍ，２１０Ｙ）の周囲には、帯
電装置（２１５Ｂｋ，２１５Ｃ，２１５Ｍ，２１５Ｙ）、上記画像書込部（１２０Ｂｋ，
１２０Ｃ，１２０Ｍ，１２０Ｙ）からのレーザ光の露光部、各色用の現像装置（２００Ｂ
ｋ，２００Ｃ，２００Ｍ，２００Ｙ）、１次転写装置（２３０Ｂｋ，２３０Ｃ，２３０Ｍ
，２３０Ｙ）、クリーニング装置（３００Ｂｋ，３００Ｃ，３００Ｍ，３００Ｙ）、除電
装置（図示せず）等が配設されている。なお、上記現像装置（２００Ｂｋ，２００Ｃ，２
００Ｍ，２００Ｙ）には、２成分磁気ブラシ現像方式を用いている。また、中間転写ベル
ト（２２０）が各感光体（２１０Ｂｋ，２１０Ｃ，２１０Ｍ，２１０Ｙ）と１次転写装置
（２３０Ｂｋ，２３０Ｃ，２３０Ｍ，２３０Ｙ）との間に介在し、この中間転写ベルト（
２２０）に各感光体から各色のトナー像が順次重ね合わせて転写され、各感光体上のトナ
ー像を担持する。
【０２１４】
　場合によっては、この中間転写ベルト（２２０）の外側で、最終色の１次転写位置通過
後で２次転写位置通過前の位置に転写前帯電手段としてのプレ転写チャージャ（５０２）
が配設されるのが好ましい。このプレ転写チャージャ（５０２）は、上記１次転写部で感
光体（２１０）に転写された中間転写ベルト（２２０）上のトナー像を記録材としての転
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写紙に転写する前に、トナー像をトナー像と同極性に均一に帯電するものである。
【０２１５】
　各感光体（２１０Ｂｋ，２１０Ｃ，２１０Ｍ，２１０Ｙ）から転写された中間転写ベル
ト（２２０）上のトナー像は、ハーフトーン部及びベタ部を含んでいたりトナーの重ね合
せ量が異なる部分を含んでいたりするため、帯電量がばらついている場合がある。また、
中間転写ベルト移動方向における１次転写部の隣接下流側の空隙に発生する剥離放電によ
り、１次転写後の中間転写ベルト（２２０）上のトナー像内に帯電量のばらつきが発生す
る場合もある。このような同一トナー像内の帯電量のばらつきは中間転写ベルト（２２０
）上のトナー像を転写紙に転写する２次転写部における転写余裕度を低下させてしまう。
そこで、プレ転写チャージャで転写紙へ転写する前のトナー像をトナー像と同極性に均一
に帯電することにより、同一トナー像内の帯電量のばらつきを解消し、２次転写部におけ
る転写余裕度を向上させている。
【０２１６】
　以上、この画像形成方法によれば、各感光体（２１０Ｂｋ，２１０Ｃ，２１０Ｍ，２１
０Ｙ）から転写した中間転写ベルト（２２０）上のトナー像をプレ転写チャージャ（５０
２）で均一に帯電することにより、中間転写ベルト（２２０）上のトナー像内に帯電量の
ばらつきがあっても、２次転写部における転写特性を、中間転写ベルト（２２０）上のト
ナー像の各部に渡ってほぼ一定にすることができる。従って、転写紙へ転写する時の転写
余裕度の低下を抑え、トナー像を安定して転写できる。
【０２１７】
　なお、この画像形成方法において、プレ転写チャージャで帯電される帯電量は、帯電対
象物である中間転写ベルト（２２０）の移動速度に依存して変化する。例えば、中間転写
ベルト（２２０）の移動速度が遅ければ、中間転写ベルト（２２０）上のトナー像の同一
部分がプレ転写チャージャによる帯電領域を通過する時間が長くなるので、帯電量が大き
くなる。逆に、中間転写ベルト（２２０）の移動速度が速いと、中間転写ベルト（２２０
）上のトナー像の帯電量が小さくなる。従って、中間転写ベルト（２２０）上のトナー像
がプレ転写チャージャによる帯電位置を通過している途中に中間転写ベルト（２２０）の
移動速度が変化するような場合には、その中間転写ベルト（２２０）の移動速度に応じて
、トナー像に対する帯電量が途中で変化しないようにプレ転写チャージャを制御すること
が望ましい。
【０２１８】
　１次転写装置（２３０Ｂｋ，２３０Ｃ，２３０Ｍ，２３０Ｙ）の間に導電性ローラ（２
４１），（２４２），（２４３）が設けられている。そして、転写紙は給紙部（１４０）
から給紙された後、レジストローラ対（１６０）を介して転写ベルト（５００）に担持さ
れ、中間転写ベルト（２２０）と転写ベルト（５００）が接触するところで２次転写ロー
ラ（６００）により中間転写ベルト（２２０）上のトナー像が転写紙に転写され、カラー
画像形成が行なわれる。
【０２１９】
　そして、画像形成後の転写紙は２次転写ベルト（１８０）で定着装置（１５０）に搬送
され、画像が定着されてカラー画像が得られる。転写されずに残った中間転写ベルト（２
２０）上のトナーは、中間転写ベルトクリーニング装置（２６０）によってベルトから除
去される。
【０２２０】
　転写紙への転写前の中間転写ベルト（２２０）上のトナー極性は、現像時と同じマイナ
ス極性であるため、２次転写ローラ（１７０）にはプラスの転写バイアス電圧が印加され
、トナーは転写紙上に転写される。この部分でのニップ圧が転写性に影響し、定着性に大
きく影響する。また、転写されずに残った中間転写ベルト（２２０）上のトナーは、転写
紙と中間転写ベルト（２２０）とが離れる瞬間にプラス極性側に放電帯電され、０～プラ
ス側に帯電される。なお、転写紙のジャム時や非画像域に形成されたトナー像は、２次転
写の影響を受けないため、もちろんマイナス極性のままである。
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【０２２１】
　感光体層の厚みを３０μｍとし、光学系のビームスポット径を５０×６０μｍ、光量を
０．４７ｍＷとしている。感光体（黒）（２１０Ｂｋ）の帯電（露光側）電位Ｖ０を－７
００Ｖ、露光後電位ＶＬを－１２０Ｖとして現像バイアス電圧を－４７０Ｖすなわち現像
ポテンシャル３５０Ｖとして現像工程が行なわれるものである。感光体（黒）（２１０Ｂ
ｋ）上に形成されたトナー（黒）の顕像はその後、転写（中間転写ベルト及び転写紙）、
定着工程を経て画像として完成される。転写は最初、１次転写装置（２３０Ｂｋ，２３０
Ｃ，２３０Ｍ，２３０Ｙ）から中間転写ベルト（２２０）へ全色転写された後、更に別の
２次転写ローラ（１７０）へのバイアス印加により転写紙へ転写される。
【０２２２】
　次に、感光体クリーニング装置について詳細に説明する。図８において、各現像装置（
２００Ｂｋ，２００Ｃ，２００Ｍ，２００Ｙ）と各クリーニング装置（３００Ｂｋ，３０
０Ｃ，３００Ｍ，３００Ｙ）とは、各々トナー移送管（２５０Ｂｋ，２５０Ｃ，２５０Ｍ
，２５０Ｙ）で接続されている（図８中の破線）。そして、各トナー移送管（２５０Ｂｋ
，２５０Ｃ，２５０Ｍ，２５０Ｙ）の内部には、スクリュー（図示せず）が入っており、
各クリーニング装置（３００Ｂｋ，３００Ｃ，３００Ｍ，３００Ｙ）で回収されたトナー
が、各現像装置（２００Ｂｋ，２００Ｃ，２００Ｍ，２００Ｙ）へ移送されるようになっ
ている。
【０２２３】
　従来の４つの感光体ドラムとベルト搬送との組合わせによる直接転写方式では、感光体
と転写紙が当接することにより紙粉が付着しトナーを回収すると紙粉が含有しているので
、画像形成時にトナー抜け等の画像劣化をきたし使用することができなかった。更に、従
来の一つの感光体ドラムと中間転写とを組合わせたシステムでは、中間転写体の採用で転
写紙転写時の感光体への紙粉付着はなくなったが、感光体への残トナーのリサイクルを行
おうした場合、混色したトナーを分離することは実用上不可能である。また、混色トナー
を黒トナーとして使用する提案があるが、全色混合しても黒にならず、プリントモードに
より色が変化するため１つの感光体の構成ではトナーリサイクルは不可能であった。
【０２２４】
　これに対して、このフルカラー画像形成装置では、中間転写ベルト（２２０）を使用す
るので紙粉の混入が少なく、かつ、紙転写時の中間転写ベルト（２２０）への紙粉の付着
も防止される。各感光体（２１０Ｂｋ，２１０Ｃ，２１０Ｍ，２１０Ｙ）が独立した色の
トナーを使用するので各感光体クリーニング装置（３００Ｂｋ，３００Ｃ，３００Ｍ，３
００Ｙ）を接離する必要もなく、確実にトナーのみを回収することができる。
【０２２５】
　上記中間転写ベルト（２２０）上に残ったプラス帯電されたトナーは、マイナス電圧が
印加された導電性ファーブラシ（２６２）でクリーニングされる。導電性ファーブラシ（
２６２）への電圧印加方法は、導電性ファーブラシ（２６１）と極性が異なるだけで全く
同一である。転写されずに残ったトナーも２つの導電性ファーブラシ（２６１），（２６
２）でほとんどクリーニングされる。ここで、導電性ファーブラシ（２６２）でクリーニ
ングされずに残ったトナー、紙粉、タルク等は、導電性ファーブラシ（２６２）のマイナ
ス電圧により、マイナス帯電される。次の黒色の１次転写は、プラス電圧による転写であ
り、マイナス帯電したトナー等は中間転写ベルト（２２０）側に引き寄せられるため、感
光体（黒）（２１０Ｂｋ）側への移行は防止できる。
【０２２６】
　次に、この画像形成装置に使用される中間転写ベルト（２２０）について説明する。中
間転写ベルトは前述のとおり、単層の樹脂層であることが好ましいが、必要に応じて、弾
性層や、表層を保有してもよい。
【０２２７】
　上記樹脂層を構成する樹脂材料としては、ポリカーボネート、フッ素系樹脂（ＥＴＦＥ
，ＰＶＤＦ）、ポリスチレン、クロロポリスチレン、ポリ－α－メチルスチレン、スチレ
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ン－ブタジエン共重合体、スチレン－塩化ビニル共重合体、スチレン－酢酸ビニル共重合
体、スチレン－マレイン酸共重合体、スチレン－アクリル酸エステル共重合体（スチレン
－アクリル酸メチル共重合体、スチレン－アクリル酸エチル共重合体、スチレン－アクリ
ル酸ブチル共重合体、スチレン－アクリル酸オクチル共重合体及びスチレン－アクリル酸
フェニル共重合体等）、スチレン－メタクリル酸エステル共重合体（スチレン－メタクリ
ル酸メチル共重合体、スチレン－メタクリル酸エチル共重合体、スチレン－メタクリル酸
フェニル共重合体等）、スチレン－α－クロルアクリル酸メチル共重合体、スチレン－ア
クリロニトリル－アクリル酸エステル共重合体等のスチレン系樹脂（スチレンまたはスチ
レン置換体を含む単重合体または共重合体）、メタクリル酸メチル樹脂、メタクリル酸ブ
チル樹脂、アクリル酸エチル樹脂、アクリル酸ブチル樹脂、変性アクリル樹脂（シリコー
ン変性アクリル樹脂、塩化ビニル樹脂変性アクリル樹脂、アクリル・ウレタン樹脂等）、
塩化ビニル樹脂、スチレン－酢酸ビニル共重合体、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、ロ
ジン変性マレイン酸樹脂、フェノール樹脂、エポキシ樹脂、ポリエステル樹脂、ポリエス
テルポリウレタン樹脂、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリブタジエン、ポリ塩化ビニ
リデン、アイオノマー樹脂、ポリウレタン樹脂、シリコーン樹脂、ケトン樹脂、エチレン
－エチルアクリレート共重合体、キシレン樹脂及びポリビニルブチラール樹脂、ポリアミ
ド樹脂、変性ポリフェニレンオキサイド樹脂等からなる群より選ばれる１種類あるいは２
種類以上を使用することができる。ただし、上記材料に限定されるものではないことは当
然である。
【０２２８】
また、上記弾性層を構成する弾性材料（弾性材ゴム、エラストマー）としては、ブチルゴ
ム、フッ素系ゴム、アクリルゴム、ＥＰＤＭ、ＮＢＲ、アクリロニトリル－ブタジエン－
スチレンゴム天然ゴム、イソプレンゴム、スチレン－ブタジエンゴム、ブタジエンゴム、
エチレン－プロピレンゴム、エチレン－プロピレンターポリマー、クロロプレンゴム、ク
ロロスルホン化ポリエチレン、塩素化ポリエチレン、ウレタンゴム、シンジオタクチック
１，２－ポリブタジエン、エピクロロヒドリン系ゴム、リコーンゴム、フッ素ゴム、多硫
化ゴム、ポリノルボルネンゴム、水素化ニトリルゴム、熱可塑性エラストマー（例えばポ
リスチレン系、ポリオレフィン系、ポリ塩化ビニル系、ポリウレタン系、ポリアミド系、
ポリウレア、ポリエステル系、フッ素樹脂系）等からなる群より選ばれる１種類あるいは
２種類以上を使用することができる。ただし、上記材料に限定されるものではないことは
当然である。
【０２２９】
　また、上記表層の材料は特に制限は無いが、中間転写ベルト表面へのトナーの付着力を
小さくして２次転写性を高めるものが要求される。例えば、ポリウレタン、ポリエステル
、エポキシ樹脂等の１種類あるいは２種類以上を使用し表面エネルギーを小さくし潤滑性
を高める材料、例えばフッ素樹脂、フッ素化合物、フッ化炭素、２酸化チタン、シリコン
カーバイト等の粉体、粒子を１種類あるいは２種類以上または粒径を異ならしたものを分
散させ使用することができる。また、フッ素系ゴム材料のように熱処理を行なうことで表
面にフッ素リッチな層を形成させ表面エネルギーを小さくさせたものを使用することもで
きる。
【０２３０】
　上記樹脂層や弾性層には、抵抗値調節用導電剤が添加される。この抵抗値調節用導電剤
は特に制限はないが、例えば、カーボンブラック、グラファイト、アルミニウムやニッケ
ル等の金属粉末、酸化錫，酸化チタン、酸化アンチモン、酸化インジウム、チタン酸カリ
ウム、酸化アンチモン－酸化錫複合酸化物（ＡＴＯ）、酸化インジウム－酸化錫複合酸化
物（ＩＴＯ）等の導電性金属酸化物が利用できる。この導電性金属酸化物は、硫酸バリウ
ム、ケイ酸マグネシウム、炭酸カルシウム等の絶縁性微粒子を被覆したものでもよい。上
記導電剤に限定されるものではないことは当然である。
【０２３１】
　図９は、本発明の画像形成方法において使用される画像形成装置の他の例を示すもので
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、タンデム型間接転写方式の電子写真式の画像形成装置を備えた複写装置（１００）であ
る。図９中、（１０１）は複写装置本体、（２００）はそれを載せる給紙テーブル、（３
００）は複写装置本体（１０１）上に取り付けるスキャナ、（４００）はさらにその上に
取り付ける原稿自動搬送装置（ＡＤＦ）である。複写装置本体（１０１）には、中央に、
無端ベルト状の中間転写体（１０）を設ける。
【０２３２】
　そして、図９に示すとおり、この例では３つの支持ローラ（１４）、（１５）、（１６
）に掛け回して図中時計回りに回転搬送可能とする。この図示例では、３つのなかで第２
の支持ローラ（１５）の左に、画像転写後に中間転写体（１０）上に残留する残留トナー
を除去する中間転写体クリーニング装置（１７）を設ける。また、３つのなかで第１の支
持ローラ（１４）と第２の支持ローラ（１５）間に張り渡した中間転写体（１０）上には
、その搬送方向に沿って、イエロー、シアン、マゼンタ、ブラックの４つの画像形成手段
（１８）を横に並べて配置してタンデム画像形成装置（２０）を構成する。
【０２３３】
　このタンデム画像形成装置（２０）の上には、図９に示すように、さらに露光装置（２
１）を設ける。一方、中間転写体（１０）を挟んでタンデム画像形成装置（２０）と反対
の側には、２次転写装置（２２）を備える。２次転写装置（２２）は、図示例では、２つ
のローラ（２３）間に、無端ベルトである２次転写ベルト（２４）を掛け渡して構成し、
中間転写体（１０）を介して第３の支持ローラ（１６）に押し当てて配置し、中間転写体
（１０）上の画像をシートに転写する。２次転写装置（２２）の横には、シート上の転写
画像を定着する定着装置（２５）を設ける。定着装置（２５）は、無端ベルトである定着
ベルト（２６）に加圧ローラ（２７）を押し当てて構成する。上述した２次転写装置（２
２）には、画像転写後のシートをこの定着装置（２５）へと搬送するシート搬送機能も備
えてなる。もちろん、２次転写装置（２２）として、転写ローラや非接触のチャージャを
配置してもよく、そのような場合はこのシート搬送機能を併せて備えることは難しくなる
。なお、図示例では、このような２次転写装置（２２）および定着装置（２５）の下に、
上述したタンデム画像形成装置（２０）と平行に、シートの両面に画像を記録すべくシー
トを反転するシート反転装置（２８）を備える。
【０２３４】
　さて、いまこのカラー電子写真装置を用いてコピーをとるときは、原稿自動搬送装置（
４００）の原稿台（３０）上に原稿をセットする。または、原稿自動搬送装置（４００）
を開いてスキャナ（３００）のコンタクトガラス（３２）上に原稿をセットし、原稿自動
搬送装置（４００）を閉じてそれで押さえる。
【０２３５】
　そして、不図示のスタートスイッチを押すと、原稿自動搬送装置（４００）に原稿をセ
ットしたときは、原稿を搬送してコンタクトガラス（３２）上へと移動して後、他方コン
タクトガラス（３２）上に原稿をセットしたときは、直ちにスキャナ（３００）を駆動し
、第１走行体（３３）および第２走行体（３４）を走行する。そして、第１走行体（３３
）で光源から光を発射するとともに原稿面からの反射光をさらに反射して第２走行体（３
４）に向け、第２走行体（３４）のミラーで反射して結像レンズ（３５）を通して読取り
センサ（３６）に入れ、原稿内容を読み取る。
【０２３６】
　また、不図示のスタートスイッチを押すと、不図示の駆動モータで支持ローラ（１４）
、（１５）、（１６）の１つを回転駆動して他の２つの支持ローラを従動回転し、中間転
写体（１０）を回転搬送する。同時に、個々の画像形成手段（１８）でその感光体（４０
）を回転して各感光体（４０）上にそれぞれ、ブラック・イエロー・マゼンタ・シアンの
単色画像を形成する。そして、中間転写体（１０）の搬送とともに、それらの単色画像を
順次転写して中間転写体（１０）上に合成カラー画像を形成する。
【０２３７】
　一方、不図示のスタートスイッチを押すと、給紙テーブル（２００）の給紙ローラ（４
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２）の１つを選択回転し、ペーパーバンク（４３）に多段に備える給紙カセット（４４）
の１つからシートを繰り出し、分離ローラ（４５）で１枚ずつ分離して給紙路（４６）に
入れ、搬送ローラ（４７）で搬送して複写機本体（１００）内の給紙路（４８）に導き、
レジストローラ（４９）に突き当てて止める。
【０２３８】
　または、給紙ローラ（５０）を回転して手差しトレイ（５１）上のシートを繰り出し、
分離ローラ（５２）で１枚ずつ分離して手差し給紙路（５３）に入れ、同じくレジストロ
ーラ（４９）に突き当てて止める。
【０２３９】
　そして、中間転写体（１０）上の合成カラー画像にタイミングを合わせてレジストロー
ラ（４９）を回転し、中間転写体（１０）と２次転写装置（２２）との間にシートを送り
込み、２次転写装置（２２）で転写してシート上にカラー画像を記録する。
【０２４０】
　画像転写後のシートは、２次転写装置（２２）で搬送して定着装置（２５）へと送り込
み、定着装置（２５）で熱と圧力とを加えて転写画像を定着して後、切換爪（５５）で切
り換えて排出ローラ（５６）で排出し、排紙トレイ（５７）上にスタックする。または、
切換爪（５５）で切り換えてシート反転装置（２８）に入れ、そこで反転して再び転写位
置へと導き、裏面にも画像を記録して後、排出ローラ（５６）で排紙トレイ（５７）上に
排出する。
【０２４１】
　一方、画像転写後の中間転写体（１０）は、中間転写体クリーニング装置（１７）で、
画像転写後に中間転写体（１０）上に残留する残留トナーを除去し、タンデム画像形成装
置（２０）による再度の画像形成に備える。ここで、レジストローラ（４９）は一般的に
は接地されて使用されることが多いが、シートの紙粉除去のためにバイアスを印加するこ
とも可能である。
【実施例】
【０２４２】
　以下、本発明を実施例及び比較例にて更に詳細に説明する。なお、本発明は、ここに例
示される実施例及び比較例に限定されるものではない。なお、実施例中の部は、特に記載
がなければ重量部を表わす。
【０２４３】
［トナーの製造］
　評価に用いたトナーの具体的な作成例について説明する。本発明で用いるトナーは、こ
れらの例に限定されるものではない。
【０２４４】
（トナー材料の溶解液乃至分散液の調製）
～未変性ポリエステル（低分子量ポリエステル）の合成～
　冷却管、攪拌機及び窒素導入管の付いた反応槽中に、ビスフェノールＡエチレンオキサ
イド２モル付加物６７重量部、ビスフェノールＡプロピオンオキサイド３モル付加物８４
重量部、テレフタル酸２７４重量部、及びジブチルチンオキサイド２重量部を投入し、常
圧下、２３０℃にて８時間反応させた。次いで、該反応液を１０～１５ｍｍＨｇの減圧下
にて５時間反応させて、未変性ポリエステルを合成した。
　得られた未変性ポリエステルは、数平均分子量（Ｍｎ）が２，１００、重量平均分子量
（Ｍｗ）が５，６００、ガラス転移温度（Ｔｇ）が５５℃であった。
【０２４５】
～マスターバッチ（ＭＢ）の調製～
　水１０００重量部、及びカーボンブラック（「Ｐｒｉｎｔｅｘ３５」；デグサ社製、Ｄ
ＢＰ吸油量＝４２ｍｌ／１００ｇ、ｐＨ＝９．５）５４０重量部、及び前記未変性ポリエ
ステル１２００重量部を、ヘンシェルミキサー（三井鉱山社製）を用いて混合した。該混
合物を二本ロールで１５０℃にて３０分混練した後、圧延冷却し、パルペライザー（ホソ
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カワミクロン社製）で粉砕して、マスターバッチＭＢ１を調製した。
【０２４６】
～プレポリマーの合成～
　冷却管、撹拌機及び窒素導入管の付いた反応容器中に、ビスフェノールＡエチレンオキ
サイド２モル付加物６８２重量部、ビスフェノールＡプロピレンオキサイド２モル付加物
８１重量部、テレフタル酸２８３重量部、無水トリメリット酸２２重量部、及びジブチル
チンオキサイド２重量部を仕込み、常圧下で、２３０℃にて８時間反応させた。次いで、
１０～１５ｍＨｇの減圧下で、５時間反応させて、中間体ポリエステルを合成した。得ら
れた中間体ポリエステルは、数平均分子量（Ｍｎ）が２，１００、重量平均分子量（Ｍｗ
）が９，６００、ガラス転移温度（Ｔｇ）が５５℃、酸価が０．５、水酸基価が４９であ
った。
　次に、冷却管、撹拌機及び窒素導入管の付いた反応容器中に、前記中間体ポリエステル
４１１重量部、イソホロンジイソシアネート８９重量部、及び酢酸エチル５００重量部を
仕込み、１００℃にて５時間反応させて、プレポリマー（前記活性水素基含有化合物と反
応可能な重合体）を合成した。得られたプレポリマーの遊離イソシアネート含有量は、１
．６０重量％であり、プレポリマーの固形分濃度（１５０℃、４５分間放置後）は５０重
量％であった。
【０２４７】
～トナー材料相の調製～
　ビーカー内に前記未変性ポリエステル１００重量部、酢酸エチル１３０重量部を、攪拌
し溶解させた。次いで、カルナウバワックス（分子量＝１，８００、酸価＝２．５、針入
度＝１．５ｍｍ（４０℃））１０重量部、及び前記マスターバッチ１０重量部を仕込み、
ビーズミル（「ウルトラビスコミル」；アイメックス社製）を用いて、送液速度１ｋｇ／
ｈｒ、ディスク周速度６ｍ／ｓ、及び０．５ｍｍジルコニアビーズを８０容量％充填した
条件で３パスして原料溶解液を調製し、前記プレポリマーを４０重量部添加し、攪拌した
後、トナー材料の溶解乃至分散液を調製した。
【０２４８】
（樹脂微粒子の調製）
　撹拌棒および温度計をセットした反応容器に、水６８３重量部、メタクリル酸エチレン
オキサイド付加物硫酸エステルのナトリウム塩（エレミノールＲＳ－３０、三洋化成工業
製）１６重量部、スチレン８３重量部、メタクリル酸８３重量部、アクリル酸ブチル１１
０重量部、過硫酸アンモニウム１重量部を仕込み、４００回転／分で１５分間撹拌したと
ころ、白色の乳濁液が得られた。加熱して、系内温度７５℃まで昇温し５時間反応させた
。さらに、１容量％過硫酸アンモニウム水溶液３０重量部加え、７５℃で５時間熟成して
ビニル系樹脂（スチレン－メタクリル酸－アクリル酸ブチル－メタクリル酸エチレンオキ
サイド付加物硫酸エステルのナトリウム塩の共重合体）の水性分散液［樹脂微粒子分散液
］を得た。［樹脂微粒子分散液］の体積平均粒径（堀場製作所製　ＬＡ－９２０で測定）
は、４２ｎｍであった。
【０２４９】
（樹脂粒子の調製）
【０２５０】
［製造例１］　樹脂粒子１の合成
　イオン交換水５１６重量部にアニオン界面活性剤（アルキル硫酸エステルナトリウム塩
）５重量部と重合開始剤（過硫酸カリウム）３重量部を添加させた水溶液とメタクリロキ
シ基含有カゴ型フルオロアルキルシルセスキオキサン（ＸＱ１１５９、チッソ(株)製）２
６重量部、メチルメタクリレート１０４重量部、ジビニルベンゼン7重量部が含まれたモ
ノマー溶液を高速乳化重合装置（チッソ(株)製）を用い、70℃、6時間反応を行い、樹脂
粒子１を含有する水分散液を得た。
　得られた樹脂粒子１の粒径測定装置（大塚電子(株)製、ＥＬＳ－５００ＳＤ）より求め
た体積平均粒径は１１０ｎｍ、多分散度指数は０．２であった。
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［製造例２］　樹脂粒子２の合成
　ＸＱ１１５９を１３重量部、メチルメタクリレート１１７重量部にした以外は製造例１
と同様に合成し、樹脂粒子２を含有する水分散液を得た。得られた樹脂粒子２の体積平均
粒径は１００ｎｍ、多分散度指数は０．２であった。
［製造例３］　樹脂粒子３の合成
　ＸＱ１１５９を１重量部、メチルメタクリレート１２９重量部にした以外は製造例１と
同様に合成し、樹脂粒子３を含有する水分散液を得た。得られた樹脂粒子３の体積平均粒
径は１００ｎｍ、多分散度指数は０．２であった。
［製造例４］　樹脂粒子４の合成
　アニオン界面活性剤（アルキル硫酸エステルナトリウム塩）量を製造例１のときの３倍
にした以外は製造例１と同様に合成し、樹脂粒子４を含有する水分散液を得た。得られた
樹脂粒子４の体積平均粒径は６０ｎｍ、多分散度指数は０．２であった。
［製造例５］　樹脂粒子５の合成
　アニオン界面活性剤（アルキル硫酸エステルナトリウム塩）量を製造例１のときの１／
１０倍にした以外は製造例１と同様に合成し、樹脂粒子５を含有する水分散液を得た。得
られた樹脂粒子５の体積平均粒径は１７０ｎｍ、多分散度指数は０．１であった。
［製造例６］　樹脂粒子６の合成
　ＸＱ１１５９を添加せず、メチルメタクリレート１３０重量部にした以外は製造例１と
同様に合成し、樹脂粒子６を含有する水分散液を得た。得られた樹脂粒子６の体積平均粒
径は９０ｎｍ、多分散度指数は０．２であった。
［製造例７］　樹脂粒子７の合成
　ＸＱ１１５９をメタクリルイソブチルＰＯＳＳ（ＭＡ０７０２、Hybrid Plastics社製
）にした以外は製造例１と同様に合成し、樹脂粒子７を含有する水分散液を得た。得られ
た樹脂粒子７の体積平均粒径は９０ｎｍ、多分散度指数は０．２であった。
［製造例８］　樹脂粒子８の合成
　ＸＱ１１５９をメタクリルエチルＰＯＳＳ（ＭＡ０７１７、Hybrid Plastics社製）に
した以外は製造例１と同様に合成し、樹脂粒子８を含有する水分散液を得た。得られた樹
脂粒子８の体積平均粒径は８０ｎｍ、多分散度指数は０．２であった。
［製造例９］　樹脂粒子９の合成
　ＸＱ１１５９をメタクリレートシクロヘキシルＰＯＳＳ（ＭＡ０７０３、Hybrid Plast
ics社製）にした以外は製造例１と同様に合成し、樹脂粒子９を含有する水分散液を得た
。
［製造例１０］　樹脂粒子１０の合成
　ＸＱ１１５９をメタクリルイソオクチルＰＯＳＳ（ＭＡ０７１９、Hybrid Plastics社
製）にした以外は製造例１と同様に合成し、樹脂粒子１０を含有する水分散液を得た。
［製造例１１］　樹脂粒子１１の合成
　ＸＱ１１５９をメタクリルフェニルＰＯＳＳ（ＭＡ０７３４、Hybrid Plastics社製）
にした以外は製造例１と同様に合成し、樹脂粒子１１を含有する水分散液を得た。
［製造例１２］　樹脂粒子１２の合成
　ＸＱ１１５９をメタクリルキシプロピルヘプタシクロペンチル-Ｔ８-シルセスキオキサ
ン（ＳＩＭ６４８６．６、Gelest社製）にした以外は製造例１と同様に合成し、樹脂粒子
１２を含有する水分散液を得た。
【０２５１】
　樹脂粒子のフッ素含有率、ケイ素含有率、及び体積平均粒径の特性を表１に示す。
　表１に示した樹脂粒子中に含まれるＦおよびＳｉの重量割合は、仕込時のモノマー組成
から計算で求めた。
　また、平均粒径は以下のようにして求めた。
樹脂粒子を含んだ水分散液（固形分２０重量％）を固形分０．１重量％になるように純水
で希釈し、ゼータ電位・粒子測定システム（ELS－５０００SD、大塚電子株式会社製）を
用いて平均粒径を測定した。
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　なお、製造例１～１２中、製造例６を除き、本発明の樹脂粒子の実施例である。
【０２５２】
【表１】

【０２５３】
［実施例１］
（トナーａの製造）
～水系媒体相の調製～
　水６６０重量部、前記微粒子分散液　２５重量部、ドデシルジフェニルエーテルジスル
ホン酸ナトリウムの４８．５重量％の水溶液（「エレミノールＭＯＮ－７」；三洋化成工
業製）２５重量部、及び酢酸エチル６０重量部を混合撹拌し、乳白色の液体（水相）を得
た。さらに固形分２０重量％に調整した樹脂粒子１の分散液を５０重量部加えた。光学顕
微鏡で観察すると数百μｍの凝集体が見られた。本水系媒体相をＴＫ式ホモミキサー（特
殊機化工業社製）を用い、回転数８０００ｒｐｍで攪拌すると該凝集体がほぐれ、分散で
きることを光学顕微鏡によって確認した。したがってこの後行われるトナー材料の乳化工
程においても樹脂粒子１は分散してトナー材料成分の液滴に付着することが期待できた。
このように樹脂粒子１は初期はある程度不安定で凝集を生じるがせん断によってほぐれる
ことがトナー表面に均一に付着させる上で重要である。
【０２５４】
～乳化乃至分散液の調製～
　前記水系媒体相１５０重量部を容器に入れ、ＴＫ式ホモミキサー（特殊機化工業社製）
を用い、回転数１２，０００ｒｐｍで攪拌し、これに前記トナー材料の溶解乃至分散液１
００重量部を添加し、１０分間混合して乳化乃至分散液（乳化スラリー）を調製した。
【０２５５】
～有機溶媒の除去～
　脱気用配管、攪拌機及び温度計をセットしたフラスコに、前記乳化スラリー１００重量
部を仕込み、攪拌周速２０ｍ／分で攪拌しながら３０℃にて１２時間減圧下、脱溶剤し脱
溶剤スラリーとした。その後分散液を６０℃で２時間加熱してトナー表面に付着した樹脂
粒子１を固定化処理した。
【０２５６】
～洗浄・乾燥～
　前記脱溶剤スラリー全量を減圧濾過した後、濾過ケーキにイオン交換水３００重量部を
添加し、ＴＫ式ホモミキサーで混合、再分散（回転数１２，０００ｒｐｍにて１０分間）
した後、濾過した。得られた濾過ケーキにイオン交換水３００重量部を添加し、ＴＫ式ホ
モミキサーで混合（回転数１２，０００ｒｐｍにて１０分間）した後濾過する操作を３回
行った。得られた濾過ケーキを順風乾燥機にて４５℃で４８時間乾燥し、目開き７５μｍ
メッシュで篩い、重量平均粒径５．２μｍのトナー母体粒子ａを得た。
【０２５７】



(58) JP 2010-77183 A 2010.4.8

10

20

30

40

50

～外添処理～
　トナー母体粒子ａ１００重量部に対して、平均粒径１００ｎｍの疎水性シリカ０．６重
量部と、平均粒径２０ｎｍの酸化チタン１．０重量部と、平均粒径１５ｎｍの疎水性シリ
カ微粉体を０．８部とをヘンシェルミキサーにて混合し、トナーａを得た。
【０２５８】
［実施例２］
～トナーｂの製造～
　樹脂粒子１の代わりに、樹脂粒子２を用いた以外は実施例１と同様に重量平均粒径５．
１μｍのトナーｂを作成した。トナーｂに用いた樹脂粒子２は、フルオロシルセスキオキ
サンのフッ素とケイ素双方の含有率を低くしたもので、結着樹脂と相溶せず、且つ、高い
膨潤性を示すものである。
【０２５９】
［実施例３］
～トナーｃの製造～
　樹脂粒子１の代わりに、樹脂粒子３を用いた以外は実施例１と同様に重量平均粒径５．
３μｍのトナーｂを作成した。トナーｂに用いた樹脂粒子２は、フルオロシルセスキオキ
サンのフッ素とケイ素双方の含有率を低くしたもので、結着樹脂と相溶せず、且つ、高い
膨潤性を示すものである。
【０２６０】
［実施例４］
～トナーｄの製造～
　樹脂粒子１の代わりに、樹脂粒子４を用いた以外は実施例１と同様に重量平均粒径５．
０μｍのトナーｄを作成した。
【０２６１】
［実施例５］
～トナーｅの製造～
　樹脂粒子１の代わりに、樹脂粒子５を用いた以外は実施例１と同様に重量平均粒径５．
３μｍのトナーｅを作成した。
【０２６２】
［比較例１］
～トナーｆの製造～
　樹脂粒子１の代わりに、樹脂粒子６を用いた以外は実施例１と同様に重量平均粒径４．
９μｍのトナーｆを作成した。
【０２６３】
［実施例６］
～トナーｇの製造～
　樹脂粒子１の代わりに、樹脂粒子７を用いた以外は実施例１と同様にして重量平均粒径
５．２μｍのトナーｇを作成した。
【０２６４】
［実施例７］
～トナーｈの製造～
　樹脂粒子１の代わりに、樹脂粒子８を用いた以外は実施例１と同様にして重量平均粒径
４．８μｍのトナーｈを作成した。
【０２６５】
［実施例８］
～トナーｉの製造～
　樹脂粒子１の代わりに、樹脂粒子９を用いた以外は実施例１と同様にして重量平均粒径
４．９μｍのトナーｉを作成した。
【０２６６】
［実施例９］
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～トナーｊの製造～
　樹脂粒子１の代わりに、樹脂粒子１０を用いた以外は実施例１と同様にして重量平均粒
径５．１μｍのトナーｊを作成した。
【０２６７】
［実施例１０］
～トナーｋの製造～
　樹脂粒子１の代わりに、樹脂粒子１１を用いた以外は実施例１と同様にして重量平均粒
径５．１μｍのトナーｋを作成した。
【０２６８】
［実施例１１］
～トナーｌの製造～
　樹脂粒子１の代わりに、樹脂粒子１２を用いた以外は実施例１と同様にして重量平均粒
径５．０μｍのトナーｌを作成した。
【０２６９】
［比較例２］
～トナーｍの製造～
　樹脂粒子１を用いずに実施例１と同様に重量平均粒径５．２μｍのトナーｇを作成した
。
【０２７０】
［実施例１２］
～トナーｎの製造～
　脱溶剤後分散液の加熱を７０℃で６時間行った他は実施例１と同様にして重量平均粒径
５．３μｍのトナーｎを作成した。
【０２７１】
［実施例１３］
～トナーｏの製造～
　脱溶剤後分散液の加熱を行わない他は実施例１と同様にして重量平均粒径５．０μｍの
トナーｏを作成した。
【０２７２】
［実施例１４］
～トナー材料相の調製～
　ビーカー内にスチレンモノマー１００重量部、ｎ－ブチルアクリレート３０重量部を、
攪拌し混合させた。次いで、カルナウバワックス（分子量＝１，８００、酸価＝２．５、
針入度＝１．５ｍｍ（４０℃））１０重量部、及び前記マスターバッチＭＢ１を１０重量
部を仕込み、ビーズミル（「ウルトラビスコミル」；アイメックス社製）を用いて、送液
速度１ｋｇ／ｈｒ、ディスク周速度６ｍ／ｓ、及び０．５ｍｍジルコニアビーズを８０容
量％充填した条件で３パスした。その後アゾビスイソブチロニトリルを２重量部添加し、
トナー材料の溶解乃至分散液を調製した。
～水系媒体相の調製～
　水２００重量部に５０℃で加熱しながら部分ケン化ポリビニルアルコールの６重量部を
溶解させ、その後冷却し水相媒体を調整した。さらに固形分２０重量％に調整した樹脂粒
子１の分散液を１０重量部加えた。
～乳化乃至分散液の調製～
　前記水系媒体相１５０重量部を容器に入れ、ＴＫ式ホモミキサー（特殊機化工業社製）
を用い、回転数１２，０００ｒｐｍで攪拌し、これに前記トナー材料の溶解乃至分散液７
５重量部を添加し、１０分間混合して乳化乃至分散液（乳化スラリー）を調製した。
～重合反応～
　窒素ガス用配管、攪拌機及び温度計をセットしたフラスコに、前記乳化スラリー１００
重量部を仕込み、フラスコ内を窒素ガスで置換した後に、攪拌周速１０ｍ／分で攪拌しな
がら５０℃にて１２時間重合しスラリーを得た。その後分散液を６５℃で２時間加熱して
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トナー表面に付着した樹脂微粒子１を固定化処理した。
【０２７３】
～洗浄・乾燥～
　前記重合、微粒子付着スラリー全量を減圧濾過した後、濾過ケーキにイオン交換水３０
０重量部を添加し、ＴＫ式ホモミキサーで混合、再分散（回転数１２，０００ｒｐｍにて
１０分間）した後濾過した。得られた濾過ケーキにイオン交換水３００重量部を添加し、
ＴＫ式ホモミキサーで混合（回転数１２，０００ｒｐｍにて１０分間）した後濾過する操
作を３回行った。得られた濾過ケーキを順風乾燥機にて４５℃で４８時間乾燥し、目開き
７５μｍメッシュで篩い、重量平均粒径５．８μｍのトナー母体粒子ｐを得た。
【０２７４】
～外添処理～
　トナー母体粒子ｊを１００重量部に対して、平均粒径１００ｎｍの疎水性シリカ０．６
重量部と、平均粒径２０ｎｍの酸化チタン１．０重量部と、平均粒径１５ｎｍの疎水性シ
リカ微粉体を０．８重量部とをヘンシェルミキサーにて混合し、トナーｐを得た。
【０２７５】
［実施例１５］
～トナーｑの製造～
　樹脂粒子１の代わりに、樹脂粒子２を用いた以外は実施例１４と同様にして重量平均粒
径５．７μｍのトナーｑを作成した。
【０２７６】
［実施例１６］
～トナーｒの製造～
　脱溶剤後分散液の加熱を行わない他は実施例１５と同様にして重量平均粒径５．８μｍ
のトナーｒを作成した。
【０２７７】
［比較例３］
～トナーｓの製造～
　樹脂粒子１の代わりに、樹脂粒子６を用いた以外は実施例１４と同様にして重量平均粒
径５．７μｍのトナーｓを作成した。
【０２７８】
［比較例４］
～トナーｔの製造～
　樹脂粒子１を用いずに実施例１４と同様にして重量平均粒径６．０μｍのトナーｎを作
成した。
【０２７９】
［実施例１７］
～樹脂分散体の調製～
　撹拌棒および温度計をセットした反応容器に、水６００部、ドデシルベンゼンスルホン
酸のナトリウム塩３部、スチレン１６０部、アクリル酸－ｎブチル４０部、過硫酸アンモ
ニウム１部を仕込み、窒素ガス置換しながら４００回転／分で１５分間撹拌したところ、
白色の乳濁液が得られた。加熱して、系内温度７５℃まで昇温し５時間反応させた。さら
に、１％過硫酸アンモニウム水溶液３０部加え、７５℃で５時間熟成してビニル系樹脂（
スチレン－アクリル酸－ｎブチルの共重合体）の水性樹脂分散液を得た。
～トナー材料相の調製～
　水１００重量部、ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム１重量部、カルナウバワック
ス（分子量＝１，８００、酸価＝２．５、針入度＝１．５ｍｍ（４０℃））１０重量部、
及び前記カーボンブラック１５重量部をビーズミル（「ウルトラビスコミル」；アイメッ
クス社製）を用いて、送液速度１ｋｇ／ｈｒ、ディスク周速度６ｍ／ｓ、及び０．５ｍｍ
ジルコニアビーズを８０容量％充填した条件で１０パスした。その後、前記合成したビニ
ル系樹脂（スチレン－アクリル酸－ｎブチルの共重合体）の水性樹脂分散液を８００重量
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【０２８０】
～トナー粒子分散液の調製～
　前記水トナー材料の溶解乃至分散液系１５０重量部を容器に入れ、容器内を５０℃に設
定して、ＴＫ式ホモミキサー（特殊機化工業社製）を用い、回転数３０００ｒｐｍで攪拌
しながら、塩化カルシウムの１０重量％溶液を１０重量部徐々に添加することにより凝集
体を作成した。容器内を室温まで冷却し、ＴＫ式ホモミキサー（特殊機化工業社製）を用
い、回転数３０００ｒｐｍで攪拌しながらこれに樹脂粒子１の分散液をさらに７．５重量
部徐々に添加し、トナー組成物凝集体とした。その後分散液を６５℃で２時間加熱してト
ナー表面に付着した樹脂粒子１を固定化処理した。
【０２８１】
～洗浄・乾燥～
　前記固体化処理後スラリー全量を減圧濾過した後、濾過ケーキにイオン交換水３００重
量部を添加し、ＴＫ式ホモミキサーで混合、再分散（回転数１２，０００ｒｐｍにて１０
分間）した後濾過した。得られた濾過ケーキにイオン交換水３００重量部を添加し、ＴＫ
式ホモミキサーで混合（回転数１２，０００ｒｐｍにて１０分間）した後濾過する操作を
３回行った。得られた濾過ケーキを順風乾燥機にて４５℃で４８時間乾燥し、目開き７５
μｍメッシュで篩い、重量平均粒径５．０μｍのトナー母体粒子ｕを得た。
～外添処理～
　トナー母体粒子ｏを１００重量部に対して、平均粒径１００ｎｍの疎水性シリカ０．６
重量部と、平均粒径２０ｎｍの酸化チタン１．０重量部と、平均粒径１５ｎｍの疎水性シ
リカ微粉体を０．８重量部とをヘンシェルミキサーにて混合し、トナーｕを得た
【０２８２】
［実施例１８］
～トナーｖの製造～
　樹脂粒子１の代わりに、樹脂粒子２を用いた以外は実施例１７と同様にして重量平均粒
径５．１μｍのトナーｖを作成した。
【０２８３】
［実施例１９］
～トナーｗの製造～
　トナー組成物凝集体とした後の分散液を加熱しないで、トナー表面に付着した樹脂粒子
１を固定化処理しなかった。その他は実施例１７と同様にして重量平均粒径４．８μｍの
トナーｗを作成した。
【０２８４】
［比較例５］
～トナーｘの製造～
　樹脂粒子１の代わりに、樹脂粒子６を用いた以外は実施例１７と同様にして重量平均粒
径５５．０μｍのトナーｘを作成した。
【０２８５】
［比較例６］
～トナーｙの製造～
　樹脂粒子１を用いずに実施例１７と同様にしてと同様に重量平均粒径４．９μｍのトナ
ーｙを作成した。
【０２８６】
　実施例１～１９、比較例１～６で得られたトナーの物性を表２に示す。
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【表２】

【０２８７】
［キャリアの作製］
　次に、トナーの実機評価に用いたキャリアの具体的な作製例について説明する。本発明
で用いるキャリアは、これらの例に限定されるものではない。
～キャリア～
　アクリル樹脂溶液（固形分５０重量％）　　　　　　　　　　　　　　２１．０重量部
　グアナミン溶液（固形分７０重量％）　　　　　　　　　　　　　　　　６．４重量部
　アルミナ粒子［０．３μｍ、固有抵抗１０１４（Ω・ｃｍ）］　　　　　　７．６重量
部
　シリコーン樹脂溶液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６５．０重量部
　　［固形分２３重量％（ＳＲ２４１０：東レ・ダウコーニング・シリコーン社製）］
　アミノシラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．０重量部
　　［固形分１００重量％（ＳＨ６０２０：東レ・ダウコーニング・シリコーン社製）］
　トルエン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６０重量部
　ブチルセロソルブ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６０重量部
　上記キャリア原料をホモミキサーで１０分間分散し、アルミナ粒子を含むアクリル樹脂
及びシリコーン樹脂の被覆膜形成溶液を得た。芯材として焼成フェライト粉［（ＭｇＯ）

１．８（ＭｎＯ）４９．５（Ｆｅ２Ｏ３）４８．０：体積平均粒径；２５μｍ］に上記被
覆膜形成溶液を芯材表面に膜厚０．１５μｍになるようにスピラコーター（岡田精工社製
）により塗布し乾燥し被覆フェライト粉を得た。得られた被覆フェライト粉を電気炉中に
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て１５０℃で１時間放置して焼成した。冷却後フェライト粉バルクを目開き１０６μｍの
篩を用いて解砕し、キャリアを得た。結着樹脂膜厚測定は、透過型電子顕微鏡にてキャリ
ア断面を観察することにより、キャリア表面を覆う被覆膜を観察することができるため、
その膜厚の平均値をもって膜厚とした。こうして、重量平均粒径３５μｍのキャリアＡを
得た。
【０２８８】
［２成分系現像剤の作製］
　上記トナーａ～ｙと上記キャリアＡを用い、キャリア１００重量部に対しトナー７重量
部を容器が転動して攪拌される型式のターブラミキサーを用いて均一混合し帯電させて２
成分系現像剤ａ～ｙを作製した。
【０２８９】
［トナーの評価］
（転写効率（％））
　富士ゼロックス社製のＤｏｃｕＣｏｌｏｒ　８０００　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｐｒｅｓｓを
改造して、線速及び転写時間を調整可能にチューニングした評価機を用い、各現像剤につ
いて、Ａ４サイズ、トナー付着量０．６ｍｇ／ｃｍ２のベタパターンをテスト画像として
出力するランニング試験を行った。テスト画像１０万枚、１００万枚出力後、一次転写に
おける転写効率を下記式（３）により、二次転写における転写効率を下記式（４）により
、それぞれ求めた。なお、評価基準は下記のとおりである。
　一次転写効率（％）＝（中間転写体上に転写されたトナー量／電子写真感光体上に現像
されたトナー量）×１００　・・・　（３）
　二次転写効率（％）＝（中間転写体上に転写されたトナー量－中間転写体上の転写残ト
ナー量／中間転写体上に転写されたトナー量）×１００　・・・　（４）
　評価基準は下記の通りとした。
　　◎・・・９０％以上
　　○・・・８５％以上９０％未満
　　△・・・８０％以上８５％未満
　　×・・・８０％未満
【０２９０】
（定着下限温度）
　リコー製フルカラー複合機Ｉｍａｇｉｏ　ＮｅｏＣ６００Ｐｒｏの定着部を改造し、温
度及び線速を調整可能にした定着装置を用いて、普通紙及び厚紙の転写紙（株式会社リコ
ー製のタイプ６０００＜７０Ｗ＞及び複写印刷用紙＜１３５＞）にベタ画像で、０．８５
±０．１ｍｇ／ｃｍ２のトナー付着量で定着評価した。定着画像をパットで擦った後の画
像濃度の残存率が７０％以上となる定着ロール温度をもって定着下限温度とした。
　評価基準は下記の通りとした。
　　◎：１２０℃未満
　　○：１４０℃未満１２０℃以上
　　△：１６０℃未満１４０℃以上
　　×：１６０℃以上
【０２９１】
（定着上限温度）
～ホットオフセット発生温度～
　リコー製フルカラー複合機Ｉｍａｇｉｏ　ＮｅｏＣ６００Ｐｒｏの定着部を改造し、温
度及び線速を調整可能にした定着装置を用いて、前記普通紙にベタ画像で０．８５±０．
３ｍｇ／ｃｍ２のトナーが現像されるように調整した。得られた画像を加熱ローラの温度
を変えて定着し、ホットオフセットの発生する定着温度（オフセット発生温度）を測定し
た。
　評価基準は下記の通りとした。
　　◎：２１０℃以上
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　　○：２１０℃未満１９０℃以上
　　△：１９０℃未満１７０℃以上
　　×：１７０℃未満
【０２９２】
トナー評価結果を表３に示す
【表３】

【産業上の利用可能性】
【０２９３】
　本発明のトナーは定着性を維持したまま、高速のフルカラー画像形成方法において転写
効率を向上させ、転写時に画像欠陥をなくし長期的に再現性の良い画像を出力することを
可能にするので、電子写真感光体から中間転写体への転写工程（一次転写）及び中間転写
体から最終画像を得る記録材上への転写工程（二次転写）という２回にわたる転写工程を
経る電子写真装置において好適に使用できる。
【図面の簡単な説明】
【０２９４】
【図１】本発明のトナーの形状の例を示す模式図である。
【図２】本発明のローラ式帯電装置の一例を示す概略図である。
【図３】本発明の画像形成方法におけるブラシ式帯電装置の一例を示す概略図である。
【図４】本発明の画像形成方法における現像装置の一例を示す概略図である。
【図５】本発明の画像形成方法における定着装置の一例を示す概略図である。
【図６】本発明の画像形成方法における定着装置に備えたベルトの層構成の一例を示す概



(65) JP 2010-77183 A 2010.4.8

10

20

30

40

50

略図である。
【図７】本発明のプロセスカートリッジの一例を示す概略図である。
【図８】本発明の画像形成装置の構成の一例を示す概略図である。
【図９】本発明の画像形成装置の構成の他の一例を示す概略図である。
【符号の説明】
【０２９５】
（図１の符号）
１　　トナー
２　　トナー粒子本体
３　　樹脂粒子
（図２の符号）
５００　　ローラ式帯電装置
５０１　　帯電ローラ
５０２　　芯金
５０３　　導電ゴム層
５０４　　電源
５０５　　感光体
（図３の符号）
５１０　　ブラシ式帯電装置
５１１　　ブラシローラ（ファーブラシローラ又は磁気ブラシローラ）
５１２　　芯金
５１３　　ブラシ部
５１４　　電源
５１５　　感光体
（図４の符号）
６００　　現像装置
６０１　　現像スリーブ
６０２　　電源
６０３　　現像部
６０４　　感光体
６０５　　トナー
（図５、６の符号）
７１０　　加熱ローラ
７１０　　定着ローラ（対向回転体）
７２１　芯金
７２２　弾性部材
７３０　　定着ベルト（耐熱性ベルト、トナー加熱媒体）
７３１　　基体
７３２　　発熱層
７３３　　中間層
７３４　　離型層
７４０　　加圧ローラ（加圧回転体）
７４１　芯金
７４２　弾性部材
７５０　　温度検知部材
７６０　　誘導加熱手段
７６１　　励磁コイル
７６２　　コイルガイド板
７６３　　励磁コイルコア
７６４　励磁コイルコア支持部材
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７７０　記録媒体
Ａ　　ベルトの回転方向
Ｎ　　定着ニップ部
Ｗ１　接触部位
Ｔ　　トナー像
（図７の符号）
８００　　プロセスカートリッジ
８０１　　感光体
８０２　　帯電手段
８０３　　現像手段
８０４　　トナー
８０５　　現像ローラ
８０６　　クリーニング手段
（図８の符号）
１００　　画像形成装置
１２０Ｂｋ　画像書込部（黒）
１２０Ｃ　　画像書込部（シアン）
１２０Ｍ　　画像書込部（マゼンダ）
１２０Ｙ　　画像書込部（イエロー）
１３０Ｂｋ　画像形成部（黒）
１３０Ｃ　　画像形成部（シアン）
１３０Ｍ　　画像形成部（マゼンダ）
１３０Ｙ　　画像形成部（イエロー）
１４０　　給紙部
１５０　　定着装置
１６０　　レジストローラ対
１７０　　２次転写ローラ
１８０　　転写ベルト
２００Ｂｋ　現像装置（黒）
２００Ｃ　　現像装置（シアン）
２００Ｍ　　現像装置（マゼンダ）
２００Ｙ　　現像装置（イエロー）
２１０Ｂｋ　感光体（黒）
２１０Ｃ　　感光体（シアン）
２１０Ｍ　　感光体（マゼンダ）
２１０Ｙ　　感光体（イエロー）
２１５Ｂｋ　帯電装置（黒）
２１５Ｃ　　帯電装置（シアン）
２１５Ｍ　　帯電装置（マゼンダ）
２１５Ｙ　　帯電装置（イエロー）
２２０　　中間転写ベルト
２３０Ｂｋ　１次転写装置（黒）
２３０Ｃ　　１次転写装置（シアン）
２３０Ｍ　　１次転写装置（マゼンダ）
２３０Ｙ　　１次転写装置（イエロー）
２４１　　導電性ローラ
２４２　　導電性ローラ
２４３　　導電性ローラ
２５０Ｂｋ　トナー移送管（黒）
２５０Ｃ　　トナー移送管（シアン）
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２５０Ｍ　　トナー移送管（マゼンダ）
２５０Ｙ　　トナー移送管（イエロー）
２６０　　中間転写ベルトクリーニング装置
２６１　　導電性ファーブラシ
２６２　　導電性ファーブラシ
３００Ｂｋ　クリーニング装置（黒）
３００Ｃ　　クリーニング装置（シアン）
３００Ｍ　　クリーニング装置（マゼンダ）
３００Ｙ　　クリーニング装置（イエロー）
（図９の符号）
１０　　中間転写体
１４　　第１の支持ローラ
１５　　第２の支持ローラ
１６　　第３の支持ローラ
１７　　中間転写体クリーニング装置
１８　　画像形成手段
２０　　タンデム画像形成装置
２１　　露光手段
２２　　２次転写手段
２３　　ローラ
２４　　２次転写ベルト
２５　　定着装置
２６　　定着ベルト
２７　　加圧ローラ
２８　　シート反転装置
３０　　原稿台
３２　　コンタクトガラス
３３　　第１走行体
３４　　第２走行体
３５　　結像レンズ
３６　　読取りセンサ
４０、４０Ｙ、４０Ｃ、４０Ｍ　　感光体
４２　　給紙ローラ
４３　　ペーパーバンク
４４　　給紙カセット
４５　　分離ローラ
４６　　給紙路
４７　　搬送ローラ
４８　　給紙路
４９　　レジストローラ
５０　　給紙ローラ
５１　　手差しトレイ
５２　　分離ローラ
５３　　給紙路
５５　　切換爪
５６　　排出ローラ
５７　　排紙トレイ
６２　　１次転写装置
１００　画像形成装置
１０１　画像形成装置本体
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２００　給紙テーブル
３００　スキャナ
４００　原稿自動搬送装置（ＡＤＦ）

【図１】

【図２】

【図３】
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